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第１章 序論 

 
第１節 研究の背景 

 

第１項 日本の公共交通の現状と課題 

 

車依存から脱却し、公共交通の利用者を増やしてサービスを持続させることは、多くの都

市、特に日本の地方都市で問題となっている。 

中でも日本の地方都市の公共交通が抱える問題の１つに、”採算”がある。日本の公共交通

は、運行収入が運行経費を上回る”儲かる”民間事業として成立し、発展してきた。図 1-1に

示すように日本では人口増加と自家用車普及の期間にはギャップがあり、その間の期間の

移動手段を鉄道やバスが担っていた。公共交通は高い混雑率で、多くの人を運び、かつ独占

で運行し、運行収入が運行経費を上回る、黒字が当たり前だった。そうした状況は長くは続

かず、自家用車普及に伴い公共交通の利用者は減少していく。赤字になってしまうと民間事

業としては成立せず、不採算路線は事業者の撤退により無くなり、地域公共交通は持続性を

失っていった。 

 

 

図 1-1 国内の自家用車台数・乗合バス人キロ・人口の推移（各統計もとに筆者作成） 

 

しかし公共交通のうち一般路線バス等の地域公共交通は、医療、福祉、買い物、教育など、

地域住民の生活上の移動のために欠かせないインフラである。さらに、地域外からの来訪者
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の移動等にも必要であるため、地域外との対流・交流にも必要なインフラである。このため、

地域公共交通は、地域の存続基盤として特に重要である 1)。またバスや鉄道などの公共交通

機関は、自家用車と比較して、1 人当たりの二酸化炭素排出量が少なく、政府が目指す 2050

年までに温室効果ガスの排出を全体としてゼロにする、カーボンニュートラルへの貢献に

もつながることが期待されている。 

このように地域に不可欠な地域交通は、単に黒字・赤字という指標だけでサービスの継続

が判断されてよいものなのだろうか。 

繰り返しになるが、地域公共交通を取り巻く環境は非常に厳しい状況にある。少子高齢化

による人口の自然減、三大都市圏等への人口移動による社会減、自家用車の一家に一台から

1 人 1 台への普及に伴い、地方都市（図 1-2 三大都市圏以外）のバスの輸送人員は年々減り

続けている。そして、日本の地方都市の人口減少は今後も続くことが予測されており、地域

公共交通を取り巻く環境は、さらに厳しくなることは必至である。 

 

 

図 1-2 バスの輸送人員(乗合バス(平成 12年を 100とした輸送人員) 

（出典：令和 3年度版 国土交通白書） 

 

第２項 地方公共団体の公共交通運営 

 

2002 年の道路運送法の改正により、需給調整条項が廃止され、乗合バスの参入・退出規

制が緩和された。民間事業者が提供する公共交通サービス（乗合バス）の質や量への運輸局

等許認可権者による「公共関与」は抑制され、市場に委ねられる形となった。結果、”採算”

の取れない民間の赤字路線バスの廃止が相次ぎ、地方都市の路線バスの衰退・サービス低下

を招くことになる。 

一方で、全国の地方都市では、廃止されたバス路線跡の交通空白地域・不便地域の解消等

を図るためコミュニティバスが運行されている。コミュニティバスとは、「交通空白地域・
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不便地域の解消等を図るため、市町村等が主体的に計画し運行するバス」2)である。日本の

コミュニティバスは 1980年代に東京多摩地域から始まり 3)、1995年から運行を開始した武

蔵野市のムーバス 4)の成功が知られることになり、全国に広がっている。 

もともと政令市等は、交通局などを置き、地方公営企業法に準拠する公営バスを運営して

いる。コミュニティバスの大半は地方公共団体が民営会社に運行委託する形態をとってお

り、地方公営企業法に準拠する公営バスとは別個のものとして扱われている。このコミュニ

ティバスの登場と普及によって、より多くの地方公共団体が運営者として公共交通サービ

スの提供に関与することになっていく。 

現在、コミュニティバスの導入市区町村数は、増加傾向にあり、1352 都市(2019年度)、全

市区町村の約 79％となっている（図 1-3）。なお図 1-3 中の事例数は、同一市町村の中で異

なる運賃や名称のコミュニティバスを運行している場合があり、その複数類型の合計値を

指しており、こちらも年々増加している。そして地方公共団体は、コミュニティバスの運営

や一般路線バス維持のための赤字補填に、公費負担をしており、その額は年々増加している

（図 1-4：グラフは栃木県のみの統計となるが全国同様の傾向にあると推察する）。 

 

図 1-3 コミュニティバスの導入状況(出典：令和 3年版交通政策白書) 
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図 1-4 栃木県内の地方公共団体による公的負担額 

（出典：とちぎの公共交通（令和 2(2020)年度版）） 

 

ここで日本の公共交通サービスに関する公的関与に関わる制度の変遷を概観する。 

2007年に、地域公共交通活性化再生法が制定され、日本では初めて基礎自治体である「市

町村」が公共交通サービスの設計に関与することができるようになった。本法により、市町

村は幅広い関係者の参加による公共交通に関する協議会を設定できるようになった。さら

に地域公共交通の活性化・再生に関する計画「地域公共交通総合連携計画」を市町村が作成

することができるようになり、現在までに 601 の計画が作成されている（令和元年時点）。

ただし、「地域公共交通総合連携計画」は特定の交通機関に特化した計画という特徴がある。 

2014年に、地域公共交通活性化再生法が改正され、市町村は、「地域公共交通網形成計画」

を作成することができるようになった。「地域公共交通網形成計画」は、まちづくり（立地

適正化計画）との連携、面的な公共交通ネットワーク再構築という視点で作成し、市域全体

の公共交通マスタープランの特性を有し、「地域公共交通総合連携計画」とは一線を画すも

のとなった。また国から市町村への財政支援も従来と比較して拡充された。 

2020年に、地域公共交通活性化再生法が改正され、「地域公共交通網形成計画」の名称が、

「地域公共交通計画」に変更され、計画作成が市町村の努力義務となった。「地域公共交通

網形成計画」及び「地域公共交通計画」は 651の計画が作成されている（令和 3年 5月末）。

この数はコミュニティバスを運行する市区町村数の半数以下であり、より多くの都市での

作成が望まれている。 

以上より、一連の法制定、法改正等により、運輸局等公共交通サービス事業の許認可権者

の公的関与は弱まり、地域住民に近い立場の基礎自治体である市町村の公的関与が高まっ

ていることが明らかになった。しかしながら、日本の地方都市で、公共交通サービスが改善

し、利用者が増加しているという事例はごく少数であり、大半の都市の公共交通のサービス

レベルは低いままで、利用者減少の歯止めにはなっていないのが現状である。 
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第３項 MaaS（Mobility as a Service）とサブスクリプション型運賃 
 

近年では、MaaS（Mobility as a Service）が、地域の移動問題の解決策、利便性向上策とし

て期待されている。 

2016 年フィンランドから世界中に広まった MaaS には様々な認識、定義がある。日本で

代表的なものとしては、 

・地域住民や旅行者一人一人のトリップ単位での移動ニーズに対応して、複数の公共交

通やそれ以外の移動サービスを最適に組み合わせて検索・予約・決済等を一括で行うサ

ービスであり、観光や医療等の目的地における交通以外のサービス等との連携により、

移動の利便性向上や地域の課題解決にも資する重要な手段となるもの 5) 

・マイカーという魅力的な移動手段か、それ以上に魅力的なモビリティサービスを提供

し、持続可能な社会を構築していこうという全く新しい価値観やライフスタイルを創

出していく概念 6) 

・地域あるいは都市圏で、あらゆる移動手段のサービスを１つに束ねること 7) 

などがあり、複数の公共交通機関（異なる事業者が運営している場合が多い）を統合する

サービスやその概念と解することができる。またサービスの統合にデジタル技術を使う場

合が一般的である。 

MaaSの特徴の一つに、「サブスクリプション」型運賃（サブスク運賃）がある。 

会計・経営に関する既往研究では、サブスクリプション（subscription）とは、もともと定

期購入という意味であり、伝統的モデルと新しいモデルの２つがあると指摘している。伝統

的なサービスを「定期的な購読、購入、利用が契約されたフロー型ビジネスモデル」と定義

し、例えば新聞や雑誌の定期購読、牛乳やダスキンの定期配達など、これまでもごく当たり

前に存在していたものであると述べている。一方、新しいサービスを「契約に基づく一定の

期間内において、機能、品質、および価格が保証されたサービスを経常的に利用するストッ

ク型ビジネスモデル」と定義し、例として、Netflix などの映像系見放題、Spotify など音楽

聴き放題、Adobe や Microsoftなどのソフトウェアライセンス、フィットネスクラブ、食べ

放題レストランなどを挙げている 8)。 

移動に関するサブスクリプション方式のサービスは、後者に該当する。なぜなら、当該サ

ービスは、鉄道やバスなどを定期的に利用する契約ではなく、一定の期間内において一定エ

リアの鉄道やバスなど（＝機能、品質）を、一定の価格で、乗り放題にする（＝経常的に利

用する）サービスだからである。鉄道・バス等の公共交通分野では、あらかじめ決められた

期間と区間内であれば、何度でも自由に乗車できる「定期乗車券」があり、日本で導入され

たのは 1886（明治 19）年と古くからあるが、上記の分類では新たなサービスに該当するも

のである。 

公共交通のサブスク運賃に関する既往研究では、公共交通を対象としたサブスクリプシ

ョン方式のサービスをサブスクリプション型運賃制度と称し、「一定金額を支払うことで、



  6 

エリア内の公共交通が乗り放題となる運賃制度」と定義 9)している。本研究はこの定義を用

いる。 

2016 年 MaaS Global 社がフィンランドのヘルシンキで提供を開始した世界初の MaaS サ

ービス「Whim（ウィム）10)」は、サブスク運賃の代表事例である。月単位の定額運賃で，

設定されたエリア内の鉄道，路線バス，タクシー等が乗り放題となるサブスク運賃のサービ

スを提供している。MaaS Global社は、「サブスクリプションが常に一番良いソリューション

である」と述べ、その理由に、サービスからの離反低減や上位サービスへ誘導による顧客単

価向上などをあげている 6)。 

上記の理由はビジネスの視点で記述したものであるが、公共交通の利用を促進するとい

う政策的視点で読み替えれば、「離反低減」は「公共交通利用の継続」、「上位サービスへ誘

導」は「より便利な公共交通サービスの利用」を促進することとなり、サブスク運賃は、公

共交通利用の習慣を形成させる強力なツールと言える。 

上述したように、サブスク運賃は、公共交通の利用促進に有効な手段であり、海外では、

MaaSサービスの一部として導入されている他に、環境政策等として国や都市単位で”低廉”

なサブスク運賃を導入しているケースがある。 

例えばベルギーの首都ブリュッセルには、24歳以下の若者は年間 12ユーロで市内公共交

通乗り放題定期券がある。またドイツやオーストリアは期間限定ではあるが、低廉な国内公

共交通乗り放題定期券（ドイツは月 9ユーロ、オーストリアは年間 1,095ユーロ）を導入し

ている。公共交通利用促進の強力なツールであるサブスク運賃が低廉であれば、その公共交

通利用促進効果が高まることは言うまでもない。なお、次章において、これらの事例と本研

究の関係を整理する。 

さて世界中でMaaS や都市内サブスク運賃が普及していく中、日本でも MaaSサービスは

実証実験を中心に検討が進んでいる。日本のMaaS事例の運賃に着目すると、複数交通機関

の決済を統合するサービスや、エリア内の 1日フリーパスを発行するサービスが中心で、月

や年単位のサブスク運賃事例は少ない 11)。 

だからと言って悲観する必要はない。サブスク運賃、つまり「一定金額を支払うことで、

エリア内の公共交通が乗り放題となる運賃」は、MaaSサービスだけが提供しているわけで

はない。MaaSという概念が生まれる以前から、エリア内公共交通乗り放題”定期券”が導入

されており、これもサブスク運賃に該当する。 

特に、前項で記述した日本特有の公共交通市場ゆえに、バス運行を営利事業として成立し、

バス網が発達している都市ではバス会社ごとの自社路線乗り放題定期券が存在する。例え

ば東京都市圏の私鉄系バス会社や東京都営バス、横浜市営バスなどが提供しており、これら

の定期券は、一定のエリア内公共交通乗り放題であり、サブスク運賃である。しかし、日本

の小規模都市ではバス網が発達しておらずエリア内公共交通乗り放題定期券の事例は少な

い状況にある。なお、次章において、事例レビューと本研究の関係を整理する。 
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以上より、サブスク運賃は、公共交通の利用促進、利便性向上策として有効であり、欧州

のように低廉なサブスク運賃を持続的に提供できれば、マイカー依存の地方都市の公共交

通利用促進に有効であろう。一方、日本のMaaS実証実験ではサブスク運賃の検討は少数で

あり、バス会社の自社路線乗り放題定期券も大都市が中心、地方都市におけるサブスク運賃

に関する検討や導入は手薄な状況にある。 

 

第２節 本研究の目的と構成 

 

第１項 本研究の目的 
低廉なサブスク運賃は、地方都市においても効果の高い公共交通利用促進策となること

が期待される。 

しかし、運賃を低廉にする（値下げする）には、運行収入の減少、利用者増加に伴う混雑

や乗り残し、混雑対策経費の増加などのリスクがある。 

運行収入の減少について、ウィーン市は市内鉄道バス乗り放題定期券を年間 365 ユーロ

で 2011年から提供開始し、2012年の収入は 2011年比約 3割減少、その後は収入増加に転

じるが、収入が従前の水準を超えたのは 2017年と 6年要している 12)。 

運賃減収リスクの軽減策についてはサブスク運賃以外で日本国内に先行事例がある。金

沢のバストリガー方式は、バス事業者が減収リスクを負って運賃値下げをしており、リスク

軽減策としてバス事業者と大学の協定で採算ラインを設定し、両者が利用促進に取り組み、

それでも採算ラインを下回った場合に値下げを止める方式を採用している 13）。この事例で

は収入増加よりも、利用者増加に対応するための増便等に要するバス運行経費のほうが大

きくなり、値下げ継続を断念したと報告されている 14）。 

さらに値下げに伴う混雑の事例がある。熊本県では、2019年 9月 14日に県内の公共交通

を 1 日限定終日無料化する交通社会実験を実施したところ、公共交通の利用者が大幅に増

加するとともに、利用者増加によって乗降時間が増加しバスの遅延や乗り残しが発生した

と報告されている 15)。報告書等では言及されていないが、無料化や運賃の値下げを実装す

る場合は、混雑対策（増便）費が必要になるだろう。 

日本の自動車依存が進み路線バスが赤字状態の地方都市において、低廉なサブスク運賃

を導入した場合、上記の都市と同じことが起こるのだろうか、採用する際に、減収リスクを

負う意思決定は何故できたのか、減収リスクの対策はどのように行われたのか、低廉なサブ

スク運賃導入で収支は悪化していないのか、サービスは持続可能なのか、これらの課題に応

えることは、サブスク運賃を含むMaaSサービスの本格導入に際しての重要な知見になると

考えられる。 

そこで本研究は、日本の地方都市の公共交通サービス改善と利用促進に向けて、日本で長

期間実装している低廉なサブスク運賃導入２事例を対象に、導入プロセス分析、利用促進手

法の開発、導入影響把握を行いサービス設計の要点、成立条件、持続条件を明らかにするこ
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とを目的とする。 

なお、導入プロセス分析に関する既往研究 16)では、公共交通サービスの成立可能性を「運

行開始までに至ることが出来る可能性」、持続可能性を「運行開始後、適材適所な地域公共

交通サービスを持続して提供できる可能性」と定義している。 

本研究では、これを援用し、成立条件を「公共交通サービスの提供開始までに至ることが

出来る条件」、持続条件を「提供開始後、交通サービスが持続して提供できる条件」と定義

する。またサービス設計の要点については、成立や持続に対して直接的に大きな影響を及ぼ

すわけではないものの、サービス検討の際には重要であった事項とする。 

本研究は、上記の目標を達成するため、日本で唯一、地方都市において、低廉なエリア内

バス乗り放題定期券を導入し、サービスを継続させている筑波大学（17 年継続）と小山市

（3年継続）の２事例を対象とする。なお、小山市ではバスとタクシーを統合したサブスク

運賃の実証実験を始めている。 

以上より、研究の対象とする低廉なサブスクリプション型運賃（低廉なサブスク運賃）は

「低廉なエリア内公共交通乗り放題定期券」と設定する。なお、定期券とは一定の期間を区

切って発行される乗車券のことであり、本研究では、公共交通利用の習慣形成という観点か

ら、一定の期間を月単位、年単位とし、1日等短期間のフリーパスは対象外とする。 

 

第２項 各章の構成 

 

本研究の構成を示す。本研究では、背景・目的を記述し（１章）、既往研究のレビュー等

を行い本研究の位置づけを整理する（２章）。 

その上で、第一に、研究対象である両事例について、関係者へのヒアリングや文献調査を

行い、導入プロセスを整理し、導入の意思決定は如何に行われたか、その全容、低廉なサブ

スク運賃の提供開始に至るまでのサービスの設計の要点、成立条件を明らかにする（３章）。 

第二に、サブスク運賃の利用者増加のためのモビリティ･マネジメント（以下MM）技術

を用いた利用促進キャンペーンを行い、その効果を検証することで、定期券(サブスク運賃)

購入を促進し、サービスを持続させ得る MM ツールを含むコミュニケーション・プログラ

ムに関する技術を蓄積する（４章）。 

第三に、両事例の運営者から入手した利用者数、運賃収入、アンケート調査等のデータ分

析を行いサブスク運賃が利用者や運営主体に与えた影響を把握することで、低廉なサブス

ク運賃を持続的に提供するためのサービス設計の要点、持続条件を明らかにする（５章）。 

第四に、小山市において、バスとタクシーを統合したサブスク運賃の実証実験、評価を行

い、バスとタクシーの統合サービスの設計の要点とその有効性を明らかにする（６章）。 

最後に、本研究を総括し、今後の課題を記述する（７章）。 
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図 1-5 研究の構成 

 

 

図 1-6 研究の目的と各章の目的の関係 
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第３節 研究対象の特徴 

 

以下に、本研究の対象である、筑波大学と小山市、2事例の都市の特性、交通環境、サブ

スク運賃の概要、特徴を整理する。 

 

第１項 筑波大学キャンパス交通システム 

 
（１）つくば市及び筑波大学の概要と交通環境 

筑波大学のある茨城県つくば市は人口 248,672 人（2022年 4月 1日現在）、面積 284.1 km²、

茨城県第２の都市である。鉄道は、つくばエクスプレス（以下、TX）の駅が 4 つ、延長 12km

敷設されている。市内を走る路線バスは、関東鉄道、関鉄パープルバス、ジェイアールバス

関東バスが運行するバスとつくば市が運営するコミュニティバス・つくバスがある。バス停

数 830 箇所、85 路線、バス路線長 1,302km17)で、利用者数（2019 年度）は路線バスが平日

15,790 人・休日 7,949 人 18)（平日 245日、休日 120日で拡大推計すると年間約 480万人）、

つくバスは年間 99.4 万人 18)、合計で年間約 580 万人である。交通機関分担率は、自動車

63.0％、鉄道 8.6%、バス 2.1％18)となっている。 

筑波大学筑波キャンパスは、つくば市のおおよそ中央に位置しており、南北約 4km・東西

約 1km、面積は 2,577,286m2と広大なキャンパスを有している。 

キャンパス内には、自動車道（ループ）と歩行者・自転車専用道（ペデストリアンデッキ）

が整備されており、歩車分離がなされているのが特徴である。またその構成員は、学生 16,410

人、教職員 4,749 人で合計 21,159 人（2020年度）、つくば市の人口の約 9%を占める地域の

大規模交通発生源であり、日々、構成員は大学内外を移動している。 

学内の移動について、ペデストリアンデッキのおかげで、学生の通学・学内移動の交通手

段は自転車がもっとも一般的である。しかし大学構内において、自転車の混雑問題、駐輪問

題、雨の日の傘差し運転、歩行者と自転車の交通事故の危険性の問題など、様々な問題を抱

えている。また教職員については、大学を囲うようにループや、広大な駐車場が整備されて

いることからも、自動車がもっとも通勤に使われる交通手段である。 

 
（２）筑波大学キャンパス交通システムの概要 

キャンパス交通システムは、筑波大学が学生及び教職員向けに提供するキャンパス内を

走る路線バスに年間何度でも自由に乗り降りができる定期券（図 1-7）を低廉な価格で発行

するシステムである。 

筑波大学がバスの運行事業者である関東鉄道から定期券 6,000枚を 5,000万円（導入当時）

で一括購入し、それを学生・教職員に販売する仕組み「大口特約一括定期」を活用して、低

廉な価格を実現している。一括購入の際に大幅割引され、通常定期券の価格と比較して約 9

割引と安く、大学構成員の運賃負担が軽減される仕組みとなっている。定期券区間は、つく
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ばセンター（つくば駅）〜筑波大学キャンパス内（図 1-8）で、その区間を運行する関東鉄

道の一般路線バス（大学循環）を自由に乗車できるようになっている。 

定期券は、シールを学生証に添付するだけ（図 1-7）で、定期券として使えるとシンプル

な仕組みになっている。定期券の価格は、学生 4,200 円、教職員 8,400 円／年（導入当時、

大学から学生に対して定期券価格の半額補助があり、教職員の半額であった）。その後、大

学の財政負担軽減や消費税に対応し、受益者負担の観点から価格の見直しがなされ、2022年

現在学生・教職員とも 19,000円／年で販売されている（表 1-1）。 

 

 

図 1-7 キャンパス交通システム定期券 

 

 

図 1-8 キャンパス交通システムの定期券区間 
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第２項 小山市コミュニティバス全線定期券「noroca」 

 
（１）小山市の概要と交通環境 

栃木県小山市は人口 166,406 人（2022年 4月 1日現在）、面積 171.6 km²、栃木県第２の都

市である。鉄道は、JRの駅が 3 つ、中でも JR小山駅は東北新幹線・宇都宮線、両毛線、水

戸線が交差している。鉄道敷設延長は 13km である。市内を走る路線バスは、最盛期 1970

年度は年間 1,333万人が利用していたが、2007年度に 15.2万人まで落ち込み、民間路線バ

スが一度撤退している。以来、市が予算を投じて、市内のバス事業者に委託して、コミュニ

ティバス「おーバス」を 14路線運行している（うち、３路線は民間バス会社が自主運行す

る一般乗合バスであるが、コミュニティバスおーバスと名乗っている）。路線網は小山駅等

から放射状に 14路線整備され、郊外はデマンドバスが運行されている（図 1-9）。市内にバ

ス停数 249箇所、14路線、バス路線長 490km14)、利用者数（2021年度）は年間約 84万人で

ある。交通機関分担率は、自動車 68.9％、鉄道 8.0%、バス 0.3％19)となっている。 

 
（２）小山市コミュニティバス全線定期券「noroca」の概要 

小山市コミュニティバス全線定期券「noroca」は、有効期間 6 ヶ月または 12 ヶ月であれ

ば従来の定期券の 7割引の 28,000円/年（表 1-1 学生 25,000円/年、高齢者等 14,000円/年）

と格安でかつ定期区間を小山市内全 14路線にしたバス定期券である。従前、１路線ごとに

販売していた定期券を全線対象にして、さらに値引きして、2019 年 10 月に供用開始した。

当初は紙製の定期券のみであった。2021年 10月からは、無料通信アプリ「LINE（ライン）」

を活用したモバイル定期券を導入している。これは、バスの降車時に、画面に表示したモバ

イル定期券を乗務員が確認するだけで、スクリーンショットなどの偽造を防止するため日

付、時刻が秒単位で画面に表示される工夫が施されている。紙、モバイルともにバス運転手

に見せるだけで市内の路線バスすべてに乗車が可能となるシンプルな仕組みとなっている。

さらに、小山市では noroca の保有者に対して、noroca を提示するだけで、タクシー運賃を

回数無制限で割引する実験を 2020年度、2021年度、2022年度の３回実施している。 
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図 1-9 小山市コミュニティバスおーバス路線図 

 

 

図 1-10 小山市コミュニティバス全線定期券「noroca」 
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表 1-1 研究対象の特徴 

 

 

 

第３項 両事例の相違点、共通点 
 

研究対象の相違点について記述する。筑波大学キャンパス交通システムの定期券は、筑波

大学の学生、教職員しか購入できない。一方で小山市の定期券は、対象を限定せず誰で購入

することができる。また筑波大学の定期券の対象区間は、大学から駅という限られたエリア

であるが、小山市の定期券の対象区間は市内全路線である。つまり、筑波大学の事例からは、

対象が限定された組織、学校、職場単位の更に限定されたエリアで行う公共交通改善の実践

に対して、導入プロセスに関する知見が得られると考える。小山市の事例からは、地方公共

団体が都市単位で行う公共交通改善の実践に対して、導入プロセスに関する知見が得られ

ると考える。 

次に、研究対象の共通点について記述する。筑波大学のあるつくば市及び小山市は、人口

20万人前後の県内２番目の都市であり、東京を通勤先とする人が居住地として選択できる、

首都圏の縁辺部の衛星都市である。交通環境としては、高速鉄道（つくば市は TX、小山市

は東北新幹線・東北本線）があり鉄道の利便性が高く通勤に用いられているが、一方で自動

キャンパス交通システム

2005年8月24日

筑波⼤学

関東鉄道

キャンパス交通システム利⽤証

1年度有効の利用証

学⽣証等にシール貼付

1年度（最⻑12ヶ⽉）
つくば駅〜筑波⼤学構内区間

-

学⽣・教職員 通常 学⽣ ⾼齢者等

6:00〜22:20
※つくば駅発時間

90本/日(平日)：3〜6本/時

1ヶ⽉ - 4,200 3,600 2,100

3ヶ⽉ - 12,000 10,000 6,000

6ヶ⽉ - 15,000 13,000 7,500

12ヶ⽉ 19,000 28,000 25,000 14,000

通常12ヶ⽉定期価格 96,770 95,760 82,080 47,880
通常定期券からの値引割合 80.4% 70.8% 69.5% 70.8%

通常運賃(1回) 170～280円 200円 200円  100円

割引率 90.6% 80.6% 82.6% 80.6%

運行時間
※最も便利な路線・小山駅発時間

6:30〜21:50

運行時間
 57本/日(平日)：2本/時

※最も便利な路線

対象

料

⾦

運⾏事業者 友井タクシー/⼤⼭タクシー/⼩⼭中央観光バス/関東⾃動⾞

定期券名称 おーバスnoroca

定期券の⽅式 紙定期券/モバイル定期券(2021.10~)

サブスク方式 最長12ヶ月の定期券

デジタル化・他モード連携 LINE定期券・タクシー割引実験

定期券有効期間 1ヶ⽉/3ヶ⽉/6ヶ⽉/12ヶ⽉
有効区間 市内全14路線

バスサービス名称 ⼩⼭市コミュニティバス おーバス
サービス開始 2019年10月1日

運営主体 ⼩⼭市
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車の分担率が高く市内の移動は自動車に依存していることなどが共通点である。 

これは大都市圏整備法（首都圏整備法・近畿圏整備法・中部圏開発整備法）が規定する首

都圏、近畿圏、中部圏の縁辺部人口 20 万人規模の都市が有する特徴と言える。このため、

本研究は、特に上記の都市群における低廉なサブスク運賃導入に際して、公共交通の利用促

進効果、自動車利用抑制効果等に関する知見を提供できるものと考えられる。参考に、表 1-

2 に両事例の周辺都市及び小山市の事例に類似するコミュニティバス全線定期券導入都市

の人口、交通分担率、バス利用者をまとめた結果を示す。 

  



  16 

表 1-2 つくば市及び小山市との類似規模都市等における交通分担率等 

都市名 人口 
自動車 

分担率 

鉄道 

分担率 

バス 

分担率 

バス 

年間利用者数 

つくば市 
22.7万 63.0 8.6 2.1 580万 

2015年 
国勢調査 

2018年 
東京都市圏パーソ

ントリップ調査 

2018年 
東京都市圏パーソ

ントリップ調査 

2018年 
東京都市圏パーソ

ントリップ調査 

つくば市地域公共交通

計画（令和 3年(2021 
年)3 月） 

土浦市 
14.1万 68.1 7.6 1.5 414万 

2015年 
国勢調査 

2018年 
東京都市圏パーソ

ントリップ調査 

2018年 
東京都市圏パーソ

ントリップ調査 

2018年 
東京都市圏パーソ

ントリップ調査 

2018年度 
統計つちうら 

日立市 
18.5万 67.2 6.5 2.1 360万 

2015年 
国勢調査 

2001年 
県北臨海（日立）
都市圏パーソント
リップ調査 

2001年 
県北臨海（日立）
都市圏パーソント
リップ調査 

2001年 
県北臨海（日立）
都市圏パーソント
リップ調査 

公共交通の協働・支援

のあり方に関する基本

方針（2014年） 

ひたちなか

市 

15.6万 65.6 10.6 0.8 166万 
2015年 
国勢調査 

2010年 
国勢調査 

2010年 
国勢調査 

2010年 
国勢調査 

2018年度 
統計ひたちなか 

伊勢崎市 
20.9万 77.1 2.6 0.4 88万 

2015年 
国勢調査 

2015年 
群馬県パーソント

リップ調査 

2015年 
群馬県パーソント

リップ調査 

2015年 
群馬県パーソント

リップ調査 

2018年度 
伊勢崎市統計書 

安城市 
(コミュニティバス 
全線定期導入都市) 

18.4万 59.3 14.4 0.9 86万 
2015年 
国勢調査 

2010年 
国勢調査 

2010年 
国勢調査 

2010年 
国勢調査 

2019 年度令和 3 年度第 5
回安城市総合交通会議 

小山市 
(コミュニティバス 
全線定期導入都市) 

16.7万 68.9 8.0 0.3 84万 
2015年 
国勢調査 

2018年 
小山市パーソント

リップ調査 

2018年 
小山市パーソント

リップ調査 

2018年 
小山市パーソント

リップ調査 

2021年実績 

見附市 
(コミュニティバス 
全線定期導入都市) 

4.1万 76.3 7.4 1.8 63万 
2015年 
国勢調査 

2010年 
国勢調査 

2010年 
国勢調査 

2010年 
国勢調査 

2019 年度見附市地域公共

交通計画令和 3 年 3 月 

古河市 
14.1万 70.1 4.7 0.5 56万 

2015年 
国勢調査 

2018年 
東京都市圏パーソ

ントリップ調査 

2018年 
東京都市圏パーソ

ントリップ調査 

2018年 
東京都市圏パーソ

ントリップ調査 

2018年度 
統計古河 

桐生市 
19.9万 78.6 2.3 0.2 40万 

2015年 
国勢調査 

2015年 
群馬県パーソント

リップ調査 

2015年 
群馬県パーソント

リップ調査 

2015年 
群馬県パーソント

リップ調査 

2018年度 
おりひめバス輸送人員

と収入支出 

東浦町 
(コミュニティバス 
全線定期導入都市) 

4.9万 63.3 17.7 0.7 32万 
2015年 
国勢調査 

2010年 
国勢調査 

2010年 
国勢調査 

2010年 
国勢調査 

2020 年度東浦町地域公共

交通計画令和 4 年 3 月 

足利市 
15.0万 78.6 2.3 0.2 19万 

2015年 
国勢調査 

2015年 
群馬県パーソント

リップ調査 

2015年 
群馬県パーソント

リップ調査 

2015年 
群馬県パーソント

リップ調査 

2018年度 
足利市統計書 

（順序は、バス年間利用者数の多い順） 

  



  17 

＜第 1章の参考文献＞ 

1) 国土交通省：令和 3 年度版 国土交通白書, pp. 36-37 ，国土交通省，2021 

2) 国土交通省：コミュニティバスの導入に関するガイドライン, 国土交通省，2009 

3) 「コミュニティバス」https://ja.wikipedia.org/wiki/コミュニティバス，（2022/7/1アクセ

ス） 

4) 中村哲朗：利用者・バス事業者・自治体の三者で支え合う公共交通の試み―武蔵野市

のコミュニティバス「ムーバス」の取組み，交通権 2002(19)，72-91，2002． 

5) 「日本版 MaaSの推進」https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/japanmaas/promotion/，

（2022/7/1アクセス） 

6) 日高洋祐、牧村和彦、井上岳一、井上佳三：『Beyond MaaS 日本から始まる新モビリ

ティ革命 ―移動と都市の未来―』, 日経 BP,2020.  

7) 中村文彦、外山友里絵、牧村和彦：『図解ポケット MaaSがよくわかる本』, 秀和シス

テム,2022.  

8) 谷守正行：サブスクリプションモデルの管理会計研究，専修商学論集，vol.105, pp.99-

113，2017． 

9) 村井藤紀，塩見康博：路線バスを対象としたサブスクリプション型運賃制度の採算性に

おける導入可能性の検討，土木学会論文集 D375 巻 5号，p．I_1177-I_1187，2019． 

10) 「Whim」https://whimapp.com/helsinki/tilaus/，（2022/7/1アクセス） 

11) 「令和 3年度日本版 MaaS 推進・支援事業１２事業について」

https://www.mlit.go.jp/report/press/content/001419406.pdf，（2022/7/1アクセス） 

12) 「上田リバース会議第 3 回「交通まちづくりでリバース（再生）！」 上田リバース

会議～持続可能な上田のつくりかた～ 宇都宮浄人」https://youtu.be/8sKdBTWj8NE

（2022/7/30アクセス） 

13) 「金沢バストリガー方式」

https://www4.city.kanazawa.lg.jp/soshikikarasagasu/kotsuseisakuka/gyomuannai/1/3/4271.html

（2022/7/30アクセス） 

14) 山本慎之介，高山純，中山晶一朗：持続可能な地域交通に向けたバストリガー方式の

有用性に関する研究－金沢バストリガー方式を事例として－，土木計画学研究・講演

集，Vol. 43, pa-per,No. 127, 2011． 

15) 今釜 卓哉, 太田 恒平, 大屋 誠, 溝上 章志：「熊本県内バス・電車無料の日」が交通

とまちに与えた多面的効果，土木学会論文集 D3（土木計画学） 77 巻 1 号 p. 23-

31,2021. 

16) 加藤博和，高須賀大索，福本雅之：地域参画型公共交通サービス供給の成立可能性と

持続可能性に関する実証分析－「生活バスよっかいち」を対象として－，土木学会論

文集 D，Vol．65，No．4，pp．568-582，2009． 

17) 「日本インフラの体力診断 Vol.2（地域公共交通・都市鉄道・下水道）［2022年 7



  18 

月］ 」https://committees.jsce.or.jp/kikaku/system/files/InfraCheckUP202207.pdf

（2022/7/30アクセス） 

18) つくば市地域公共交通計画（令和 3年(2021 年)3 月）

https://www.city.tsukuba.lg.jp/kurashi/kotsu/1014531.html（2022/7/30アクセス） 

19) 2018年小山市パーソントリップ調査結果概要

https://www.city.oyama.tochigi.jp/soshiki/48/211007.html（2022/7/30アクセス） 

 

 

 

  



  19 

第２章 本研究の位置付け 

 
本研究は、日本の地方都市の公共交通サービス改善と利用促進に向けて、日本で長期間実

装している低廉なサブスク運賃導入２事例を対象に、導入プロセス分析、利用促進手法の開

発、導入影響把握を行いサービス設計の要点、成立条件、持続条件を明らかにすることを目

的としている。このため、本章第１節では、公共交通の低廉なサブスク運賃について、考え

方を整理する。そのうえで、本章第２節では、公共交通のサブスク運賃の事例を収集、整理

し、研究対象の特徴を明確にする。本章第３節では、公共交通に関する運賃施策、導入プロ

セス分析、利用促進手法の開発、導入影響把握等に関する既往研究をレビューし、課題と本

研究の位置付けを示す。 

 
第１節 公共交通の低廉なサブスク運賃の考え方 

 
本研究の対象の、”低廉”なサブスク運賃の考え方を整理する。 
まず運賃は何によって決まっているのか、伝統的な運賃論では、運送価値によって決まる

という運送価値説と、運送費用によって決まるとする運送費用説がある。運送価値説は、そ

の輸送サービスにどれだけの価値が認められるかによって運賃水準が決まるという考え方

である。運送費用説は、運賃は輸送に必要な費用に基づいて決まるという考え方である 1）。 
関連して、日本の公共交通に関する法律には、次の条文がある。 

 
鉄道事業法第 16 条第２項「国土交通大臣は、前項（筆者注：運賃及び料金の上限）の認

可をしようとするときは、能率的な経営の下における適正な原価に適正な利潤を加え

たものを超えないものであるかどうかを審査して、これをしなければならない。」 
道路運送法第 9 条第２項「国土交通大臣は、前項（筆者注：旅客の運賃及び料金の上限）

の認可をしようとするときは、能率的な経営の下における適正な原価に適正な利潤を

加えたものを超えないものであるかどうかを審査して、これをしなければならない。」 
 
この条文から、日本の公共交通に関しては運賃の認可が原価（費用）に基づいて行われて

いることがわかる 1）。 
次に、定期券の割引はどのように設定されているのか、一般社団法人日本民営鉄道協会は

歴史を次のようにている。 
 
「運賃が割り引きされる定期乗車券が日本に導入されたのは 1886（明治 19）年のことで

す。初めは旧国鉄の上等・中等（その後１、２等）だけを対象としたもので、運賃の高い上

等・中等の利用者をたくさん集めようと、いわば「販売促進」を目的にしていました。 旅
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客の誘致という点では、その後に導入された民営鉄道も同じでした。新設された郊外電車に

は利用者の絶対数が少なく、乗車回数の多い人の運賃を割引で優遇し、乗客を増やそうとし

たわけです。現在では通勤・通学客の大半が定期券を利用するようになり、一種のシンボル・

カードのような存在にもなっています。 定期券の便利さは「いちいち切符を買わないです

む」、「途中で何回も下車、乗車できる」などです。こうした便利さがある反面、特に地方民

鉄にとっては定期運賃制度が経営圧迫の一因にもなっています。これは、地方民鉄では通学

客が需要の中心を占めているのに対し、通学定期券の割引率が大きく設定されているから

です。 ちなみに、民営鉄道の割引率を見てみると、大手民鉄では通勤が 36％台～45％台、

通学が 66％台～82％台、地方民鉄では通勤が 29％台～53％台、通学が 42％台～81％台と

なっています（2019年：初乗運賃区間・1 か月定期）。」2） 
 
条文及び定期券割引の歴史より、日本の運賃上限は、輸送に必要な原価（費用）に基づき

設定されており、さらに定期券の割引は、鉄道黎明期の利用者が少なかった時代の利用促進

策として実施され、それが現在に続いていることがわかる。 
ここで、割引率について補足する。一般に定期券の割引率は、鉄道やバスのある一定区間

を１か月（30 日）毎日往復（２回）した場合の都度払いの運賃合計と定期券価格との比を

1 から引いた値である。例として小山市のおーバスの定期券を例に割引率を算出する。小山

市のおーバスを１路線使用する人は、片道 200円往復 400円、30日で 12,000円支払うこ

とになる。これに対して 1年定期券を購入した場合の１か月の定期券価格は、2,333円とな
り、割引率は 80.6％となる。一方、同じおーバスの定期券でも、異なる割引率が算出でき

る。この定期券は市内全 14路線が対象であるため、14路線全てを毎日往復した場合の 1日
の運賃は 5,600 円になり、定期券価格 2,333 円から算出される割引率は 98.6%となる。こ

れは極端な例であるが、エリア内公共交通乗り放題定期券（＝サブスク運賃）の割引率は利

用者ごと、または都度払いの料金体系によって、値が異なり一律に割引率を算出、評価する

ことが難しいという課題がある。 
 
以上を踏まえて、 ”低廉”なサブスク運賃とは何かを考察する。低廉とは一般に金額が安

いことである。ではサブスク運賃が低廉であるとはどのような状態か。 
１つ目は、上述した「割引率が高い」が挙げられる。つまり利用者が毎日往復利用した場

合に都度支払う運賃合計から、どれだけ低い価格か。利用者にとっての費用に基づき評価す

る方法である（利用者にとって運送費用に基づく評価方法）。 
２つ目が、「利用者が価格が低いと評価すること」が挙げられる。つまり、利用者が「こ

れくらいなら支払える、支払いたい」と認める価値から、どれだけ低い価格か。利用者にと

っての価値に基づき評価する方法である（利用者にとっての運送価値に基づく評価方法）。 
まず高い割引率について考察する。「割引率が高い」ということは、本来支払うべき運賃

よりも安いという意味を内包しており、公共交通利用者にとって、「お買い得な、コスパが



  21 

良い、お得な」価格になり、定期券の購入に強い動機を与える。では何％の割引率が低廉と

言えるのか。民間鉄道・地方鉄道の割引率の最大が、通勤 53%台、通学が 81%台である 2）。

またバス通勤定期券の割引率については、30%前後の事業者が多く、1 か月当たり約 20往
復しないと元が取れない場合があり 3）、これらを越える割引率は、高い割引率（＝低廉）と

扱って差し支えないと考える。単一区間の定期券についての”低廉”は、「割引率が高い」で

ほとんどが説明できるはずである。 
しかし、サブスク運賃（＝エリア内公共交通乗り放題定期券）には、対象エリアが広く、

対象路線が多くなるほど例外が生じる。極端な例を提示する。例えば日本で 1 日に移動で

きる鉄道移動、旭川駅（北海道）から山川駅（鹿児島県）に要する費用は、55,170円（乗車

券 28,050円 特別料金 27,120円）である。55,170円を 1日の都度払い運賃と仮定し、割

引率 95%をかけた場合の定期券価格は、年間約 100万円である。仮に日本国内公共交通乗

り放題定期券が割引率 95%・年間 100万円で販売されたとして、大半の人は、それを低廉と

評価しないだろう。割引率が高いからといって、直ちに低廉とは言えない例と言える。また

前述したおーバスの例のように、乗り放題の対象となる路線に毎日乗る計算にすれば、ほと

んど全てのサブスク運賃は、割引率が高いという扱いになる。 

 

ここで必要な観点が、２つ目で提示した、「利用者が価格が低いと評価すること」である。

先に提示した「日本国内公共交通乗り放題定期券」は、いくらなら人々に低廉と評価される

だろうか。既往研究では、一人当たり年間約 5万円の負担で全国の地域公共交通が維持でき

る 4）と試算しており、年間 5万円（月約 4,200円）で日本国内全ての公共交通機関が乗り

放題であれば、多くの人は低廉と評価するだろう。ここで重要なのは、価格の絶対値である。

そこで、人々は公共交通のサブスク運賃をいくらなら購入するのかを調査した既往研究の

収集結果を以下に示す。 

前述した「日本国内公共交通乗り放題定期券」の支払意思額受容性の調査では、16,000円

/月で約３割の人が購入する、8,000円/月で 6割超の人が購入する、4000円/月で 8割超の人

が購入すると回答したと報告している 4）。 

栃木県宇都宮市のまちなかの東武鉄道（JR除く）とバスが乗り放題となるMaaSパス無

償提供実証実験によるアンケート調査では、パス価格の許容値の中央値は 5,000円 (本文中

に明記されていないが、実験期間が一ヶ月であったことから、月の金額と思慮) であったと

報告している。被験者は、公共交通の定期券を利用していない 18歳以上で、質問方式は自

由記述方式を採用している 5）。 
滋賀県大津湖南地域の路線バスを対象としたサブスクリプション型運賃制度の実証実験

では、支払意思額の平均は，約 65,250円/年（5,437円/月）であったと報告している。被験

者は大学生で、質問方法は、5,000円刻みの選択式と自由記述方式を併用している 6）。 
愛知県豊田市における定額制 MaaS（バスタクシー乗り放題サービス）の需要調査では、

8,000 円/月の場合、豊田市民の 15.7%が利用意向を示したと報告している。質問方法は、
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8,000円、18,000円、28,000円それぞれの利用意向を質問し回答を得る方式を採用してい

る 7）。 
上記は、異なるサービス（それ故に割引率も異なる）の支払意思額を聞いている研究であ

るが、研究者が回答者に提示した選択肢、回答の平均値・中央値等は 4,000〜8,000円付近
を指していることが多い。 
それぞれの調査被験者は、各人がいつも公共交通にいくら支払っているかを計算し、その

上でサブスク運賃の支払許容額を回答している可能性はある（利用者にとって運送費用に

基づく評価方法）。なお、総務省家計調査の 2021 年度において、１世帯当たりの交通（鉄

道やバス、タクシー、航空運賃等）の１ヶ月の支出額は、全世帯 3,258円、勤労者世帯 4,605
円、単身全世帯 2,429円、単身勤労者世帯 3,373円 8）となっており、上記研究が示す数値

に近い値である。 
一方で、「これくらいの価値がある」と評価して、支払許容額を回答している可能性もあ

る。サブスク運賃（＝エリア内公共交通乗り放題定期券）には「いちいち切符を買わないで

すむ」、「途中で何回も下車、乗車できる」、さらに、「いつも使う路線以外も乗車できる」な

ど都度支払いにはない価値があるからである。それ故、家計調査の結果の交通への支出額と

比較して、支払意志額が何割か高額になっている可能性も考えられる。このことは、サブス

ク運賃のサービスレベルの高低により上下はあるものの、支払意思額は 4,000〜8,000円/月
付近になる可能性を示唆していると言えないだろうか。日本では、通勤定期券を購入する際、

会社が通勤手当として支給している場合が多く、個人負担で高額（長距離の）定期券を購入

することは少ない。このため、個人負担の交通サービスへの支払意思額は、上記の金額 4,000
〜8,000円/月になる可能性は考えられないだろうか。この点、既往研究の中で、宇都宮の実

験（被験者：定期券非利用者）5)、滋賀県大津湖南地域の実験（被験者：定期券非利用者）

6)の対象は、通勤手当を受け取っていない人に限定されており、その支払意思額の平均値、

中央値は、5,000円/月になっている。他既往研究では、厳密に、定期券は個人負担で購入す

るのか、通勤手当で購入するのかを質問で区別していない。このため、定期券の費用負担者

を考慮した公共交通サブスクサービスへの支払意志額に関して更なる研究、調査が待たれ

るところである。 
更に補足すると、本研究で収集した海外のサブスク運賃（後述）の多くは、4,000〜8,000
円/月付近のものであった。このことからもサブスク運賃を提供する際には、4,000〜8,000
円/月が考慮すべき重要な範囲であると考えられる。 

 
以上のことから、本研究では、便宜上、低廉なサブスク運賃を、以下の２つの条件を満た

すエリア内公共交通乗り放題定期券と定義する。 
・割引率が高いこと：鉄道通勤 53%以上、鉄道通学 81%以上、バス 30%以上（一般的な

定期券の割引率を閾値に採用） 
・人々が価格が低いと評価すること（＝支払意志額よりも低いこと）：価格 5,000円未満
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（既往研究 5、6）において、平均値、中央値と報告されているエリア内公共交通乗り放

題定期券への支払意思額を閾値に採用） 
 
なお、上記の定義によると、オーストリアで導入されている国内公共交通乗り放題定期券

Klima Ticket は、年間約 1,095ユーロ 9）（年間約 14.2万円、月約 1.2万円）であるため、低

廉なサブスク運賃には該当しないことになる。この定期券を低廉と考えるか、議論の余地が

あるが、以下のように検討し、本研究では、低廉には該当しないこととする。 

オーストリアの各都市では、3〜4 千円で都市内公共交通乗り放題定期券が提供 10~12）さ

れており、月約 1.2万円の Klima Ticket は、都市間の移動を頻繁にする人向けで、万人向

けの定期券ではないことが推察される。また月約 1.2万円という価格は、日本の既往研究結

果 4~7）を鑑みると、多くの人が購入しようと思う価格ではないと考えられる。例えば、オー

ストリア在住者で、毎日平日（週に５回）近距離移動しかしない人（例えば片道２ユーロし

か利用しない人）にとっては、その移動に要する運賃は年間 1,042ユーロとなり、定期券の

価格よりも低くなる。 

以上より、Klima Ticket は国内全ての公共交通機関が乗り放題となる画期的なサービス

ではあるが、本研究では、低廉なサブスク運賃には該当しないこととする。 

 
 
第２節 公共交通のサブスク運賃の関連概念・サービスの整理 

 

本節では、公共交通のサブスク運賃の事例を収集、整理した上で、本研究で対象とする２

事例の公共交通サービスの特徴を明確にする。 

事例の収集、整理にあたっては、サブスク運賃を対象に前章で提示した２つの視点、

[1]MaaSサービスの一部として提供しているもの、[2]定期券として提供しているものに分類

する。 

MaaSについては、複数の交通機関を統合し、かつサブスク運賃（一定のエリア内の公共

交通を 1 カ月以上の期間、定額で乗り放題にする運賃）を導入している事例を取り上げる。 

定期券については、研究対象を前節で整理した「低廉」であるか否かを区別する。サービ

ス提供主体の観点からは、[1]民間企業、[2]公共団体、[3]大学に分類する。それぞれの観点

を行・列に配置したマトリックス表を表 2-1に、運賃等の詳細を表 2-2に示す。なお、日本

国内外に、MaaS及び定期券の事例は数多くあることから、悉皆調査は困難であり、本研究

では、マトリックスごとの代表事例の収集に努める。 
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表 2-1 公共交通のサブスク運賃の関連サービスの整理 

 

※表中の灰字の事例は、表で示す定義（MaaS:複数の交通機関を統合かつサブスク運賃導入）

の条件を満たしていない類似事例であり、参考に掲載している。 

 

  

形態
主体

[1]MaaS
:複数交通⼿段統合
かつ(⽉単位)サブスク運賃導⼊

[2]定期券 エリア内の対象交通機関が乗り放題

低廉 (⾼割引率＆5,000円/⽉未満)

[1]
⺠間
企業

[2]
公共
団体

[3]⼤学

三井不動産(&MOVE)

WILLER(mobi)

湯沢町(yuûmo)
※1回の実証実験で終了

静岡市(しずおかMaaS)

前橋市(MaeMaaS)

芬ﾍﾙｼﾝｷ(whim)

米ロサンゼルス
(GoLA)

独ベルリン
(Jelbi) ﾄﾞｲﾂ

(国内鉄道バス全線)

佐賀市/宇部市/長崎県
（公営バス全線）※属性限定付

安城市/見附市/東浦町
（ｺﾐｭﾆﾃｨﾊﾞｽ全線）

※市内に他の民間バス有

札幌市/東京都/福岡市
(公営鉄道全線)

民間バス(自社バス全線)

墺ｳｨｰﾝ/ｸﾞﾗｰﾂ/ﾘﾝﾂ
芬ﾀﾝﾍﾟﾚ
(市内鉄道バス全線)

大阪M/広島/富山
(自社鉄道バス全線)

米ﾜｼﾝﾄﾝ大
(市内鉄道バス全線)

筑波大
(駅〜キャンパスバス)

小山市(noroca) 小山市(市内バス全線)

鉄道

路線バス

デマンドバス

タクシー

シェアサイクル

カーシェア

＜凡例＞

富山：免許返納者限定
(自社鉄道バス全線) 東京M(自社鉄道全線)

東京都/横浜市/名古屋
市/伊丹市/北九州市
(公営バス全線)

名古屋市/京都市
(公営鉄道バス全線)

仙台市/鹿児島市
(公営鉄道バス全線 ※条件付き)

⼈⼝30万⼈未満都市

小田急：通学限定
(自社バス全線)

芬ﾄｩﾙｸ
(市内バス全線)

英ｲｰｽﾄｱﾝｸﾞﾘｱ大
(市内バス全線)

/英ﾌﾞﾙｯｸｽ大

月単位サブスクは無い

ｵｰｽﾄﾘｱ
(国内鉄道バス全線)

瑞ﾊﾞｰｾﾞﾙ/独ﾌﾗｲﾌﾞﾙｸﾞ
(市内鉄道バス全線)
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表 2-2 収集した公共交通のサブスク運賃事例の概要 

 

 

  

最⻑料⾦ 左記期間 ⽉換算 鉄道 バス タクシー

ヘルシンキ市 63 Whim 8,489 1 8,489 ● ● ○ 1ユーロ130円換算

東京都 ー &MOVE 9,900 1 9,900 平⽇シェアサイクル・カーシェア

京丹後市 5 mobi 5,000 1 5,000 ● ＊ デマンドバス

湯沢町 1 yuûmo（社会実験） 3,000 1 3,000 ● ○ タクシーは別売、回数チケット

静岡市 70 しずおかMaaS（社会実験） 2,000 1 2,000 ● ＊ デマンドバス

⼤阪市 269 Osaka Metro 90,600 6 15,100 ● ● ＊

広島市 119 広島電鉄 108,000 6 18,000 ● ● ＊

富⼭市 42 富⼭地⽅鉄道 77,200 6 12,867 ● ● ＊

富⼭市 42 富⼭地⽅鉄道 62,500 12 5,208 ● ● ＊ 免許返納者

東京都 ー ⼩⽥急バス 65,000 12 5,417 ● ＊ 通学

東京都 ー 東急バス 53,190 6 8,865 ● ＊

東京都 ー 京王バス 89,370 6 14,895 ● ＊

東京都 ー 関東バス 106,930 6 17,822 ● ＊

福岡市 154 ⻄鉄バス 132,680 12 11,057 ● ＊

東京都 ー 東京メトロ 93,420 6 15,570 ● ＊

バーゼル市 18 都市圏全線 104,000 12 8,667 ● ● 1スイスフラン130円換算

フライブルク市 23 都市圏全線 87,360 12 7,280 ● ● 1ユーロ130円換算

ドイツ ー 国内全線 1,170 1 1,170 ● ● 期間限定

オーストリア ー 国内全線 142,350 12 11,863 ● ● 1ユーロ130円換算

ウィーン市 190 都市内全線 47,450 12 3,954 ● ● 1ユーロ130円換算

グラーツ市 28 都市内全線 40,950 12 3,413 ● ● 1ユーロ130円換算

リンツ市 20 都市内全線 37,050 12 3,088 ● ● 1ユーロ130円換算

タンペレ市 23 都市内全線( ゾーン制) 51,350 12 4,279 ● ● 1ユーロ130円換算

トゥルク市 19 都市内全線 69,550 12 5,796 ● 1ユーロ130円換算

⼩⼭市 17 コミュニティバス 28,000 12 2,333 ● ○ 市内⺠間バス乗⾞可
佐賀市 24 佐賀市交通局 18,000 6 3,000 ● ＊ 中学⽣、⾼校⽣

宇部市 17 宇部市交通局 26,000 6 4,333 ● ＊ 通学

⻑崎県 ー ⻑崎県営バス 27,800 6 4,633 ● ＊ 65歳以上

安城市 18 コミュニティバス 1,000 1 1,000 ● ＊

⾒附市 4 コミュニティバス 12,000 3 4,000 ● ＊

東浦町 5 コミュニティバス 2,000 1 2,000 ● ＊

仙台市 108 仙台市交通局 73,980 6 12,330 ● ● ＊ 通学

名古屋市 230 名古屋市交通局 102,450 6 17,075 ● ● ＊

名古屋市 230 名古屋市交通局 56,010 6 9,335 ● ● ＊ 通学

京都市 148 京都市交通局 102,760 6 17,127 ● ● 均⼀運賃区間内⺠間バス乗⾞可

⿅児島市 60 ⿅児島市交通局 41,900 3 13,967 ● ● ＊ 市電はバス路線並⾏区間のみ

東京都 ー 東京都交通局 83,650 3 27,883 ● ＊

福岡市 154 福岡市交通局 67,880 6 11,313 ● ＊

福岡市 154 福岡市交通局 39,640 6 6,607 ● ＊ 通学

東京都 ー 東京都交通局 51,030 6 8,505 ● ＊

横浜市 373 横浜市交通局 53,460 6 8,910 ● ＊

名古屋市 230 名古屋市交通局 50,330 6 8,388 ● ＊

伊丹市 20 伊丹市交通局 8,700 1 8,700 ● ＊

北九州市 96 北九州市交通局 21,460 1 21,460 ● ＊

つくば市 25 筑波⼤学 19,000 12 1,583 ● ＊ 駅〜⼤学エリア
オックスフォード市 15 オックスフォード・ブルックス⼤学 39,200 12 3,267 ● ＊ 1ポンド160円換算

シアトル市 74 ワシントン州⽴⼤学 0 3 0 ● ● Service & Activities Feeに含まれる

シアトル市 74 ワシントン州⽴⼤学(Opt-In) 19,500 3 6,500 ● ● 1ドル130円換算

ノリッジ市 17 イーストアングリア⼤学 41,600 12 3,467 ● 1ポンド160円換算

⾃社線

のみ
注釈

MaaS

全

線

定

期

券

⺠

営

海

外

公

営

⼤

学

国・地域
⼈⼝

万⼈
企業名等

料⾦（円） ●乗り放題 ○割引
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第１項 民間企業が提供する MaaS サービス 
 

民間企業が、補助金等の税金を用いずに、営利事業として成立させ、サブスク運賃を提供

しているMaaSサービスの代表例を取り上げる。 

民間企業が提供するMaaSサービスの代表事例は、第１章でも取り上げた、ヘルシンキの

「Whim（ウィム）13)」である。月単位の定額運賃で、設定されたエリア内の鉄道、路線バ

ス、タクシー等が乗り放題となる他、シェアサイクルやカーシェアを割引料金で利用できる。

かつては「Whim Unlimited」という、月 499ユーロで、ヘルシンキ市内の公共交通機関が乗

り放題になり、タクシーも 5m・月 80 回まで無料、レンタカー無料、シェアサイクル 30分

無料のサブスク運賃を提供していた。2022年 8月現在は、月 65.3ユーロで、ヘルシンキ市

内の公共交通機関が乗り放題になり、タクシーが回数無制限で最大 35%割引、レンタカー

割引、月 1 回シェアサイクル・シェア電動キックボードが無料というサービスを提供してい

る。ヘルシンキの「Whim（ウィム）」はユーザーの利用状況、ニーズに合わせてサービス、

運賃を頻繁に変更していることも特徴である。 

日本において、民間企業が提供するMaaSサービスの代表事例に、三井不動産が提供する

「&MOVE14)」がある。商業施設利用者、ホテル利用者、マンション居住者などにシェアサ

イクル、カーシェア、タクシー、シェアードシャトルバスを組み合わせたサービスを提供し

ている。サブスク運賃としては、マンション居住者に対して平日カーシェア・シェアサイク

ル乗り放題のサービスを月 9,900円で提供している。 

上記以外に、サブスク運賃を導入している事例に、WILLERが提供する「mobi（モビ）15)」

がある。しかし、mobi は AI デマンドバスの提供のみであり、複数の交通機関を統合してい

ない。サブスク運賃は、30日間 5,000円で一定のエリア内を運行する AI デマンドバスを乗

り放題にしている。2022 年 8 月現在、東京都豊島区、愛知県名古屋市、大阪府大阪市、京

都府京丹後市でサービスが提供されている。 

上記の他、日本のMaaSには、トヨタ自動車、小田急電鉄、JR東日本、JR西日本など様々

あるが、これらのサービスにサブスク運賃は導入されていないため、本研究では取り上げな

い。 

 

第２項 公共団体が提供する MaaS サービス 
 

公共団体が提供するMaaSサービスの中で、複数の交通機関を統合し、かつサブスク運賃

を導入している事例は少ない。日本では、筆者の知る限り、2022 年 8 月時点において、研

究対象の栃木県小山市に加えて、新潟県湯沢町のみである。海外の公共団体が提供するMaaS

の事例においても、サブスク運賃を提供しているものは確認できなかった。以下、小山市と

湯沢町のMaaSサービスの概要を記述する。 

小山市は、市内のバスが乗り放題になり、タクシーが回数無制限で最大 50%割引（上限
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1000円）になるサブスク運賃を 4,200円/月〜28,000円/年（2,333円/月）で提供している。

なおタクシーの割引は 2021年 1〜2月、2021年 11月〜2022年 2月、2022年 11月〜2023年

2月の三度の実証実験で提供されたものである。また同サービスは、モバイル定期券を提示

するだけでタクシー運賃が割り引かれる単純な仕様となっており、配車、決済がデジタルで

処理されているわけではない。この点、デジタル処理へ移行し、ヘルシンキ「whim」のよう

なサービスになることが期待される。 

湯沢町は、新潟県、湯沢町観光まちづくり機構を加えた３者で「湯沢版 MaaS 推進協議会」

を組織し、MaaSサービス「yuûmo（ユーモ）16)」を 2021年 7〜9月の約 3 カ月間提供して

いた。「yuûmo」は、越後湯沢駅周辺のエリアを運行する一般乗合バスとホテル送迎バスが

乗り放題となる定額チケットを月 3,000円で提供するサービスである。これに加えて、タク

シー運賃の定額券も発行しており、有効期限 1 カ月の 12 回券を 8,000円で提供している。

また「yuûmo」は、紙のチケットを採用しており、デジタル技術を活用するまでには至って

いない。 

上記の他、日本で地方公共団体が提供するMaaSの代表事例として、静岡市の「しずおか

MaaS17)」、前橋市の「MaeMaaS18)」などがある。「しずおか MaaS」は、サブスク運賃（28日

2,000 円）を提供しているが、オンデマンドバスのみを対象とする mobi と類似するサービ

スとなっている。「MaeMaaS」は複数交通機関を統合しているが、サブスク運賃を導入して

いない。 

海外においても、公共団体が提供するMaaSサービスは存在する。日本で知られている公

共団体が提供するMaaS代表事例は、ドイツ・ベルリンが提供する「Jelbi19)」、アメリカ・米

ロサンゼルスが提供する「GoLA20)」などがある。いずれも「whim」のように、鉄道、バス、

タクシー、シェアサイクル、カーシェアを統合したサービスとなっているが、サブスク運賃

の提供は確認できなかった。 

 
第３項 民間企業が提供する自社路線乗り放題定期券 

 

第１章で記述した通り、日本特有の公共交通市場が生み出した、独自のサブスク運賃、自

社路線乗り放題定期券が存在する。 

本項では、民間企業が提供する自社路線乗り放題定期券を取り上げる。まず日本の代表的

公共交通機関である鉄道、バスの両方を対象とする自社路線乗り放題定期券の事例の数は

少なく、大阪、広島、富山に存在する。多くの私鉄は、傘下にバス会社を置いているが、鉄

道、バスの両方を対象とする自社路線乗り放題定期券は導入していない。 

導入具体事例として、大阪では、Osaka Metroの鉄道と大阪シティバスが全線乗り放題と

なる共通全線定期券（90,600円/6 か月）21)、広島では、広島電鉄の市内電車・バス全線定期

券（通勤:10,8000円/6ヶ月・通学: 96,000円/6ヶ月）22)、富山では、富山地方鉄道の市電・

バス全線フリー定期券（通勤:77,200円/3ヶ月・通学: 43,300円/3学期）23)がある。さらに、
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富山では免許返納者限定で、市電・バス全線フリー定期券「いきいきパス」24)を 62,500円/

年で販売している。 

次に、バスのみを対象とした自社路線乗り放題定期券の事例を取り上げる。多くの大手バ

ス会社で自社路線乗り放題定期券を販売しており、小田急バスの通学年度定期券（通学限

定:65,000円/年）25)、東急バスの東急バス全線定期券（通勤:53,190円/6ヶ月・通学: 40,610円

/6ヶ月）26)、京王バスのモットクパス（通勤:89,370円/6ヶ月、通学:70,040円/6ヶ月）27)、

関東バスの IC全線定期券（通勤: 106,930円/年・通学: 42,750円/6ヶ月）28)などがある。関

東地方以外では、例えば西鉄バスの福岡・小倉・黒崎の各都心のバスを乗り放題にする都心

フリー定期券（通勤:132,680円/年・通学: 97,980円/年 ※福岡都心運賃）29)がある。 

最後に鉄道のみを対象とした自社路線乗り放題定期券の事例を取り上げる。鉄道会社の

全線定期券は数が少なく、筆者の調査した限り、東京メトロの全線定期券（93,420 円/6 か

月）30)のみであった。 

民間企業が提供する自社路線乗り放題定期券は、小田急の通学限定、富山の免許返納者限

定いきいきパスを除き、いずれの事例も月当たり 1万円弱〜2万円強と低廉ではない価格で

ある（表 2-2）。 

 

第４項 公共団体が提供するエリア内公共交通乗り放題定期券 

 

本項では、公共団体が提供するエリア内公共交通乗り放題定期券を取り上げる。 

まず海外で政府を含む公共団体が政策的に導入しているエリア内公共交通乗り放題定期

券の事例を取り上げる。中には本研究で定義する”低廉な”価格の定期券も存在する。 

古くは 1984 年に作られたスイス・バーゼルの環境保護定期券「U-Abo（Umweltschutz-

Abonnements）」がある。価格は 1991年 3月時点で月 43スイスフラン 31)、2022年現在は月

80 スイスフラン（年間 800 スイスフラン）32)で提供されており、バーゼルを中心とした都

市圏の路面電車、バス、トロリーバス、国鉄等が乗り放題となる。1984 年の導入からわず

か数年で収入が 25%以上上昇したという報告 33)もあり、ヨーロッパ各都市で同様の定期券

の導入が行われるきっかけとなったと言われている 31)。 

また同時期の 1984年には、ドイツ・フライブルグ市の「レギオカルテ（地域環境定期券）」

が導入されている。当初は、市内を対象にしていたが、1991 年に、地域定期券システムが

導入され、2022年現在は月 66ユーロ、予約や年間購入の場合は月 56ユーロで、フライブ

ルク市とその周辺 2,200 平方キロメートルのほぼすべての公共交通機関が乗り放題となっ

ている 34)。 

近年では、多くの国、地域において気候変動対策のために、エリア内公共交通乗り放題

定期券を導入している。例えば、ドイツでは、長距離列車を除く国内公共交通乗り放題定

期券を 1ヶ月 9ユーロ、2022年 6月から 8月の期間限定で販売している 35)。オーストリア

では、長距離列車から普通電車、地下鉄やトラム、バスなどの国内公共交通乗り放題定期
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券（気候チケット Klima Ticket）を年間約 1,095ユーロで 2021年 10月から販売している

9)。またオーストリアでは、2011年からウィーン市の市内鉄道バス乗り放題定期券を年間

365ユーロで販売している 10)。加えて、第二の都市グラーツでは年間 315ユーロ 11)、第三

の都市リンツでは年間 285ユーロ（居住者限定）12)で、市内鉄道バス乗り放題定期券を販

売している。 

MaaS発祥の国フィンランドの第二の都市タンペレでは、市内鉄道バス乗り放題定期券を

年間 395 ユーロ 36)で、第三の都市トゥルクでは、市内バス乗り放題定期券を年間 535 ユー

ロ 37)で提供している。 

 

次に、日本の公共団体が導入している低廉なエリア内公共交通乗り放題定期券の事例を

取り上げる。小山市は、市内バス乗り放題定期券を年間 28,000 円で販売している。小山市

の特徴は、市が運行委託するコミュニティバス 11路線に加えて、民間バス会社が自主運行

する一般乗合バス 3路線も乗り放題の対象になっていることである。 

他の都市のエリア内公共交通乗り放題定期券は、交通局公営バスや市コミュニティバス

のみを対象としており、都市内の他の民間路線バスを対象としていないことが多い。筆者の

調査した限り、複数の運営主体が運行するバスを対象とするエリア内公共交通乗り放題定

期券を導入している都市は小山市以外では、京都市（後述）のみであった。 

交通局等の販売する低廉なエリア内公共交通乗り放題定期券の具体事例としては、佐賀

市交通局市営バスの全線定期券（通学: 18,000円/6ヶ月 ※中学生、高校生限定）38)、宇部市

交通局市営バスの通学フリー定期券（通学: 26,000円/6ヶ月）39)、長崎県営バスのプラチナ

パス 65（65歳以上: 27,800円/6ヶ月）40)がある。また市のコミュニティバスでは、安城市あ

んくるバスの定期券（1,000円/1ヶ月）41)、見附市コミュニティバスの乗り放題パスポート

（大人：12,000円/3 か月、子ども：6,000円/3 か月）42)、東浦町運行バスの定期券（2,000円

/1ヶ月）43)がある。 

 

本項の最後に、各都市の交通局が提供する低廉ではないエリア内公共交通乗り放題定期

券の事例を取り上げる。交通局の公共交通はすべての事業体のホームページを確認し、エリ

ア内公共交通乗り放題定期券の有無を確認した。確認の結果、大別すると、鉄道とバスどち

らも対象の定期券、鉄道とバスそれぞれのみ対象の定期券があった。また鉄道とバスの両方

を運営しているからといって鉄道・バス両方を対象とした定期券を導入していない交通局

（例えば東京都など）もある。 

鉄道、バスの両方を対象とする定期券は、仙台市交通局の市バス・地下鉄フリーパス（通

学:73,980 円/6 ヶ月）44)、名古屋市交通局のバス・地下鉄全線定期券（通勤:102,450 円/6 ヶ

月・通学: 56,010円/6ヶ月）45)、京都市交通局の市バス・地下鉄共通全線定期券（通勤: 102,760

円/6ヶ月）46)、鹿児島市交通局の市バス全線定期券（41,900円/3ヶ月 ※厳密な全線ではな

く、バス路線と区間が並行している市電に乗車可）47)の４事例がある。なお、京都の事例は、
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均一運賃区間内のみであるが他社線である京都バス，西日本 JRバスも乗り放題になり、小

山の事例と類似している。 

鉄道のみを対象とした全線定期券は、札幌市交通局の地下鉄全線定期券（59,850 円/3 ヶ

月）48)、東京都交通局の地下鉄全線定期券（83,650円/3ヶ月） 49)、福岡市交通局のちかパス

（通勤: 67,880円/6ヶ月・通学: 39,640円/6ヶ月）50)の３事例がある。 

バスのみを対象とした全線定期券は、東京都交通局のフリーカード（通勤: 51,030円/6ヶ

月・通学: 40,820 円/6 ヶ月）51)、横浜市交通局の市営バス全線定期券（通勤: 53,460 円/6 ヶ

月・通学: 37,370円/6ヶ月）52)、名古屋市交通局のバス全線定期券（通勤: 50,330円/6ヶ月・

通学: 29,160円/6ヶ月）53)、伊丹市交通局の PiTaPa１ヵ月乗り放題（通勤: 8,700円/1ヶ月・

通学: 7,460円/1ヶ月）54)、北九州市交通局の全線フリー定期券（21,460円/1ヶ月）55)がある。 

 

第５項 大学が提供するエリア内乗り放題定期券 

 
本項では、大学が大学構成員向けに提供する定期券サービスを取り上げる。研究対象の筑

波大学は、学生及び教職員に、市中心部（つくば駅）から大学を結ぶバス路線 2路線を乗り

放題にする定期券を年間 19,000円で提供している。 

筑波大学のバスサービスの類似事例は日本では存在は確認できなかったが、海外にはい

くつか存在が確認できた。 

イギリスのオックスフォード市にあるオックスフォード・ブルックス大学は、学生に、市

中心部（オックスフォード駅）から大学を結ぶバス 2路線を乗り放題にする定期券「Inclusive 

travel pass」を年間 245ポンドで提供している 56)。 

またバス路線を限定せずに、都市内の公共交通をすべて乗り放題にする定期券を提供す

る大学も存在する。 

アメリカのシアトル市にあるワシントン州立大学は、学生及び教職員に、地域のバス、通

勤電車、ライト レール、水上タクシーを乗り放題にする定期券「U-PASS」を提供している。

授業料（Service & Activities Fee）を支払っている学生と大学が給与を支払ったすべての人に

U-PASS は無料で提供されている。また授業料（Service & Activities Fee）を支払っていない

学生は４半期ごとに 150 ドルでオプトイン U-PASSを購入することができる 57)。 

イギリスのノリッジ市にあるイーストアングリア大学は、学生に、市内および周辺のバス

路線を乗り放題にする定期券 UEA Annual Norwichを年間 260ポンドで提供している 58)。 

なお、日本において、駅などからキャンパスを結ぶ無料スクールバスを運行する大学は数

多く存在するが、本研究では取り扱わない。 

 
第６項 本研究で対象とする公共交通サービスの特徴 

 
本項では、上記の事例整理を踏まえて、研究対象の筑波大学、小山市２事例の公共交通サ
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ービスの特徴を明確にする。 

 

事例調査の結果、明らかになった１点目として、民間企業が提供するサブスク運賃は、日

本の国内外ほぼ全ての事例が低廉ではないことをあげる。また日本の地方公共団体交通局

のサブスク運賃についてもほぼ全ての事例が低廉ではなかった。例外として、学生向け、高

齢者向けに低廉な価格設定のエリア内公共交通乗り放題定期券が少数存在した。低廉なサ

ブスク運賃がなかった理由としては、民間企業（交通局含む）は営利を目的とした団体であ

り収入減少が懸念される運賃の値下げを避けていることが考えられる。 

この点、研究対象２事例は、公共交通サービスの運営主体が公的機関であり、サブスク運

賃の価格が「低廉」であることが特徴と言える。 

 

２点目として、海外には、複数の公共交通が乗り放題になる都市単位のサブスク運賃が存

在するが、日本には、ほぼ存在しないことをあげる。これは、日本では、１つの都市に交通

事業者が複数いることが多く、鉄道は JRと A 鉄道、バスは B自動車と Cバス、タクシー

は D〜Gタクシーなど、それぞれの交通機関をそれぞれの交通事業者が運営し、かつ１種類

の交通機関に複数事業者が存在する場合は珍しくない。そのため、サブスク運賃の価格設定

や収受した運賃配分に関する事業者間調整は難しく、複数の公共交通機関を対象としたサ

ブスク運賃が実現に至っていないと推察する。いくつかの都市では、低廉な価格でコミュニ

ティバスの全線定期券を提供しているが、同都市内を運行している民間企業が運営するバ

スは対象となっていない状況にあった。 

この点、研究対象２事例は、エリア内の全ての路線バスを対象にしたサブスク運賃を提供

していることが特徴と言える。 

筑波大学の事例については市中心部（つくば駅）から大学までのエリアのバス事業者は関

東鉄道しかいないためエリア内の全ての路線バスを対象にすることが可能となっている。 

小山市の事例は、民間企業が自主運行するバスを含む都市内全 14路線が乗り放題のサブ

スク運賃を提供しており、さらに実証実験ながら市内にある全てのタクシー会社のタクシ

ー運賃が割引になるサービスも提供している。これは後述するが市が主体となってサービ

ス設計を行い、減収リスクを引き受けて費用負担を行っている結果である。 

一方、筑波大学の事例は、ワシントン州立大学、イーストアングリア大学のようにサブス

ク運賃の対象路線を都市内に拡充する余地を残している。 

 

３点目として、MaaSサービスにおいて、ヘルシンキの「Whim（ウィム）」と同様の複数

種類の交通機関が乗り放題になるサブスク運賃の事例は少数であり、日本には存在しない

ことをあげる。「Whim（ウィム）」を運営するMaaS Global社は、「自家用車なしでも良い暮

らしができるというのがMaaSの成功条件である」59)とており、筆者は都市内の交通機関全

てが乗り放題になるサブスク運賃導入がその条件の１つと考える。 
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この点、小山市の事例は、都市内の全ての路線バスを対象としたサブスク運賃を提供して

おり、タクシー運賃の割引を行っているため、上記の条件に最も近い事例と言える。 

一方で、両事例とも、都市内に鉄道路線があるため、サブスク運賃の対象を鉄道に拡充す

る余地を残している。 

 

以上まとめると、研究対象２事例は、日本には類例がなく、欧米に類似事例のある、公的

機関が運営主体のバスの低廉なサブスク運賃を導入していることが特徴である。 
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第３節 関連する既往研究のレビュー 

 
本節では、本研究各章に関連する既往研究をレビューして、課題と本研究の位置付けを記

述する。具体的には、公共交通に関する運賃施策に関する研究（研究全体、５章、６章）、

タクシー割引に関する研究（６章）、導入プロセス分析に関する研究（３章）、利用促進手法

の開発に関する研究（４章）、導入影響把握等に関する研究（５章）をレビューする。 

 
第１項 公共交通の運賃施策に関する既往研究 

 

公共交通の運賃割引や無料化施策による効果を示した論文は多くあり、利用者数の増加

効果 60、61)や自家用車から公共交通への移行を促す効果 62)だけでなく、歩行量の増加 63)、中

心市街地訪問頻度増加 64)などの効果が示されている。 

特にアメリカの大学の例で、大学生は公共交通を無料で利用できるように、公共交通機

関と契約して、公共交通利用者数増加、大学の駐車場需要の減少、学生の登校者数増加、

学生の通学費の削減、公共交通の 1 人当たりの輸送コスト削減効果が確認されている 64)。 

また日本では、堺市の路面電車が公的資金を受けて 33%の運賃値下げで利用者 13%増加

を達成した例 53)がある。 

さらに近年では、サブスク運賃の研究が始まっており、実証実験 5、6、65、66)、評価手法の

検討 67）、運賃制度の検討 7、69）に関する研究がある。特に小山市の事例と類似するバスと

タクシーのサービス統合について、短期間の運賃無料実証実験ではあるが、バスとタクシ

ーを融合した新しい公共交通サービスの提供を行なった研究 61)も存在する。 

上記の通り、公共交通の運賃施策に関する既往研究は、公共交通の利用促進政策による利

用者数の増加やモーダルシフトを促進する効果に焦点を当てている研究や、実証実験の研

究が主だったものであり、施策によるコストに言及した論文は少なく、交通機関の経営・収

支についても、バスの経営や収支に関する研究 70、71）はあるが、公共交通の運賃施策自体が

経営・収支に与える影響を実証的に把握している研究は少ない。 

 

第２項 タクシーの割引に関する既往研究 

 

日本におけるタクシーの割引に関する研究は、主に過疎地域、交通空白地域が存在する地

域、人口密度の低い地域を対象に行われている。 

北海道当別町で実施された 300 円タクシー定額サービス実証実験の効果分析では、デマ

ンドバスよりも利用者の満足度が高いこと、１運行あたりの補助費用が低いことなどを明

らかにしている 72)。 

また秋田市で行われた高齢者対象 SP 調査では、月額制タクシー定期券を 2万円/月で販売

した場合、25.8%の高齢者が購入意向をもつことが推計されている 73)。同じく秋田市の SP
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調査において、タクシー運賃が 5割引になった場合、タクシーの利用頻度が高まり、収支は

黒字になることを明らかにしている 74)。 

過疎地域におけるタクシー補助制度の実態把握を試みた研究 75)もある。この研究は複数

の都市を対象に実態調査を行い、補助制度について、高齢者を対象とした高齢型、障害者等

を対象とした福祉型、高齢者と障害者等の両方を対象とした統合型に分類し、福祉型の方が

市町村からの 1 人当たりの補助額が大きいことを明らかにしている 75)。 

 

第３項 コミュニティバスに関する既往研究 

 
1990年代から全国各地で、規制緩和によって撤退した民間バス路線跡の交通空白地域・

不便地域の解消等を図るためコミュニティバスの導入が進んだ。以降、地方公共団体によ

るバス運営の在り方について、コミュニティバスに関する多くの研究が行われている。そ

の研究は、計画・導入プロセスの調査分析 76〜81)、運営状況の都市間比較 82〜86)、利用者の

実態把握 71,87〜90)、ルート計画 91〜93)、需要予測 94〜96)、運賃設定 97、98)、利用促進手法の開

発 99〜101)、導入効果分析・評価 102〜109)、に分類できる。また 2008年にはコミュニティバス

事業の総括の試み 110)もなされている。この総括では、コミュニティバスは目的が曖昧なま

ま、為政者や行政の存在証明のためのみに実施されている事例が少なくなく、際限の無い

公的資金の支出や公的資金の効果発現の低迷を招いていると指摘している 110)。この点、本

研究が対象とする公的機関が提供するサブスク運賃も同じ状況に陥らないよう留意する必

要があるだろう。 

また上記の総括以外の研究は、一つのバス事例を対象に行われたものであり、導入から

効果分析、長期間の評価を行う研究はなく、導入時は好事例であっても、サービスが継続

したのか、継続に際して課題はあったのか、サービスに変更はあったのか、明らかにされ

ていない点も課題である。 

 

第４項 公共交通サービス導入プロセスに関する既往研究 

 

公共交通サービスの導入プロセスに関する研究としては、鉄道を対象とした研究の存在

は確認できず、バスに関するものがある。具体的には、コミュティバスの代表事例である武

蔵野市のムーバス 77)、限界集落のバス 111)、地域参画型バス 112,113)、鉄道廃止代替バス 114)を

対象としたものがある。サービス内容や地域課題が先進的、特徴的である点に共通点があり、

研究対象として学術的価値を有する必要条件と考えられる。 

また上記の既往研究は、導入プロセス分析には、[1]主要な出来事の時系列整理、[2]主体

ごとの役割の整理、[3]サービスの検討過程の記述、を実施しているという共通点があり、本

研究の導入プロセス分析もこれを踏襲し、サブスク運賃のサービス設計の要点、成立条件、

持続条件を明らかにする。 
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なお、前章の再掲となるが、導入プロセス分析に関する既往研究 112)では、公共交通サー

ビスの成立可能性を「運行開始までに至ることが出来る可能性」、持続可能性を「運行開始

後、適材適所な地域公共交通サービスを持続して提供できる可能性」と定義しており、本研

究では、これを援用し、成立条件を「公共交通サービスの提供開始までに至ることが出来る

条件」、持続条件を「提供開始後、交通サービスが持続して提供できる条件」と定義する。

またサービス設計の要点については、成立や持続に対して直接的に大きな影響を及ぼすわ

けではないものの、サービス検討の際には重要であった事項とする。 

同既往研究 112)では、サービス成立可能性を高めるための主な要因として、(1)地域公共交

通の問題認識・共有、関係者間の役割分担、(2)関係者の「Win-Winの構築」、(3)キーパーソ

ンの存在、(4)自律的 PDCA、持続可能性を低下させる要因として、(1)資金拠出が止まるこ

と、(2)キーパーソンの不在、危機意識の希薄化等、と整理している。 

 

第５項 交通計画のための態度・行動変容に関する既往研究 

 

人々の心理的な面に働きかける政策措置として、公共交通機関に関する具体的な情報の

提供、旅行教育、口コミによる推薦などのコミュニケーション手段を用いて、移動行動を

自動車利用から持続可能な交通手段に変えることを目的とした情報キャンペーン、モビリ

ティ・マネジメント 115、116)がある。モビリティ・マネジメントに関する研究は 1990年代

半ばから蓄積されてきており、そうした研究はモーダルシフトを促進する効果的な方法の

特定や開発に貢献している 117)。日本では、典型的なモビリティ・マネジメントの実践とし

て、個人的な会話、ワークショップ、学校での教育活動、旅行のフィードバックプログラ

ムなどがあり、車の使い過ぎによる社会問題を解決するための実践が行われている 118)。 

上記の知見を応用して、MMを都市圏全体で行なっている都市は、いくつかあり、海外

では、英国ロンドン、豪州パース・アデレード、日本の代表例は京都市である。MMの代

表的な手法である TFP（トラベルフィードバックプログラム）は、対象者に対するコミュ

ニケーションアンケートやアンケートに基づくフィードバックなど複数回の個別的なやり

とりを通じて、交通行動の自発的な変容を期待する施策である 115)。このため、都市圏全体

で行う場合、多額のコストを要する。豪州パースでは、10年間で総計約 64万人を対象

に、約 30億円(約 10,000円/世帯約 5,000円/人)の予算を投じている 120)。日本の京都市で

は、2万人を対象に 3,350万円(1,675円/人)の公的予算を投じている 121)。 

また、MM はこれまで実践を積み重ね、多くの研究事例がある。そのなかには、ブラン

ディングとMMの関連性に言及した研究 122、123)や近年ではブランティングを用いた実証研

究 124、125)がある。 

本研究は、定期券(サブスク運賃)購入を促進し、サービスを持続させ得るMM ツールを

含むコミュニケーション・プログラムに関する技術を蓄積することを目的としている。こ

の点、既往研究においてサブスク運賃を対象にした研究は存在しない。その理由として
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は、サブスク運賃（定期券）の購入を促すことは、公共交通をまず 1 回乗ってもらう（一

般的なMM）ことよりも、相当ハードルが高いためと考えられる。定期券は通勤通学等で

ほぼ毎日公共交通を使う人向けに若干割引した価格設定になっている。多くの人に、定期

券を購入する（公共交通を習慣的に利用する）ハードルを超えてもらうためには、[1]「毎

日乗らなくても購入してみよう」と思える低廉な価格の定期券、[2]ライフステージが変わ

るタイミングでのMM、[3]人々のライフスタイルをバス主体に転換させ得る（ブランディ

ングを用いた）MMを開発し実施する必要があると考える。本研究では上記の観点から行

う MMの手法、有効性を明らかにする。 

 

第６項 公共交通サービス導入の影響・効果分析に関する既往研究 

 

公共交通サービス導入の影響・効果分析について、鉄道プロジェクトにおいては費用対効

果分析等の手法の研究開発は古くから行われている 126)。また近年では、公共交通の存在効

果をのみならず社会全体の支出抑制効果で表すクロスセクター効果 127)などが注目されてい

る。 

一方で、個別プロジェクトの影響・効果を把握する研究は少なく、影響・効果の把握自体

に価値があると認められる公共交通サービスを対象に研究がいくつか存在する。 

特に、鉄道プロジェクトは、地域に大きな影響を与えるプロジェクト、画期的なサービス

と扱われ、つくばエクスプレス 128)、富山ライトレール 129)、堺市路面電車の値下げプロジェ

クト 61)を対象とした研究がある。上記の研究は、「地域の交通体系に大きな変化を与える鉄

道や道路建設プロジェクトに対して、効果や影響を検証することは極めて重要である」128)、

「画期的なサービスレベル向上を行なった富山ライトレールプロジェクトの効果を正確に

把握することは重要である。」129)と述べている。 

バスプロジェクトについては、コミュニティバスの黎明期の初期事例 102)、過疎地域など

地域課題に特徴がある事例 109)を研究対象とした研究論文が存在する。 

本研究の対象である、筑波大学の事例は「理想的なプロジェクト」、小山市の事例は、「完

成度の高いプロジェクト」と評され表彰を受けており、日本で類性がない画期的なサービス

を提供しているため、影響・効果の把握自体に価値があるものと考えられる。 

また影響・効果の指標も多岐に渡り、人の意識や行動を対象とした指標（バス利用回数、

自家用車からの転換数、歩行量、中心市街地訪問頻度、外出率、周遊行動、多目的利用、バ

スへの愛着、地域愛着）、バス運営に関する指標（利用者数、運行経費、運行収入、収支率）、

環境・地域への影響を評価する指標（環境負荷、CO2、経済効果、地価上昇）などがある。 
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第７項 本研究の特徴 

 

本項では、本研究の特徴を整理する。整理にあたり、前項までにレビューした既往研究を

整理した結果を表 2-3 に示す。表 2-3 は、本研究各章と対応する既往研究を整理するため、

縦軸に本研究各章を配置し、横軸に鉄軌道、バス、サブスク運賃を配置する。 

 

表 2-3 関連する既往研究と本研究の特徴 

 
 

 

既往研究のレビュー及び表 2-3 より、本研究の特徴は以下の通りである。 

 

（１）サブスク運賃を対象とした導入プロセス分析を行う点（表 2-3①） 

特徴的なバスサービスに対して、[1]主要な出来事の時系列整理、[2]主体ごとの役割の整

理、[3]サービスの検討過程の記述、を実施している導入プロセス分析研究はいくつか存在

するが、低廉なサブスク運賃を対象とした研究は存在しない。この点、低廉なサブスク運賃

導入に際しては、減収リスク対策、混雑対策、合意形成、意思決定など通常の公共交通サー

ビスとは異なる考慮すべき点が存在する。これに対応し、本研究では、低廉なサブスク運賃

のサービス設計の要点、成立条件、持続条件を明らかにするため、日本で長期間実装してい

る低廉なサブスク運賃導入２事例を対象とした導入プロセス分析を行うことが特徴である。 

 

鉄軌道(参考) バス（料金都度払い） サブスク（定期券）

[3章]導入
プロセス
分析

[4章]MM

[5章]
影響把握

実験 実装

[6章]
バス
タクシー
統合

実験 実装

村井ら(2019)：
路線バス

宮脇ら(2020)：
鉄道バス (無料)

石井ら(2021)：
鉄道バス利用
意識調査

本研究

中村(2002):ムーバス
出口ら(2007):限界集落のバス
加藤ら(2007):地域参画型バス
進藤ら(2014):鉄道廃止代替バス

谷口ら(2007)等多数 谷口ら(2008)等多数

中島ら(2008):金沢市コミュバス
井上ら(2005):日進市コミュバス
鈴木ら(2016):横手市買物送迎バス
等多数

望月ら(2007)：
富山LRT
岡本ら(2008)：TX
塚本ら(2017)：
堺市路面電車値下げ

①

②

③

④

Chinh Q.H et 
al., 2021：
豪シドニー鉄道バ
スタクシー等

中島ら(2015)
バスタクシー(無料)
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（２）サブスク運賃を対象としたモビリティ・マネジメントを行う点（表 2-3②） 

モビリティ・マネジメントに関する研究は、鉄道やバスの利用促進方法の開発と効果把握

に努めてきたが、定期券の購入を促進することに主眼を置いた研究は存在しない。この点、

本研究は、定期券(サブスク運賃)購入を促進し、サービスを持続させ得るMM ツールを含む

コミュニケーション・プログラムに関する技術を蓄積することが特徴である。 

 

（３）サブスク運賃の実装事例を対象として影響把握を行う点（表 2-3③） 

特徴的な鉄道、バスサービスを対象にサービス導入の影響把握を行う研究は存在してい

る。一方で一つの都市に複数の交通事業者が存在し、採算が重視される特殊な公共交通市場

を持つ日本において、サブスク運賃の実装事例を対象とした研究は存在せず、意識調査や実

証実験に基づく研究のみが存在する。この点、本研究は、日本で長期間実装しているサブス

ク運賃導入２事例を対象にしていることが特徴である。 

 

（４）バスとタクシーの統合サービスを有料で提供する事例を対象とする点（表 2-3④） 

バスとタクシーの統合サービス事例はいくつかある。しかしながら、日本の事例を対象と

した研究は、無料サービスを対象とした事例のみである。またタクシー割引に関する研究も

いくつかあるが、バスとの統合には言及しておらず、意識調査、短期間の実証実験に留まっ

ている。この点、本研究は、バスとタクシーの統合、サブスク運賃設計を目指して、比較的

長期間である 3 ヶ月の有料サービスの実証実験を行なっていることが特徴である。また実

証実験は、1度で終わってしまうことが少なくない。事実、本研究で事例として取り上げた

湯沢町の事例は実証実験 1度で終わってしまっている。本研究対象の小山市の事例は、2度

実証実験を行なっており、3度目も実施中である。 

 

（５）サブスクリプション型運賃導入プロジェクトの全容を明らかにしている点 

バスに関する研究では、一つのバス事例を対象に導入から効果分析、長期間の評価に関

する一連の研究はなく、導入時は好事例であっても、サービスが継続したのか、継続に際

して課題はあったのか、サービスに変更はあったのか、明らかにされていない。この点、

本研究は、地方都市におけるサブスク運賃の導入プロセス、利用促進キャンペーン開発と

実施、複数年にわたる効果の検証、サブスク運賃の他の交通機関への拡張という一連のサ

ブスクリプション型運賃導入プロジェクトの全容を明らかにしている点が特徴である。 
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第３章 サブスク運賃の導入プロセス分析 

 
第１節 本章の目的と構成 

 
本章では、関係者ヒアリング、文献調査を実施して、研究対象の公共交通サービスの検討

開始から、提供開始に至るまでの[1]主要な出来事の時系列整理、[2]主体ごとの役割の整理、

[3]サービスの検討過程の記述、の整理を行う。そのうえで、主に公共交通サービスの提供開

始に至るまでのサービス設計の要点、成立条件を明らかにすることを目的とする。なお、研

究対象である筑波大学、小山市のバスシステムの経緯をサービス開始から紐解くことでサ

ブスク運賃導入に至るまでのプロセス把握、サービス提供開始後のサービスレベルの変化

等の把握も行う。 

上記達成のため、本章第２節では、筑波大学キャンパス交通システムについて、検討に至

るまでの大学内の交通システムの歴史、サブスク運賃導入プロセス、利用促進の取り組み、

経年変化、本章第３節では、小山市コミュニティバス全線定期券「noroca」検討に至るまで

の市コミュニティバスの歴史、サブスク運賃導入プロセス、利用促進の取り組み、経年変化

を記述する。本章第４節において、筑波大学と小山市の導入プロセスと経年変化を総括し、

サブスク運賃のサービス設計の要点、成立条件を示す。 

 
第２節 筑波大学キャンパス交通システムの導入プロセス分析 

 
第１項 筑波大学学内バスの経緯 
 

（１）筑波大学キャンパス・バス構想 1) 

筑波大学キャンパスの交通計画は、「筑波大学の施設・環境計画（1985）」にその内容が示

されており、研究学園都市自体の交通計画の原則「人と車の分離」を準拠して学内ペデ、学

内道路（ループ）が建設されている。また都市バス（現在で言う民間路線バス）は学園東大

通りを通る構想で、バス利用者は、キャンパス東側のバス停から大学施設へアクセスする計

画であった。 
同計画では、学内移動システムの必要性も指摘し、大学開学前のキャンパス・バス運行計

画の概要を掲載している。学内移動システムの利用者は、学内居住者 5,000 人、キャンパス

東側下車の都市バス利用者、自家用車通勤通学者を想定していた。特に学内居住学生の移動

について、体育や語学の授業のように短時間での長距離での移動、悪天候の場合では、徒歩

や自転車だけでは対応できず、放置すれば自動車利用を増加させてしまうと指摘している。 
しかしながら、以下の理由によって、1973 年（昭和 48 年）の開学時点では、キャンパ

ス・バスの運行は叶わなかった。 
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[1]大学建設の途上で、都市バス路線の運行ルートが東大通りからループに計画変更され

たため、キャンパス・バスの必要性が減少したこと。 
[2]前例のないことからくるためらいがあったこと：当時日本には、キャンパス・バスを

大学設立と同時に計画・実施している例はなかった。この点が後々まで制約になって

いると同計画は指摘している。 
[3]運転人員の確保の困難さ、業務委託費が巨額になること：同計画ではキャンパス内の

1日総トリップ数を約 7万トリップと推定し、500m 以上のトリップをバスでカバー

するためには、運転間隔が 5〜10分の３系統の路線、バス車両 12 台（予備車含）、運

転手 12名が必要であると試算していた（表 3-１、図 3-１）。 
 
その後、学内における自動車交通量が激増し、交通事故が頻発するようになり、1978年
（昭和 53年）から本格的なキャンパス・バスが走り出すこととなった。 

 
表 3-1 当初のキャンパス・バス運行計画 1) 
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図 3-1 当初のキャンパス・バス運行計画 1) 

 
（２）1977 年（昭和 52 年）11 月学内バス運行実験開始 1,2) 

前述した通り、大学内は、自動車利用が激増し、交通事故が頻発するようになっていた。

このため、学内環境の保持及び交通事故の防止を目的として、昭和 52 年 11 月から学内バ

スの実験運行が開始された。運賃は無料、バス 2 台、運転手 4名が 8時 30分から 5時 15
分まで 15 分間隔で本部管理棟と附属病院の間を走るものだった。バスの停留所は、本部、

第二学群、研究センター、第一学群、体・芸専門学群、平砂学生宿舎、医学専門学群、附属

病院であった（図 3-2）。当初３カ月間の試行として開始され、その後、冬季に入り寒さが厳

しくなるにつれ、利用者が増加したことを踏まえて運行期間を延期し、その後も学内バスは

2005年 7月 22日の廃止まで走り続けた。 
当時の筑波大学新聞は、「予算人員の都合で満足のいくものとは言えないものであった」

と指摘している。 
この実験にあわせて、通学用車両は登録制になり、１カ所の専用駐車場を指定する方式を

導入した。この登録制導入により、宿舎に住む学生の自動車通学ができなくなり、自動車で

の学内移動は実質的に禁止になった。同新聞では、当該規制について、「この規制は車を持

つものにとって不便なものに思われようが、騒音と公害を追放し、交通事故をなくし、静か

で平和なキャンパスにするために、必要であろう。」と評している。規制前は、学生の約 27%
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が自動車・自動２輪を交通手段に使っており、先の論評は如何に学内の自動車移動が多かっ

たかを物語っている。 
なお、実証実験後半の利用者は、１便あたり平均 120 人でほぼ限界と考えられる利用者

に達していた。この結果を踏まえ、翌年の 1978年（昭和 53年）から、実証段階は次の段

階に入っていった。 

 
図 3-2 1977年（昭和 52年）の運行実験のルート図 1) 

 

 

図 3-3 実証実験中の学内バス 2) 
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（３）1978 年（昭和 53 年）学内バス本格運行開始 1) 

前年の結果を踏まえて、1978年（昭和 53年）からは、図 3-4に示す２系統で運行が開始

された。運行間隔は南回りが 15分、北回りが 20分、バス停留所は 19 カ所と大幅に増加し

た。これにはバス 3 台、運転手 5名が必要となった。 
その後、1980年（昭和 55年）には、キャンパス全体を内回り、外回りの２系統が循環す

る方式に変更され、運行間隔はいずれも 15 分、バス停留所は 22 カ所とサービスが向上さ

れ、1993年（平成 5年）まで同水準のサービスが維持された（図 3-5）。 
一方で、1985年「筑波大学の施設・環境計画」の執筆時点では、当初の計画水準には達

しておらず、車両・人員の確保に課題を残しており、長期的な安定運行という点で問題を残

していることを指摘していた。なお、1990年（平成 2年）・1991年（平成 3年）には車両

が置換えられている 4)。 
 

 
図 3-4 1978年（昭和 53年）運行ルート図 1) 
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図 3-5 1980年（昭和 55年）運行ルート図 1) 

 

 
図 3-6 1978年（昭和 53年）の写真 3) 
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図 3-7 土浦 22さ・1033 平成 3年納入車両 

 
（４）1993 年（平成 5年）減便、2005 年（平成 17 年）サービス終了へ 

導入以後のサービスの変更について記述する。 
1993年（平成 5年）には、筑波大学での週休 2日制導入に伴い授業時間が変更され、そ

れにあわせたダイヤ改正が行われた。利用者の多い朝の若干の増便と利用者が少ない昼間

時間帯の 30分間隔への減便で本数はおおよそ半分になり、この減便以降、利用者が減少し

ていった 4)。 
2002年（平成 14年）には、図書館情報大学が、筑波大学の図書館情報専門学群に編入さ

れ、学内バスも路線を延長して、図書館情報専門学群(旧図書館情報大学)のキャンパスへと
乗り入れることになった 4)。 
その後、2004 年（平成 16 年） 6 月の筑波大学新聞に「学内バス 9 月めどに代替案 検
討チームが初会合」という見出しが掲載された。当年度以降、運転手の定年退職が続くため、

現行の運行を維持することが難しくなったため、新しいシステムを検討するということで

あった 5)。2004年（平成 16年）6月に新学内交通システム検討プロジェクトチームが設置

され、2004年（平成 16年）秋〜冬の広聴会を経て、2005年（平成 17年）2月プロジェク

トチームによる最終報告で路線バスのパス発行により学内バスの代替とすることを明記さ

れた。その後、2005年（平成 18年）6月にキャンパス交通システムのサービス内容が発表
され、2005年（平成 18年）7月 22日に 29年間の歴史を閉じ、学内バスのサービスは終

了した 4)。 
学内バスに代わり、2005年（平成 18年）8月 24日のつくばエクスプレス開業に合わせ

て、キャンパス交通システムのサービスが開始。そのサービスレベルは、「筑波大学の施設・

環境計画」に示されていた、サービスレベル「運転間隔が 5〜10分の３系統の路線」に肉薄

するものであり、開学当初に構想されていた計画が 33 年の時を経て実現した瞬間だった。 
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図 3-8 学内バス運行最終日さよなら式典の様子 5) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-9 キャンパス交通システムの利用状況（2006年（平成 18年）時点） 

 

 

第２項 サブスク運賃導入プロセス 7) 

 

前項で記述した通り、筑波大学は広大なキャンパスを持ち、学内の移動手段が必要不可欠

であった。1977 年から学内連絡バスが運行されていたが、利用者減少、予算不足、運転手

の高齢化などの課題があり、システムの見直しが必要になっていた。このため 2004年から

システム見直しに関する検討が開始され、学生によって調査と学内連絡バスの代替案の提

案 8）がなされた。この提案を参考に、筑波大学交通安全対策委員会に設置されたワーキン

ググループ（WG）によってキャンパス交通システムの原案が作成され、学内で計六回の広

聴会（公聴会ではなく「広く意見を聴く会」）、関東運輸局との運賃体系の調整、学内各部署

（施設、財務、人事）との調整を経て、2005年 8月のつくばエクスプレス（以下：TX）開

業とともに現行のキャンパス交通システムが導入された。キャンパス交通システム導入経

緯を時系列でならべたものを表 3-2に示す。  
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表 3-2 キャンパス交通システムの経緯 

年月 主な出来事 補足 

2004年 4月-6月 学内交通実態調査（都市計画実習交
通班） 

 

2004年 6月 新学内交通システム検討プロジェ
クトチーム設置 

 

2004年秋-冬 広聴会（6 回程度）  

2005年 2月 プロジェクトチーム最終報告公表：
路線バスのパス発行により学内バ
スの代替とすることを明記 

 

2005年初頭-3月 関東運輸局との調整 大型特約一括定期創設 

2005年初頭-7月 大学内の調整 大学各部署の連携 

2005年 6月 キャンパス交通システムのサービ
ス内容発表 

 

2005年 8月末 キャンパス交通システム導入 
初年度 学生 2,450円／7ヶ月 

教職員 4,900円／7ヶ月 
 以降 学生 4,200円／年 
教職員 8,400円／年 

新規路線：筑波大学循環 
（右回り・左回り） 
平日 135便，休日 92便 

2006年 4月〜 モビリティ･マネジメント 以降毎
年継続 

 

2007年 ダイヤ改正 増便 平日 145便，休日 99便 
※2012年休日 98便、2018年
平日 146便 

2014年 4月  価格改定 
学生・教職員 8,600円／年 

消費増税対応/受益者負担の
原則で学生職員を同額へ変
更 

2020年 4月  価格改定 
学生・教職員 9,500円／年 

消費税増税及び運営費（安全
対策費）増加 への対応  

2021年 12月 ダイヤ改正 減便 平日 107便，休日 71便 

2022年 4月 価格改定 
学生・教職員 19,000円／年 
ダイヤ改正 減便 

covid-19の影響による利用者
減及び運営費用増加対応 
平日 90便，休日 50便 
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（１）三つの関門 

キャンパス交通システムは、表 3-2に示したスケジュールで検討を重ねて実現したもので

あるが、その道のりは決して平坦なものではなかった。以下に導入に際し直面した 3 つの大

きな「関門」について記述する。 

 

a）第一の関門：関東鉄道との交渉 

筑波大学と関東鉄道はキャンパス交通システム導入に向けて、価格や制度設計について

度重なる交渉を行った。交渉の中心人物で、関係者調整などを行っていたキーパンソンは、

筑波大学は交通分野を専門とする教員（当時）、関東鉄道は担当専務（当時）であった。 

2004 年 5 月に実施したバス利用実態調査分析結果より、筑波大学関係者のバス年間支払

い総額は約 4,500万円と推計された。同年 6月、関東鉄道との交渉にこの金額を提示したと

ころ、季節変動や TX 開業効果を考慮していないことから過小評価の可能性を指摘され、

5,500万円は支払ってもらう必要があるのでは？等々、交渉は難航した。ここで社内の調整

に活躍したのが、キーパーソンの関東鉄道の担当専務（当時）である。担当専務は、関東鉄

道社内で筑波大学の支払い条件等の事情を説明、説得し、社内意見を取りまとめて筑波大学

との交渉に挑むなど、関東鉄道と筑波大学の間の橋渡し役・仲介役を担っていた。数回に渡

る交渉の結果、筑波大学が関東鉄道に 5,000万円支払い、筑波大関係者に学内周辺路線を乗

り放題とするサービスに双方合意した。これが第一の関門であった。 

 
b）第二の関門：関東運輸局の行政指導 

関東鉄道との合意を得て、筑波大が関東鉄道にバスサービスの代価として 5,000万円支払

う旨を関東運輸局に打診したところ、運輸局が難色を示した。道路運送法第 9 条に、一般旅

客を対象とする公共交通においては「特定の旅客に対し不当な差別的取扱い」を禁じる条項

があり、筑波大と関東鉄道の協定はそれに抵触するとの判断であった。一般旅客と混乗する

路線にこのような運賃設定は「不当な差別的取り扱い」だというのである。 

この条項をクリアするため、当初無料を想定していたバス定期券に受益者負担のコンセ

プトを取り入れ、大学が 5,000 万円で定期券 6,000 枚を購入し、1 枚 8,000 円で大学関係者

に販売するという案を運輸局に提示した。しかしこれも割引率 90%以上の定期券となり、

格差が大きすぎるとの判断でつき返されてしまう。 

困っていた矢先、関東鉄道が「大口特約一括定期」というアイデアを提案してきた。これ

は大学が一括して定期券を購入し、大学が各利用者に再販売するシステムで、関東鉄道には

定期券販売に関するリスクは無いことになる。このため、思い切った値段設定が可能となっ

たほか、他の組織から同様の申し出があれば受け入れるという前提を設け、公平性をも担保

可能となった。 

こうして、日本で初めての「大口特約一括定期」によるバスサービスが実現することにな

ったのである。 



  58 

 
c）第三の関門：大学内の新制度創出 

関東鉄道との契約は、大学から 5,000 万円支払うことで合意した。しかし、（１）定期券

が売れ残ったらどうするのか、（２）通勤手当にバス代をどう位置づけるのか、（３）販売ル

ートはどのように確保するのか等、前例の無い学内の問題が山積していた。 

これらの問題は、財務部、人事部、総務部の各部署による積極的な取り組みにより、（１）

定期券が売れ残ったとしても筑波大学全体の収支としては以前よりも黒字となる、（２）バ

スの通勤手当は定期券による現物支給とする、（３）販売ルートは書籍販売の丸善に委託す

る等、新しい制度創出によりクリアできた。 

 
（２）地域の協働 

キャンパス交通システムは、大学事務局、学生、関東鉄道など大学に関わる地域の主体の

協働で実現したシステムである。逆に言えば、どの主体が欠けても、実現しなかったであろ

う。バス利用実態の調査･分析を担当した学生、全代会厚生委員会の交通グループ、学内の

調整に奔走した総務部の担当者、担当副学長。これら学内の関係者の検討の場として設けら

れたのが、先に記述した筑波大学交通安全対策委員会キャンパス交通システム WG であっ

た。このWGには、先に記述した関係者に加え、施設・財務・人事の担当者、そしてオブザ

ーバーとして筑波大学新聞の記者も参加しつつ計 10 回に及ぶ公開・非公開の検討を重ねた。 

そして忘れてはならないのが、交通事業者として筑波大学の交通を共に考えた関東鉄道

の担当専務（当時）が果たした役割である。社内の調整・説得を一手に引き受けてくれたほ

か、全国初の大口特約一括定期のアイデアを出したのも彼であった。 

こうした地域の協働が実を結び、筑波大キャンパス交通システムは誕生したのである。 

 
第３項 利用促進の取り組み 7) 

 
利用促進の取り組みについて、定期券購入を促進し得るコミュニケーション・プログラム

の詳細は第３章に記述することとして、本項では、導入時やその後の経緯に関する出来事を

記述する。 

キャンパス交通システムは、日本の大学では類を見ない便利（サービスレベルは次項で記

述する）で安価なシステムである。しかし、そのようなシステムが存在すれば必ず使っても

らえる、とは限らない。事実、導入初年度の 2005 年度は、大学が用意した 6,000 枚定期券

のうち、3,000 枚強の販売実績に留まった。この理由としては様々なものが考えられるが、

キャンパス交通システムの存在を｢知らない｣、あるいは知っていても｢申し込み方法や使い

方を知らない｣人々が多かったのではと推測された。そこで、キャンパス交通システムのさ

らなる周知と利用促進のため、学群生･院生と教職員を対象に、路線図、時刻表を含めた適

切な情報提供を目的としたチラシを配布した 9,10）。また、新入生の入学手続き書類にキャン
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パス交通システムの定期券購入申込用紙を同封することで、入学と同時に定期券購入を勧

める取り組みも併せて実施している。これらの取り組みは、2014年度を除き、2006年から 

2021年度現在まで毎年度実施されている。2014年度MMを実施できなかった理由は、定期

券の価格改定にあたり、新入生の入学手続き書類の印刷、封入までに価格決定ができなかっ

たためである。また、筑波大学公共心理研究室が筑波大学から予算を受けて、路線図や時刻

表の情報提供を 2006年から 2022年現在まで継続して行なっている。なお、2019年度以降

は、大学からの予算充当が減額されたため、印刷を取りやめ、作成した情報を HPに掲載す

る方式に変更している。 

 
第４項 サービスレベルの経年変化 7) 

 

定期券の価格は、改定が 3度行われている（2022年度時点）。導入当初は、学生 4,200円、

教職員 8,400円／年であったが、2014年度に学生 8,600円、教職員 8,600円／年、2020年度

に学生 9,500円、教職員 9,500円／年に値上げしている。さらに 2022年度に、学生、教職員

ともに 19,000円／年に値上げされている。 

値上げ理由を大学にヒアリングしたところ、2014年度の理由は、「学生への教育的配慮と

して大学が半額負担していたが、駐車料金は学生と職員が同額といった状況を鑑み、受益者

負担の原則に立ち、学生と職員の負担額を同額とした。また消費税増税のため 8,400円から

8,600円となった。」、2021年度の理由は「消費税増税及び運営費（安全対策費）増加への対

応」、2022年度の理由は「新型コロナウイルス感染症感染拡大の影響による利用者の減少及

びキャンパス交通システム運営に係る費用増加により、現行価格でのサービス提供が難し

くなったため」であった。 

運行時間帯、運行本数の経年変化を示す。2005 年 8 月末のキャンパス交通システムのサ

ービス開始に合わせて、従前の「土浦駅・荒川沖駅・ひたち野うしく駅〜筑波大学」の路線

に加えて、「筑波大学循環（右回り・左回り）」を新設している。これによって、つくばセン

ター発から筑波大学間のサービスレベルは、6:00-22:40、平日 135便、休日 92便運行（つく

ばセンター発・筑波大学方面）となった。新規路線は、キャンパス交通システム導入による

利用者増を見込んで混雑対策として整備したものである。 

その後、2007年度に平日 145便、休日 99便に増便し、その後大きな変更はなく、2020年

4月時点までは、6:00-22:45、平日 146便、休日 98便運行となっていた。この運行本数維持

について、2021年 7月に運行事業者である関東鉄道にヒアリングしたところ、「コロナ拡大

前の評価は、常にバスいっぱい乗っているため、運行事業者は路線の営業評価は良好であり、

重要な路線と認識。このため、現時点ではダイヤを変更する（減便する）ということは考え

ていない。コロナ前の乗車数に戻ってくると信じてダイヤを維持している」とのことであっ

た。 

しかしながら、covid-19の影響を受け、関東鉄道の経営が悪化し、2020年度会社全体の売
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上高が落ち込み、赤字に陥っていた。関東鉄道は、この影響が続くことを想定し、2021 年

12月 20日付でキャンパス交通システム有効区間を走る一般路線バス（土浦駅・荒川沖駅・

ひたち野うしく駅〜筑波大学）の一部を減便し、キャンパス交通システム区間内の運行本数

を平日 107便（▲39便）、休日 71便（▲27便）に減便した。減便に対して、担当者は「利

用者に負担をかけて申し訳ない。負担を最小限に抑えるために、大学循環の減便は見送った」

とコメントしている。 
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第３節 小山市コミュニティバス全線定期券「noroca」の導入プロセス分析 

 
第１項 小山市コミュニティバスの経緯 

 
（１）小山市コミュニティバスの黎明期（プロジェクト立ち上げから計画検討） 

小山市では、市内での自家用車利用が増え、バス利用が急速に減り、バスの運行本数が減

っていたことを背景に、1996年に庁内バス検討会を設置し、民間のバス会社が撤退する事

態を想定して、市民アンケートを行うなどの調査研究、武蔵野市ムーバス視察等を行ってい

た 11,12)。小山市は、この 1996〜1999年をプロジェクト立上げ期と称している 11)。 
その後、2000〜2005 年計画検討期では、2000 年に小山市バス交通問題研究会を設置、

循環バスの実現プロジェクト会議開催、2001年にバス交通整備計画検討委員会を設置し、

2002年 2月には市コミュニティバスの 1号である「小山駅東口循環線」の実験運行を開始

している。なお、同路線の運賃は当初１乗車 100円であったが、2004年 4月に改訂し、160
〜200円の距離別運賃に改定されている。更に小山駅東口循環線を皮切りに、市内各地を循

環する循環バスの実験運行を開始し、2010 年までに 12 路線で市域全体をカバーする運行

体系が完成している（図 3-10）11)。なお、小山駅東口循環線以外の路線の運賃は１乗車 150
円（小学生・65 歳以上は 100 円）、定期券の価格は中学生〜65 歳未満 4,500 円/１ヶ月・
12,800円/3ヶ月、小学生と 65歳以上 3,000円/１ヶ月・8,500円/3ヶ月であった。 
また 2007 年 8 月にコミュニティバスの愛称を公募し、2007 年 10 月に愛称を「おーバ

ス」に決定している。 
一方で、2003 年 3 月に民間バス会社から「市内を走る９路線すべてのバスを廃止する」

という意思が示され、市とバス会社の協議が行われていた。協議の結果、市が赤字を補助す

ることで合意し７路線が運行継続となった。しかしながら、その後もバス利用者は減少し続

け、2008年 3月に市内の民間バス会社は撤退していった 11、12)。 
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図 3-10 小山市コミュニティバス路線図（〜2010年 9月まで）11) 

 

 

（２）路線再編 

図 3-10 に示す通り、小山市では 2010 年までは市内全体を循環する路線バスを走らせて

いた。しかしながら、人口が少なく面積が広い郊外部は、便数・利用者が少なく、「空気を

運んでいる」と言われ、「不便である」という声を多く受けていた 12)。そこで、少ないなが

ら確実に存在する郊外でのバス需要に対して、供給をバランスさせる仕組みデマンドバス

の導入を進めていった。更にデマンドバス導入にあせて、市街地を循環する路線を、小山駅

を中心とした放射状路線（駅を中心にハブアンドスポーク化）へ変更する路線再編を行い、

郊外のデマンドバスと接続する運行体系へ移行を進めた。 
運行体系の変更は、2010年 3月に策定された「小山市公共交通総合連携計画」に基づき

行われた。移行は段階的に行われ、2010 年 10 月に東北本線の東側エリアが循環路線方式

から、駅放射状路線とデマンド方式に切り替えられた（図 3-11）。さらに翌年 2011年 10月
に残る東北本線西側エリアが同様の切り替えが実施され、2022年現在のおーバスの運行体

系が実現した（図 3-12）11)。また運賃は 2010年 10月に現在の運賃体系である、全線１乗

車 200円に改定された。 
 

11

全体路線図（～2009年9月まで）
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図 3-11 小山市コミュニティバス路線図（2010年 10月〜）11) 

 

 

図 3-12 小山市コミュニティバス路線図（2011年 10月〜）11) 

５．小山市コミュニティバス路線図
（平成２３年１０月改正）

12

全体路線図（2010年10月～）

全体路線図（2011年10月～）

13
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（３）路線拡充 11) 

駅を中心に路線バスのハブアンドスポーク化した 2011年以降の路線拡充の概要について

記述する。 

2016年 4月に、市民病院の郊外移転（市南東部：図中⑨市民病院線の南端）に合わせて、

市民病院線と小山駅東口・新市民病院線の２路線を新設している（図 3-13）。 

2017 年 10 月に、小山駅東部地区の利用者増加に対応した５路線を対象にした輸送増強

策を実施している。高岳線・城東中久喜線・大谷中央線・土塔平成通り線の車両大型化、大

谷中央線・土塔平成通り線・間々田東西線のルート変更と増便である（図 3-14）。 
2019年 3月渡瀬ライン、2020年 4月ハーヴェストウォーク線を新設して、2022年現在
の路線網になっている（図 3-15）。 
また 2017年 4月に、バス交通網を都市交通整備の観点から推進するため、コミュニティ

バスの所管を市民生活部生活安心課から都市整備部都市計画課に変更している。 
 

 

図 3-13 小山市コミュニティバス路線図（2016年 4月〜）11) 

全体路線図（2016年4月～）

14
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図 3-14 小山市コミュニティバス路線図（2017年 4月〜）11) 

 
図 3-15 小山市コミュニティバス路線図（2020年 4月〜）11) 

15

全体路線図（2017年10月～）

17

全体路線図（2020年10月～）
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第２項 サブスク運賃導入プロセス 7、13) 

 

小山市コミュニティバス・おーバスは、市の限られた予算のなかで運行しており、複数の

路線に対して、大幅な増便や新規路線開業を一度に行うことは容易ではなく、徐々に路線を

拡充していた。そのため、2018年度時点において、便利なバスとはいえない状況にあった。

このような状況下で市役所は、常にバスの利便性向上の機会を窺っていた。特に、2010 年

から 2011年にかけて行った路線再編によって駅を中心にハブアンドスポーク化したため、

駅で乗り換えをする利用者が以前より増え、乗り継ぎ利用の際 2 回運賃を支払う必要があ

ることへの改善要望が絶えなかった。また従前の定期券は、割引率が低く（一般的なバス通

勤定期券と同様の 30%）、2路線乗る場合は定期券を 2枚購入する必要があることから、現

金支払いする方が多かった。このため、両替行列ができてバスの遅延を発生させるなどの課

題があり、解決のため以前から、割引率の高い市内全線定期券の検討を行っていた。 

そのような中、おーバスの利用促進MMに対して、2018年 8月に地方創生推進交付金を

獲得することができ、公共交通改善の機会が訪れた。この予算を活用することで、全市民向

け生活情報タブロイド紙（詳細は４章参照）を新たなメディアとして立ち上げ、路線図と時

刻表をその一部として折り込んで市内全戸 5.3 万戸へ配布するプロモーション事業を実施

した。タブロイド紙は 2019 年 5 月から企画検討が開始され、検討会のなかで「情報提供、

新規施策の目玉があると、より MM のバス利用促進効果が高まる」という意見があり、こ

れを受けて、以前から研究していた市内全線定期券導入を目指すこととなった。タブロイド

紙１号の発行に定期券導入をあわせるため準備期間は 5 ヶ月しかなかった。この 5 ヶ月間

で、市内全線定期券導入を目指し、価格検討、関係者との合意形成、ブランディング（名称、

デザイン）を経て、2019年 9月に販売開始、10月に使用開始した。前項で記述したおーバ

スの歴史及び、noroca導入経緯を時系列でならべたものを表 3-3に示す。 

以下に、システム実現までの経緯や工夫点を示す。 
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表 3-3 おーバスと noroca導入の経緯 

年月 主な出来事 補足 

2002年 2月 コミュニティバス「小山駅東口循環
線」運行開始。その後も路線拡充し、
2010 年までに 12 路線で市域全体を
カバーする運行体系を構築 

小山駅東口循環線の運賃は
当初１乗車 100円、2004年
4月 160〜200円に改定。そ
の他路線は１乗車 150円。 

2003年 3月 民間バス会社から市内全 9 路線を廃
止する旨を市へ通達。協議の末、7路
線が赤字補助で存続 

 

2007年 10月 コミュティバスの愛称を「おーバス」
に決定 

 

2008年 3月 市内民間路線バス廃止  

2010〜11年  路線再編成:駅中心の放射状路線化 
運賃を１乗車 200 円（現在の運賃体
系）に変更。 

現在の路線網になる 

2017年 4月 所管を市民生活部生活安心課から都
市整備部都市計画課に変更 

 

2017年 10月 5路線を車両大型化・増便  

2018年 8月  地方創生推進交付金採択 MM事業予算化 

2019年 3月 新規路線（渡良瀬ライン）  

2019年 5月 
6月 
9月 
10月  

MM の一環として noroca（サブスク
運賃）の本格検討開始 
損益試算・採算分析を行い減収リス
クを把握 
地域公共交通会議承認 
販売開始（販売期間 1年：2020年 9
月まで） 
使用開始、モビリティ･マネジメント
（継続中） 

サブスク運賃対象：11路線 
※赤字 2/3 補助で運行して
いた 2路線は対象外 

2020年 3月 総合都市交通計画策定 
（目標：市内路線バス 2本/時 以上） 

 

2020年 4月 新規路線（ハーヴェストウォーク
線）、増便（新市民病院線） 

サブスク運賃対象：13路線 

2020年 6月 販売期間 1 年延長を地域公共交通会
議承認 

 

2021年 4月 対象路線を 2 路線追加/赤字 100%補
助化 

サブスク運賃対象：14路線 

2021年 6月 noroca 恒久サービス化を地域公共交
通会議承認 

 

2021年 10月 LINEスマホ定期券化・増便（高岳線） 
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（１）三つの関門 

noroca は、表 3-3に示したスケジュールの通り 5ヶ月と短い期間の中で検討、意思決定し

実現したものであるが、その道のりは決して平坦なものではなかった。以下に導入に際し直

面した３つの大きな「関門」について記述する。 

 

a）第一の関門：価格の決定 

市役所の担当部署内では、運行収入の減少を危惧して、日本国内で前例のある旧定期券の

30％割引価格（割引率約 50％）で販売したいとの意見があった。特におーバスの運行・収

入管理を担当していた都市交通推進室の担当主事は、バスサービスを安売りしたくないと

いう考えを持ち、利用者増加で乗り残しが発生し、利用者の信頼を損なってしまうのではな

いかという懸念を抱いていた。 

それに対して、市の部署責任者であった筆者は、市内のバス利用者を増加させて、自動車

に依存して公共交通が不便で渋滞が多発する小山市の交通環境を改善する必要があると考

えていた。そのため、筑波大学の大型一括特約定期の経験から、新規のバス利用者を獲得す

るためには住民が気軽に支払える額、例えば 50%割引、70%割引にする必要があると主張し

た。 

また筆者は当時定期券保有者が約 120 人おり、バス利用者数約 2000 人/日と比較して非常

に少なく、さらにほぼ毎日バスを使っている住民も総数 437 人と試算されるため、減収はあ

っても少額であると見込んでいた[1]。更に駅周辺の駐輪場（1,000円/月）、駐車場（5,000~10,000

円/月）の価格が低く、それと比較して、従前の定期券 8,400 円/月の価格は競争力を持って

いないことも課題と捉えていた。 

バス事業に長年関わっていた都市交通推進室長は、携帯電話会社のように顧客を広く確

保するために思い切った値下げをする手法を前向きに捉え、利用者が増え、減収はしないと

踏んでいた。またテーマパークの年間パスポートのように、長期間の定期券が売れることで、

収入の見込みが立ちやすく、予算要求額を算出しやすくなると考えていた。 

上記の意見を出し合った上で、減収にならないという確証はないが、MM（第 4章で後述）

によって減収はさせない、減収した場合の最後の手段は補正予算を手当するという覚悟で、

担当部門として、50%割引、70%割引を提案することとした。 

 

b）第二の関門：関係者との合意形成 

50%割引、70%割引の定期券を実現するには、市長及び地域公共交通会議の承認を得る必

要があった。当然ながら、値下げを提案した際、市の財政負担増加を危惧する意見が出た。

「おーバスを大赤字バスにするつもりか」という意見さえあった。これに対しては、現況の

利用者データを提示して、必ず減収するわけではない、減収しても額は少ないと説明を行っ

た。加えて説得のために、次の２点を提案した。 

1）norocaの販売期間を１年間とする。運行収入の状況を評価して販売継続を判断する。 
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2）マイナンバーカード保有者に限定し norocaを販売する（市では取得率を高めることを

政策目標にしていた） 

減収リスクを最小限にする処置と、政策目標に合致する提案をした結果、市長から承認を

得ることができた。その後、地域公共交通会議においても同様のやりとりがあったが、承認

を受け、2019年 10月から使用開始できることとなった。なお、導入後 1年間（2019年 10

月〜2020年 9月）の評価をしたところ、減収は確認されず、販売期間を 1年延伸している。

その後も noroca 導入による収入減は確認されず、増収、利用者増に繋がっていると結論づ

けている。このため、2021年 6月開催の地域公共交通会議において、販売期間を 1年ごと

に更新することをとりやめ、収入や利用者の動向を検証し、必要があれば、価格変更等で対

応することが承認された。またマイナンバーカードも普及してきたことから、カード保有者

限定販売も同時期に解除している。 

 

c）第三の関門：ブランディングの検討 

前述した通り、筆者を含む市役所担当者は、MMを行うことで大幅値下げに対する減収リ

スクを低減させることを目指していた。MM自体の取り組みは第４章で詳細を記述するが、

定期券自体のブランディングも重要であると考え、普段バスを使っていない人でも、定期券

が欲しくなる、バスに乗ってみたいと思えるような定期券にしたいと考えていた。更に定期

券がおーバスの象徴になるようなブランドになって欲しいという願いを込めて検討した。

結果、名称、デザインの検討は多くの労力を割くこととなった。norocaの名称については、

市役所内で 100個の案作り、MM検討会に付議して、学識経験者、クリエイティブディレク

ター、デザイナー、コンサルタントなどから意見聴取をして、「noroca-おーバス 小山市コミ

ュニティバス全線パス」と決定した。デザインについては、デザイナーがロゴ８案、定期券

の意匠９案を作成し、同じく検討会の中で議論し決定した（デザイン案等は第 4 章参照）。 

 

（２）地域の協働 

noroca は、市役所、MM検討会メンバー、地域公共交通会議などでの議論を経て実現した

定期券であるが、その普及や運用には、さらに多くの関係者が関わりサービスを持続させて

いる。おーバスを日々運行している地元バス事業者４社、定期券販売の委託先であるまちの

駅思季彩館、noroca 情報が入ったタブロイド紙の市内全戸配布に協力してくださった市内

自治会、毎年新入生への noroca 販売促進冊子を配布してくださっている市内の学校、など

である。特に、導入当初は、まちの駅思季彩館の果たした役割が大きかった。サービス内容、

購入方法について多くの問い合わせがあり、それに１つずつ丁寧に対応してくださった。ま

た思季彩館への来訪者に noroca 購入を勧めるなどを率先して行っていた。さらに、購入希

望者の意見を思季彩館が市役所に届け、供用開始から 1 ヶ月後の 2019 年 11 月にマイナン

バーカード申請中であっても購入可能とする運用に変更した。その結果、norocaの販売枚数

が増加していった。 



  70 

検討開始から、5ヶ月の間に、市役所内合意形成、地域公共交通会議、運輸局の認可、運

行事業者への説明、タブロイド紙市内全戸配布の手配などを全てやり遂げた都市交通推進

室長、同室主事の果たした役割も大きい。 

こうした関係者の協働のおかげで、noroca は今も継続している。 

 

第３項 利用促進の取り組み 

 

利用促進の取り組みについて、定期券購入を促進し得るコミュニケーション・プログラム

の詳細は第 4章に記述することとして、本項では、導入時やその後の経緯に関する出来事を

記述する。 

導入後、すぐに定期券購入者が増えなかった筑波大学の事例を教訓に、丁寧で適切な情報

提供が重要と認識していた。 

もとより noroca は市内全戸配布予定のタブロイド誌による情報提供の目玉施策という位

置付けであったため、紙面作成は重点的に行った。タブロイド紙の１号は 2019年 10月、2

号は 2020年 2月、3号は 2020年 5月にそれぞれ 6万部印刷・発行。そのうち、市内の自治

会加入 5.3 万世帯に対して、市広報誌に同封して配布している。その後は、毎年 10 月に路

線図・時刻表に noroca 情報や Bloom!抜粋記事も掲載して市内に約 1万部配布、四半期に 1

回、地元ラジオが作成する情報誌（１期約 2万部、年間 8万部発行）と契約し norocaの情

報を掲載することを継続している。加えて市内バス沿線 4 高校、1 高専、1大学校の新入生

に対して noroca販促チラシ配布（合計約 3,200部）を毎年実施している。 

 

第４項 サービスレベルの経年変化 

 

norocaの販売促進するために、上記のような情報提供等だけではなく、利便性向上に努

めている。noroca は導入当初 11路線を対象に乗り放題としていたが、対象路線を拡大して

おり、2020年 4月に新設 1路線を追加し 12路線、2021年 4月に既存民間 2路線を追加し

14路線が対象となっている。 

中でも、民間バス会社が自主運行する路線バス含めた市内全路線を定期券の対象にして

いることが日本では類例のない特徴である。 

2020年 4月に新設 1路線、「ハーヴェストウォーク線」について詳細を記述する。この

路線は、商業施設が独自に小山駅と商業施設間を運行していたシャトルバスを路線バス化

したものである。実現まで数多くの協議を重ね、特に商業施設が、地域の活性化に貢献す

るとうい姿勢をもち、商業施設に発着する学生は運賃無料にする対価として従前支払って

いた費用の 9割を支出すること、市は車両費用を半額負担することを決断したことが実現

の決め手であった。 
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サービスレベルは、運行時間 7:30〜22:30、平日 2本/時・休日 3本/時ダイヤで、１時間

に１本程度しか運行していない他の市内バスとは一線を画すものである。2020年度の利用

実績は、21.8万人/年、従前のおーバス 13路線で運んでいた人数の 3分の 1に迫る数値で

ある。またバス事業者の収入も従前と比較して約 2倍になっている。 

次に、2021年 4月に既存民間 2路線を norocaの対象に追加した経緯の詳細を記述する。

当該民間 2路線は、noroca導入時、当該路線が赤字になった場合、市が赤字額の 3分の２

補助する仕組みで運行していた。2019年 10月の noroca導入時に、当該 2路線を乗り放題

の対象路線にするため、市と民間バス会社の交渉が行われた。しかし、民間バス会社が

「運行収入減少の可能性がある」という理由を示し、当該 2路線を norocaの対象にする合

意は得られなかった。その後、市民から市役所に「2路線を norocaで乗れないのは、沿線

住民だけ不公平である、norocaの対象にしてほしい」という要望がしばしば届いていた。

この声を受け、市は、民間バス会社と「赤字額を 3分の 2 から全て負担する仕組みへの変

更」と「2路線を norocaの対象にする」交渉を同時に行い、その交渉や予算措置が完了し

た、2021年 4月にサービスを開始した。 

これらの新設路線、増便等のサービス改善を行うことは、小山市総合都市交通計画

（2020年 3月策定）に位置づけられており、市内の他路線で展開していく予定となってい

る。特に、学生利用者の増加が顕著であり、バスの早朝時間帯において乗り残しが発生し

ている。これに対しては、混雑する便のみの臨時続行便で対応しており、さらに 2021年

10月にはダイヤ改正で最も混雑している路線（高岳線）の便数を倍増させている。今後も

利用者増加に伴う輸送力の増強を行うことを計画しており、運行経費の増加を見込んで予

算要求している。 

上記以外のサービスレベルの変化について、2021年 10月からは、無料通信アプリ

「LINE（ライン）」を活用したモバイル定期券を導入している。 

 

第４節 本章のまとめ 

 

本章では、日本で長期間実装している低廉なサブスク運賃導入２事例を対象に、関係者

ヒアリング、文献調査を実施して、[1]主要な出来事の時系列整理、[2]主体ごとの役割の整

理、[3]サービスの検討過程の記述、を整理し、主に公共交通サービスの提供開始に至るま

でのサービス設計の要点、成立条件を明らかにすることを目的としている。 

目的の達成ため、第２節、第３節では、それぞれの事例に対して、導入プロセス、利用促

進の取り組み、サービスレベルの経年変化を記述した。本節では、これらの内容を、[1]主要

な出来事の時系列整理、[2]主体ごとの役割の整理、[3]サービスの検討過程の記述に整理し、

サブスク運賃のサービス設計の要点、成立条件を示す（表 3-4）と共に、その詳細を記述す

る。 
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表 3-4 検討・導入・運営時におけるサブスク運賃のサービス設計の要点、成立条件 

【凡例】 

●成立条件：     公共交通サービスの運営開始までに至ることが出来る条件 

◎持続条件：     運営開始後、交通サービスが持続して提供できる条件 

■サービス設計の要点：成立や持続に対して直接的に大きな影響を及ぼすわけではない

が、サービス検討やサービス改善の際に考慮すべき重要な事項 

運営主体 筑波大学 小山市 

主要な出

来事の時

系列整理 

●長年、交通サービスの改善を通して、地域公共交通の問題解決に取り組

んでおり、その一環で、低廉なサブスク運賃導入の検討をスタート 

■低廉な価格が大切（”毎日乗らなくても購入してみよう”と思える価格） 

●大型特約一括定期制度創設:運輸

局から大学構成員のみの割引に

難色を示され、大学が定期券

5000枚を一括買取りする制度を

創設。他の団体へも同様の割引

ができるため認可を得る 

●混雑対策に、既存路線に加えて 

予め新規路線(大学循環)を整備 

◎大学の負担軽減のため定期券価

格の値上げを 3 回実施（持続性

を低下させる条件として掲載） 

●精緻な需要予測ではなく、損益試

算・採算分析を行い減収リスクを

把握 

●減収リスクを考慮して、販売期間

を限定、その後、恒久サービスに

転換（サービス設計をアジャイル

に行っている） 

◎※混雑対策に、臨時便、増便で対

応 

◎※新規路線を整備し対象路線を拡

大（小山市総合都市交通計画策

定、実行） 
※サービス開始後に実施しているも
のであるが、筑波大学との対比で
本表に掲載。 

主体ごと

の役割の

整理 

●運営と運行を分離している 

運営主体が定期券を販売、減収リスクをとって、収入保証をする 

運行事業者（バス会社）はバスサービスの提供（安全管理・運行管理） 

●地域協働、関係者協働によってサービス設計・普及する 

サービス

の検討過

程の記述 

●運営主体がサービス導入にリーダーシップを発揮 

●キーパーソン(筑波大事例：大学教員・バス会社幹部、小山市事例：市

役所職員)が関係者調整、説得を行う。 

◎筑波大学は当時のキーパーソンが不在。（持続性を低下させる条件とし

て掲載） 

■定期券の仕組みをシンプルにわかりやすくする（紙の定期券） 
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第１項 主要な出来事の時系列整理 

 
筑波大学は、2004 年 4 月から開始した学内交通環境改善の検討の結果、大学がバス事業

者から 1年間有効の定期券 6千枚を 5,000万円一括買取りし、大学構成員に再販する「大口

特約一括定期」制度を創設、活用することで 9割引という低廉なサブスク運賃を実現して、

運営主体の大学の財政負担軽減と運行事業者の事業性を両立させていた。 

特に、毎日バスに乗らない学生でも購入しよう思わせるような価格設定（導入時は学生

4200円/年）は、「大口特約一括定期」制度が可能にしていた。またこの制度は、運輸局から

大学構成員のみの割引に難色を示され、その解決のために生まれたものであった。 

小山市も筑波大学と同様に、市内の交通環境改善を目的として低廉なサブスク運賃の検

討をスタートさせていた。市は、交通環境改善のため市民のバス利用促進を目的に、市内全

線定期券の 7 割引を決断し、販売期間を暫定 1 年とする減収リスク軽減策を講じて、利用

者数・運行収入を 1年ごとに評価し、2年間サービスを継続させ、その後、減収が確認され

ないため、恒久サービスに転換していた。価格設定にあたっては、精緻な需要予測ではなく、

損益試算・採算分析を行い減収リスクを把握していた。短い期間で、できる範囲の損益試算・

採算分析によってリスクを把握し、その上で低廉なサブスク運賃導入の決断を行ったこと

が、重要な成立条件と考えられる。精緻な需要予測には、データ収集やモデル構築に時間が

かかり、5ヶ月という短い期間では低廉なサブスク運賃導入には至らなかった可能性が高い。 

また、両事例は共通して、地域公共交通の問題認識、共有から検討を始めていた。更に両

事例は共に、長年、地域公共交通の問題解決に取り組んでおり、その積み重ねの上に、低廉

なサブスク運賃が導入されていた。地域公共交通の問題解決という目的は、公的機関がサー

ビス導入の主体になるための重要な視点である。 

更に混雑対策として、筑波大学は利用者増加を見込んで、サービス開始時に新規路線を整

備していた。その後は、値上げ（3 回）や減便など、一貫してサービスレベル低下措置を取

っていた。対照的に、小山市は、乗り放題の路線を拡大し、更に利用者増加に伴う混雑対策

に、臨時続行便や増便で対応していた。また総合都市交通計画を策定し、行政計画に新規路

線や増便を位置づけ、対象路線拡大、サービスレベルの充実を推進していた。この違いがど

のように影響するかは、第 5章で示す。 

 
第２項 主体ごとの役割の整理 

 
両事例とも、導入時に懸念される減収リスクを公的機関である筑波大学、小山市が、収入

保証し、サービスの導入に大きな役割を果たしていた。 

収入保証は、バス事業者に、バス運行や安全管理に注力させることができる効果があり、

更に収入保証が長期間担保されれば、運転手採用、バス車両購入のなどの長期的な経営方針

を立てやすく、サービスを維持しやすい環境になると考えられる。 
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また両事例とも、地域協働、関係者協働によってサービス設計、普及に努めていた。バス

事業は営利事業であり、サービス維持は、バス事業者のみが責を負うように考えられること

がある。両事例では、先に記述した公的機関が中心的な役割を果たし、関係者が協働するこ

とで、バス事業者単体では実現し得ない、格安で利便性の高いサービスを提供していた。 

 

第３項 サービスの検討過程の記述 

 

両事例とも、筑波大学、小山市という地域交通に一定の責任を負う公的機関がサービス導

入にリーダーシップを発揮し、中心的役割を果たしていた。 

またキーパーソンもサービスの成立には欠かせない存在であった。筑波大学の事例では、

筑波大学教員（当時）と関東鉄道の担当専務（当時）、小山市の事例では、市役所職員が関

係者調整、説得を行い、サービス成立に尽力していた。 

しかしながら、筑波大学のキャンパス交通システムは導入から 17年が経過し、当時のキ

ーパーソンが不在になっていることが課題である。キーパーソンに依存する事業は、業務が

属人化していると言い換えられ、サービスの持続性を低下させてしまう可能性がある。また

路線図や時刻表の情報提供を筑波大学公共心理研究室が担っていることも課題である。こ

の研究室が筑波大学に未来永劫存続する保証はない。この対策としては、業務の標準化が必

要と考えられる。 

対策として、小山市では業務標準化のために、[1]実効性の担保された中長期計画の策定

（総合都市交通計画の策定）、[2]計画実行を担う体制（2名から 4名への人員強化）を作り、

[3]人材の育成を行なっている。詳細については第 7 章で記述するが、筑波大学が小山市の

ような体制をとることが期待される。 

最後に、サービス検討過程におけるサービス設計の要点に、「定期券の仕組みをシンプル

にわかりやすくすること」をあげる。１章で示した通り、筑波大学の定期券は、シールを学

生証に添付するだけで、定期券として使えるとシンプルな仕組みになっている。小山市の定

期券は、紙、モバイルともにバス運転手に見せるだけで市内の路線バスすべてに乗車が可能

となるシンプルな仕組みとなっている。 

導入コスト、オペレーションコストを縮減するため、定期券の仕組みをシンプルにわかり

やすくすること、余計な選択肢を作らないことは、利用者の利便を向上させるために重要で

ある。 
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＜第 3章の補注＞ 

[1]具体的に、収支を試算した結果を示す。 

noroca導入前の定期券保有者は約 120 人であった。また 2018年のパーソントリップ調

査の結果より、ほぼ毎日バスを使う市民は 437 人、月 2~3 日以上バスを利用する市民

4,212 人であった。 

この数値を使用して算出した収支を示す。120 人のみが norocaを購入した場合は約 70

万円/月の減収となる。437 人のみが norocaを購入した場合は約 2,100万円/月の減収とな

る。4,212 人が norocaを購入した場合、1,800万円/月の増収となる。 

上記の金額は、それぞれのグループの平均支払額と norocaの最安値の差額に人数を掛

け合わせて簡易的に算出したものである。また平均支払額は、利用頻度に、片道あたり

の平均支払運賃 167 円を算出した。167 円は 2018 年度の運行収入 119,103,997 円を利用

者数 713,403 人で除算した額である。結果、平均支払額は 120 人のグループは 8400 円/

月、437 人のグループは 7300 円/月、4212 人のグループは 1980 円/月、noroca の価格は

2400円/月と設定している。 

上記から、月に何回かバスを利用する住民が norocaを購入すれば、値下げによる減収

と noroca利用者による増収が釣り合う可能性があり、norocaには、全線乗り放題の付加

価値がついているため、この目標は達成できる可能性は低く無いと判断していた。 
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第４章 サブスク運賃普及のための MM 技術開発と実証 

 
第１節 本章の目的と構成 

 
本章は、定期券(サブスク運賃)購入を促進し、サービスを持続させ得るMM ツールを含む

コミュニケーション・プログラムに関する技術を蓄積することを目的とする。定期券（サブ

スク運賃）の購入を促すことは、公共交通をまず 1 回乗ってもらう（一般的なMM）ことよ

りも、相当ハードルが高い。またバスの定期券はほぼ毎日公共交通を使う人向けに若干割引

した価格設定（通常割引率 30％程度）になっているため、通勤通学等で毎日使う人以外定

期券を購入しないのが一般的である。 

このような課題があるなか、多くの人に、定期券を購入する（公共交通を習慣的に利用す

る）ハードルを超えてもらうためのコミュニケーション・プログラムの要点としては、[1]

「毎日乗らなくても購入してみよう」と思える低廉な価格の定期券、[2]ライフステージが

変わるタイミングでの MM、[3]人々のライフスタイルをバス主体に転換させ得るブランデ

ィングを用いたMM、を提案する。本研究では上記の観点から、定期券購入を促進し得るコ

ミュニケーション・プログラムを企画し、効果測定実験を設計実行することで、その効果を

明らかにする。 

上記の条件[1]については、本研究対象 2 事例は、低廉なサブスク運賃であるため、すで

に条件を満たしている。 

本章第 2節では、主に[2]ライフステージが変わるタイミングでのMMに着目し、筑波大

学で行った新入生が大学に入学するタイミングで実施した定期券の購入を促すコミュニケ

ーション・プログラム、学生がアパートを探すタイミングで実施したバス停近くに居住する

ことを促すコミュニケーション・プログラムについて、その施策の概要、効果を明らかにす

る。 

本章第 3 節では、主に、[3]人々のライフスタイルをバス主体に転換させ得るブランディ

ングを用いた MM に着目し、小山市で行ったブランディング手法を用いて、小山市の魅力

やバスのあるライフスタイルを提案するバスの情報誌制作の概要、制作プロセス、コミュニ

ケーション方法、効果を明らかにする。 

本章第４節において、筑波大学と小山市のMMを総括し、定期券(サブスク運賃)購入を促

進し、サービスを持続させ得るMM ツールを含むコミュニケーション・プログラムの要点、

留意点、工夫点を整理する。 

なお、ここでいう、MM ツールとは、チラシや情報誌など広報媒体のことを指し、コミュ

ニケーション・プログラムとは、広報媒体の企画、制作、配布（配布方法や配布のタイミン

グの設計含む）、効果測定など一連の取り組みを指す。 
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第２節 ライフステージが変わるタイミングでの MM の取り組み 

 
筑波大学では、ライフステージが変わるタイミングに着目し、キャンパス交通システムの

利用促進を目的として、以下の３つの取り組みを行なっている。 

① 新入生の入学手続き書類にキャンパス交通システムの定期券購入申込用紙を同封

（2006年から 2022年度現在まで毎年度実施 ※2014年度除く）1) 

② 学生と教職員を対象に、路線図、時刻表を含めた適切な情報提供を目的としたチラシ

とバスマップを配布（2006年度は学生教職員に配布。2007年から 2022年度現在まで

は学生の新入生に配布。）1,2,3) 

③ バス停沿いのアパートに居住を促進するコミュニケーション・プログラム（つくばア

パートマップ、居住地選択動機付け冊子の配布）の実証実験 4.5) 

以下に、①から③について、その内容や効果を記述する。 

 
第１項 入学手続き書類への定期券購入用紙同封 

 
筑波大学の新入生は、全国各地から引っ越してきて大学敷地内の宿舎や大学周辺の賃貸

アパートに住む学生、つくばエクスプレス沿線に居住し鉄道を使って通学する学生が大半

である。そうした学生は入学後、段々と日常の行動、ライフスタイルを確立していく。ライ

フステージが変わり、ライフスタイルが確立する前に、定期券の購入を促す情報提供を行い、

バスのあるライフスタイルへ転換させることは、バス利用促進の観点から、効果的、効率的

である。 

その点、筑波大学総務課は、新入生の入学手続き書類にキャンパス交通システムの定期券

購入申込用紙を同封することで、入学と同時に定期券購入を勧めるコミュニケーション・プ

ログラムを実施している。具体的には、キャンパス交通システムの概要と利用申込書（図 4-

1）、チラシ（図 4-2）を同封している。この利用申込書で購入した学生は、入学時に配布さ

れる学生証にシールが貼ってあり、学生証受領後すぐにバスに乗れるようになっている。 
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図 4-1 キャンパス交通システムの定期券購入申込用紙 



  80 

 

図 4-2 キャンパス交通システムのチラシ 
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上記のコミュニケーション・プログラムの効果について考察する。図 4-3にキャンパス交

通システム定期券発行枚数の推移を示す。発行数は大学から集計値を受領したものである。 

まず、定期券発行枚数全体にどの程度影響があったのか把握する。全体の定期券発行枚数

は、2005年度の 3,055枚から、2006年度 5,674枚と増加している。そのうち入学書類で申し

込みを行った学生は 2,078枚となっている。 

次に、新入生全体のうち何割が定期券を持つようになったのかを把握する。筑波大学の新

入生は毎年おおよそ 4,200 人（配布初年度の 2006年は 4,178 人）である。それに対して、入

学書類で申し込みを行った学生は 2006年度から 2013年度は約 2,000 人（新入生のおおよそ

半分）で推移している。値上げ後の 2015年度以降は約 1,200 人（新入生のおおよそ 3分の

１）で推移している。また入学書類に同封できなかった 2014年は、当然 0 人であり、全体

の定期券発行枚数も大きく減少している。 

上記の結果は、新入生に対して定期券購入申込用紙を同封し、申し込み（購入）を促すこ

とは、定期券の購入を促進する大きな効果があったことを示唆するものである。 

更に、新入生が次年度に定期券を購入し続けたのか算出したところ、2006 年度学群 1 年

生の定期券購入者は 1,837 人、2007 年度学群 2 年生の定期券購入者は 729 人となり、その

数は約 4 割に減少していた。2008 年以降は大学が学年別の販売数を集計していないため不

明である。この上級生の購入率が低い課題については、本節第２及び３項でその解決のため

の施策やその効果について記述する。 

 

 

図 4-3 キャンパス交通システム定期券発行枚数の推移 

  

(枚)

MM1：オールインワンのチラシとバスマップを新入生オリエンテーションで配布 （● ：左記を実施，HP:情報をHPに掲載のみ）
MM2：入学手続き書類に定期券購入申込用紙同封（●：左記を実施）
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第２項 オールインワンのチラシとバスマップの配布 2、3) 
（１）施策の概要 

キャンパス交通システムは、導入初年度の 2005 年度は、大学が用意した 6,000 枚定期券

のうち、3,000 枚強の販売実績に留まった。この理由としては様々なものが考えられるが、

キャンパス交通システムの存在を｢知らない｣、あるいは知っていても｢申し込み方法や使い

方を知らない｣人々が多かったのではと推測された。そこで、キャンパス交通システムのさ

らなる周知と利用促進のため、2006年、入学、進学、引っ越し、赴任などライフスタイルが

変わる時期に、筑波大学の全ての構成員（学群生･院生と教職員）を対象に、路線図、時刻

表を含めた適切な情報提供を目的としたチラシとバスマップを配布し、その効果測定を行

った。 

 

（２）コミュニケーション・プログラムの概要 

①MM ツール 1：オールインワンのチラシ（図 4-1、図 4-2） 

全ての学生・教職員に配布することとしていたため、配布効率を考慮し A4 版裏表カラー

印刷を 2 つ折りして A5 版にした、冊子型のデザインにした。 

冊子の内容は、MMにおいて情報提供すると効果的とされる内容（動機付け・定期券利用

例・購入方法・購入申込書・携帯可能なバス時刻表）6)をできる限り記載し、かつ見やすく、

読みやすいレイアウトに配置している。チラシの中の申込書に必要事項を記入し、購入場所

に持っていくと購入できるようになっている。 

また動機付け情報については、ライフスタイルの転換に着目した情報も掲載しており、

「雨の日や寒い冬に自転車を使わずに通学できます」、「つくばセンターで、気軽に食事やお

買い物を楽しめます」というフレーズを表紙面に配置（図 4-4）し、中面では具体的なタイ

ムスケジュール（図 4-5）を掲載している。 

このデザインは、一部内容変更を行いつつ、2022年時点まで踏襲されている。 
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図 4-4 オールインワンチラシの表・裏面 

 
図 4-5 オールインワンチラシの中面 
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②MM ツール 2：つくば市内バスマップ 

つくば市のバスの路線図やバスを利用する際に必要となる情報を提供することで、キャ

ンパス交通システム区間に留まらず、つくば市内のバス利用を期待して、つくば市内のバス

マップを配布している。 

デザインは、チラシと同様のもので統一感を演出し、表面に「つくばセンター発着路線バ

ス運行案内(始終発･頻度･便数･所要時間)」「つくばセンターから行ける主な公共施設」「つ

くばエクスプレス時刻表」「つくば市コミュニティバス つくバス運行案内」「高速バス（東

京・成田・羽田行）運行案内」を記載（図 4-6）し、裏面に路線図を記載（図 4-7）している。

このバスマップのデザインも、2022年時点まで踏襲されている。 

 

 
図 4-6 つくば市内バスマップ表面 
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図 4-7 つくば市内バスマップ路線図面 
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③配布のタイミング 

定期券の購入を促す情報提供のタイミングとしては、入学、進学、引っ越し、赴任などの

タイミング、年度の初め（4月）が望ましい。 

また大規模に情報提供を行う際は、その組織（ここでは筑波大学）の情報伝達網を使うこ

とが、経費や労力削減に効果的である。 

この点、筑波大学の新入生と教職員に対しては、筑波大学事務を介して、2006 年 4 月に

オールインワンのチラシとバスマップを配布することができた。新入生にはオリエンテー

ション時に、教職員には学内メール便を利用して配布した。 

しかし、上記以外の上級生は 4月に全員が集まる機会がないため配布できなかった。そこ

で、履修の重複がなく、最も多くの学生が履修している一般体育の授業の際に、オールイン

ワンのチラシとバスマップを配布した。配布計画の作成や大学に承認を得るのに時間を要

し、配布時期は 2006年 6月となった。 

 

（３）効果測定調査の概要 

上述したコミュニケーション・プログラムの効果測定のための調査概要を示す。 

効果測定は、新入生以外の上級生を対象に行った。その理由は、新入生や教職員に対し

ては、調査オペレーションの制約で制御群（チラシを配布しない群）を設定できなかった

ためである。このため、新入生を対象にしたオールワンのチラシ配布の厳密な効果測定は

困難であった。 

調査フローを図 4-8に示す。2006年 4月にオールインワンのチラシを配布し、同年 11

月に定期券を購入したか否か、翌年 2007年 4月に定期券を購入したか否かを大学から定

期券購入データ提供を受けて確認した。また効果測定のため、制御群（チラシを配布しな

い群）を設定している。分析対象は、wave1アンケートと wave2アンケートに回答した実

験群、制御群であることを特定できた被験者 190名（表 4-1）とした。なお、本研究では

アンケートの集計結果、分析結果は割愛し、定期券の購入行動を分析する。また定期券の

購入経験によって、定期券購入行動に差が出ることが考えられるため図 4-9に示す 4分類

ごとに集計する。 

 



  87 

 
図 4-8 調査フロー 

 

表 4-1 アンケート配布、回収数 

 

 

図 4-9 定期券購入経験の 4分類 

 

（４）効果測定結果 

コミュニケーション・プログラムの 2006年時点定期券購入促進効果については、チラシ

配布のタイミングが 6月になってしまい、6月以降の定期券購入者はほぼおらず、その効果

は確認できなかった（2006 年 11 月上旬確認）。理由としては、定期券が 1 年間いつ購入し

!"#$%
在籍数)*%+年- 配布数 回収数 配布数 回収数
23456 23456 %3255 7 7

実験群 235;< %3+6+ 4;5 %26
制御群 ?+< 5@? %;5 ?6

%3+2+ %3+2+ +2< 7 7
43@;% 6 6 7 7
;36@; 2322% <;2 7 7
2636;2 @3?4% 53%2+ ;@6 %@6

新入生

新入生
新入生以外

教職員
合計

大学院

!"#$2

大学
新入生以外 ?3+2@

定期券未購入

定期券購入

2005年

定期券未購入

定期券購入

2006年

定期券未購入

定期券購入

リピート購入(○○)

購入リタイヤ(○×)

新規購入 (×○)

購入経験無 (××)



  88 

ても（4月に買っても、10月に買っても）価格が定額で変わらず、購入するか否かの判断は

年度当初の 4月に行っているからであると考えられる。このように、定期券の購入を促す上

で、コミュニケーションの”タイミング”が重要であることを改めて確認することとなった。 

次に、2007年の定期券購入促進効果について考察する（2007年 4月確認）。 

図 4-10に、定期券購入経験別の 2007年度定期券購入率を示す。図で示す通り、定期券の

購入経験が無い学生（購入経験無）のうち、2006 年度オールインワンのチラシを受け取ら

なかった学生（制御群）は翌年度の 2007年度は定期券を購入していない。一方、オールイ

ンワンのチラシを受け取った学生（実験群）は、翌年度の 2007年度、16.7%が定期券を購入

している。これは、定期券購入経験の無い学生に、オールインワンのチラシを配布すること

は、定期券の存在を学生に知らしめ、定期券購入を動機付ける等の効果があり、結果として

定期券の購入を促す効果がある可能性を示唆するものである。 

購入を取りやめてしまった学生（購入リタイヤ）は、制御群、実験群共に定期券を購入す

る人はいなかった。また 2007年 4月時点における昨年度（2006年度）定期券を購入した学

生（リピート購入、新規購入）は、購入率が高く、制御群、実験群共に大きな差はなかった。

これは、いずれの学生も定期券購入経験があるため、実際の定期券の利用経験に基づき翌年

度（2007 年度）の定期券購入の意思決定をしていることが考えられ、オールインワンのチ

ラシ等を配布するだけのコミュニケーションでは、定期券購入を動機づけまでには至らず、

定期券購入を更に促すような効果が得られなかった可能性を示唆するものである。 

 

 
図 4-10 定期券購入経験別の 2007年度定期券購入率（制御群・実験群） 

（2007年 4月時点） 
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最後に、制御群、実験群を設定できず厳密な効果測定できなかった、新入生へのオール

インワンのチラシ配布コミュニケーションについて、その効果はあったのか、入学手続き

書類への定期券購入用紙同封に加えて、更に新入生オリエンテーション時にチラシを配布

する必要があるのか、考察する。 

2006年度学群新入生 2,484 人のうち入学手続き時に定期券を購入した学生は 1,483 人

(59.7%)、購入しなかった学生は 1,001 人であった。その後、購入しなかった 1,001 人のう

ち 430 人（43.0%）が入学後に定期券を購入していた。これはオールインワンのチラシ等

を受け取った後、43.0%と比較的高い割合の学生が定期券を購入していたことを示してい

る。参考に、2006年度学群上級生の定期券購入は、7,649 人のうち 1,017 人（13.3%）であ

る。 

また図 4-3 より、オールインワンのチラシ等の配布をやめ、オールインワンのチラシの

データをホームページ掲載開始した 2019年度は、2018年度と比較して、販売枚数が 133

枚減少している。その他の販売枚数（教職員の現物支給、入学書類申込数）は大きく増減

しておらず、定期券価格の変更もない。2019年度以前から（2017年から 2018年にかけ

て）定期券販売枚数は減少していたため、その減少基調を引き継いでいた可能性もある。 

一方で、新入生オリエンテーションの際に、配布されるチラシで、初めてキャンパス交

通システム定期券の存在を知り、定期券を購入する学生も少なからずいると考えられ、チ

ラシ配布を取りやめることで、その機会が失われ、結果として定期券購入者が減少した可

能性も否定できない。 

これらのことから、新入生に対して、入学手続き書類への定期券購入用紙同封に加え

て、オールインワンのチラシ等を配布することは、入学手続き時に定期券を購入しなかっ

た、若しくは忘れていた学生に、定期券の存在を改めて知らせることが出来、その結果定

期券を購入する学生を増やすことに繋がる可能性があると考えられる。 
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第３項 居住地誘導のためのコミュニケーション・プログラム 4、5) 

 

筑波大学キャンパス交通システムは、第１項、第２項の取り組みなどによって新入生の定

期券購入者は大幅に増えていた。一方で、2年生に進級すると定期券の購入を取りやめてし

まうという課題があった。取りやめてしまう理由には、自動車購入などの理由のほか、”バ

ス停から遠いところに引っ越した”という理由が多かった。筑波大学の引っ越し行動は、新

入生の多くは大学敷地内の学生宿舎（キャンパス交通システム沿線）に入居し、2年生に進

級するタイミングで、大学周辺のアパートに引っ越すという特徴がある。そのため、バス停

までの距離を考慮せずに引っ越し、結果としてバスを使わなくなってしまう学生が少なか

らず存在する。 

この課題に対して、バス停沿いのアパートに居住を促進するコミュニケーション・プログ

ラム（引っ越し先を探すタイミングで、つくばアパートマップ、居住地選択動機付け冊子の

配布）の実証実験 4、5)を行った既往研究がある。以下、その研究の概要を記述する。 

その研究では、公共交通の便利なアパートの選択を誘導するための説得的なコミュニケ

ーション・プログラムを開発している。プログラムの効果を測定するため、筑波大学の学生

を対象とした実証実験を行い、バスの情報を付与した住宅情報誌（図 4-11）を配布すると、

公共交通の便利なアパートを選択する確率が 2 倍になること、バス利用を考慮した居住地

誘導のための動機付冊子（図 4-12）を配布するとさらに確率を高めることを示している。ま

た、これらの情報提供を受けた学生に対して、追加でオールインワンのチラシを配布するこ

とで、キャンパス交通システム定期券の購入を促し、バスの利用を促す効果があることを示

している 4.5)。 

上記は、適切なタイミングで適切な情報を提供することは、公共交通利用促進に寄与する

こと示唆する結果である。 

 

 
図 4-11 つくばアパートマップ 4、5) 

バス便利マーク
バス停から徒歩3分
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図 4-12 居住地選択動機付け冊子 4、5) 

 

  



  92 

第３節 ライフスタイル転換を目指したブランディングを用いた MM の取り組み 7) 

 

本節では、人々のライフスタイルをバス主体に転換させ得るブランディングを用いたMM

に着目し、小山市で行ったMMの概要や効果等を明らかにする。 

小山市の MM プロジェクトでは、人々のライフスタイルをバス主体に転換させるため、

ブランディング、デザインの活用を最重要事項と設定し、企画段階からクリエイティブディ

レクター、デザイナーが参画している。 

MM は、『ひとり一人のモビリティ(移動)が社会的にも個人的にも望ましい方向へ自発的

に変化することを促すコミュニケーションを中心とした交通政策』6)と定義され、人々の態

度・行動変容を促すためには、提供する情報に共感や信頼を得るためのブランディングや、

機能的で美しいデザインが重要な要素となる。 

特にブランディングについて、世界最大級のブランディング会社の一つであるランドー

アソシエイツは、『ブランドは、人間のもつ感情的な側面によって評価され、蓄積されるこ

とで、人に行動を促すという特徴がある。またブランディングに用いる手法は、ブランドの

独自性を抽出し、「ストーリー」をつくること、伝えること、育むこと。』8)と述べている。 

このことからも、ブランディングと MM は親和性が高いこと、MM にブランディングを

用いることはコミュニケーションによる感情的な側面への働きかけ、人の行動を促す効果

を高める可能性が高いと言えるだろう。 

加えて、小山市のMM は、2020年度グッドデザイン賞、令和 2年度 JCOMMプロジェク

ト賞を受賞し、「この取り組みは日本全国の地域で参考にしていただきたい」、「完成度の高

い MM プロジェクトとして高く評価されました」と評されている。このように高い評価を

受けた事例のツール制作プロセスを明らかにすることは、より質の高い MM 実施にとって

有用な知見となる。また MM ツールの再現性を高めるためにも、そのツール制作プロセス

を記述し共有することが重要である。 

本節では、上記の認識のもと、MM 実務者の視点から、小山市の MM のブランディング

プロセスを記述することで、実務上の留意点、工夫点を明らかにすることを目的とする。加

えて、アンケート調査や定期券の販売データを用いて、MMの効果分析を行う。 

 

第１項 プロジェクトの概要 

 

小山市では、2018 年 8 月に地方創生推進交付金の採択を受けて、コミュニティバス・お

ーバスの利用促進 MM プロジェクトを開始した。この予算を活用し、全市民向け生活情報

タブロイド紙「Bloom!」を新たなメディアとして立ち上げ、路線図と時刻表をその一部とし

て折り込んで市内全戸 6 万戸へ配布するプロモーション事業を実施した。タブロイド紙は

2019年 5月から企画検討が開始され、１号は 2019年 10月、2号は 2020年 2月、3号は 2020

年 5月にそれぞれ 6万部印刷・発行。そのうち、市内の自治会加入 5.3万世帯に対して、市
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広報誌に同封して配布している。表 4-2にプロジェクトの経過を示す。 

 

表 4-2 MMプロジェクトの経過 
2018 年 

8 月 

 

2019 年 

5 月 

 

6 月 

 

7 月 

 

9 月 

 

10 月 

 

 

 

11 月 

 

12 月 

 

2020 年 

2 月 

 

 

 

 

3 月 

 

5 月 

 

地方創生推進交付金採択 

 

 

第 1回検討会 

キックオフミーディング 

第 2回検討会 

ブランドコアメッセージ，noroca 名称検討 

第 3回検討会 

noroca デザイン，Bloom!名称，1 号企画検討 

第 4回検討会 

Bloom!1 号のデザイン・記事検討 

第 5回検討会 

Bloom!2 号の企画検討 

noroca 使用開始 

Bloom! 第 1 号  配布：6万部配布 

第 6回検討会 

Bloom!2 号のデザイン・記事検討 

第 7回検討会 

Bloom!2 号のデザイン・記事検討 

 

Bloom! 第 2 号  配布：6万部配布 

    市内高校 4校 ：ビラ 4千部配布 

     市内企業事業所：Bloom!2 千部配布 

第 8回検討会 

Bloom!3 号の企画検討 

第 9回検討会(web) 

Bloom!3 号のデザイン・記事検討 

Bloom! 第 3 号  配布：6万部配布 

 

第２項 ブランディングの検討体制と初動の失敗 

 

本項では、プロジェクトの初動期におけるブランディング検討体制と失敗というプロセ

スを記述し、ブランディングに必要となる検討体制などの教訓を記述する。 

 
（１）プロジェクトの始動と失敗 

2018 年 8 月にプロジェクトを立ち上げ、MM に使用できる予算は 1,800 万円であった。

検討当初から、車社会の小山市で、全市民向けに「バスを使ったライフスタイル」を浸透さ

せるためには、よりコミュニケーション・プログラムの効果を発揮させるため、ブランディ

ング、デザインが必要不可欠と考え、業務契約の仕様書にブランディング、デザインの検討

について記載した。しかし検討当初、ブランディング等の検討は以下のように難航した。 

 
a)ブランディングに対する認識不足 
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当初、市や業務を受注した建設コンサルタント会社（以下コンサルと略記）は、ブランデ

ィングについて専門認識を十分有しておらず、ブランディングをロゴ作成と捉え、小山市の

MMに沿ったロゴを新しく作ることに注力した。検討初期の打ち合わせ資料では、『専門家

（デザイナーを想定）と協働してブランディング方針（名称、ロゴ、配色、キャッチフレー

ズ等）を策定する、イラストやロゴ、色合いやキャッチフレーズ等をコミュニケーションの

際にも積極的に用いることを想定したデザイン等の検討を行い、おーバスといえば○○（こ

のロゴ、この色合い、この言葉、使いやすい、・・・）という形でブランディングを図る』

と記載されている。このことからも、ブランディングにおいてロゴ作成に重点を置いていた

経過が見て取れる。当初のブランディング方針とロゴ案を図 4-13に示す。 

この点について、ランドーアソシエイツは『ブランドのイメージが古くなってきたからと

いって、ロゴを現代風に変えるといった短絡的な発想はブランディングとは言えない。大切

なことはブランドの中核になる、人でいう「志」の部分をしっかり定義しておくこと。その

上で、いかに顧客の心にそれを醸成させるかということ』8)と述べている。 

 

 

図 4-13 検討初期のコンサルから示されていた方針とロゴ案 

 
 

b)検討体制の未整備 

市担当者とコンサルが打合せを行い、市担当者から市責任者に報告、コンサルは必要に応

じてデザイナー等のアドバイザーから助言を受けるという検討方式をとっていた。このた

め、責任者、担当者、コンサル、アドバイザー、それぞれが伝言で情報伝達されるため、意

思疎通や軌道修正ができなくなっていた。 

この点、ランドーアソシエイツは『キックオフミーティングでプロジェクトに実際に関わ

るメンバーが一堂に会し、目的、タスク、スケジュール、および今後の役割分担を共有する。

『モビリティ・マネジメント自体は「利用促進」をねらいとした「情報提供」が柱

となる。「利用促進」・「情報提供」を直接打ち出すのではなく、「知って、乗っても

らって、よくするためのご意見を伺いたい」というスタンスを提示していく。』 
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特にアウトプットイメージのズレは、この段階で解消しておかなければならない』8)と述べ

ている。 

 
（２）ブランディング検討体制の修正 

上記を踏まえ、検討会のメンバーを、市責任者、市担当者、コンサル、大学有識者、クリ

エイティブディレクター、デザイナーをメンバーとして、検討体制(表 4-3)を整備し、キッ

クオフミーティングを行なったのは、プロジェクト開始から 1年後の 2019年 5月であった。 

 

表 4-3 検討会メンバー 
役割 氏名 略記 

市責任者 淺見知秀（筆者） PL:プロジェクトリーダー 

学識者 谷口綾子 Prof. 

市担当者 上原泰典、内田直人 PM:プロジェクトメンバー 

クリエイティブディレクター 片桐暁 CD 

デザイナー 斎藤綾 De 

コンサル ― Con 

 

第３項 ブランディングの検討プロセス 

 

プロジェクトにクリエイティブディレクター、デザイナーが参画し、長年市民の足として

愛されてきたおーバスブランドに、７割引全線定期券「noroca」、生活情報タブロイド紙

「Bloom!」の 2 つのブランドを追加した。 

本項では２つのブランドを生み出したプロセスを記述する。 

本プロジェクトのクリエイティブディレクターは、ランドーアソシエイツと協働の経験

があり、引用文献 8)の執筆協力も担当しており、本プロジェクトもランドーアソシエイツが

用いる手法を援用して実施している。そのため、本研究で記述するプロセスは、ランドーア

ソシエイツ 8)が示すブランド開発プロセスに当てはめ、(1)基礎調査、(2)ブランドコンセプ

ト開発、(3)ネーミング開発、(4)ビジュアルアイデンティティ(VI)開発、の順に記述する。な

お、本 MM はランドーアソシエイツに委託した事業ではなく、実践したブランディングを

整理するうえで、有用と考え、引用し、そのプロセスを記述するものであり、ランドーアソ

シエイツの示すプロセスの内容と完全に一致はしていない。具体的には、本来の開発プロセ

スでは、(5)ブランドアクティベーション、(6)ブランドエンゲージメントのプロセスが存在

するが、本 MM では実践していない。これらは、開発したネーミングやロゴマークなどを

企業等の組織(比較的大規模なものが想定されている)の内部に対して浸透・発信・運用して

いくためのプロセスである。これに対して本 MM では、企業等組織に該当する検討会が小

規模・少人数であり、該当プロセスに関してあらかじめ互いに密にコンセンサスが取れたこ

とから、(5)(6)を割愛し、外部に対するブランド発信へとプロセスを進めたものである。 
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次に各プロセスについて記述する。 

 

（１）基礎調査 

基礎調査では、キックオフミーティング、現状把握、インタビューやワークショップを行

なった。 

2019年 5月 27日、小山市内で、キックオフミーティング（第 1 回検討会）を開催した。

ミーティングでは、関係者全員で、おーバスに乗車し、市内を視察した。本会はメンバー全

員で、小山市の公共交通の現状について共通認識を持つこと、例えば、バスから見える風景、

バス沿線のお店、乗客の姿、待ち時間、バス停の周辺環境、など書類では伝わらないおーバ

スを感じてもらう機会となった。以下、ミーティングで、メンバーの意見を抜粋し、MMの

方針が決定していくプロセスを表 4-4に示す。補足として、ミーティング後メンバー全員で

行った懇親会も、プロジェクトを円滑に進める大きな役割を担った。 

表 4-4 で示す通り、今あるものを活かしたブランディングを行うこと、”おーバスが変わ

る”と打ち出せる施策やアイディアを検討すること、「おーバスのある小山の生活」を訴求す

る全年齢向け生活情報タブロイド紙を新たなメディアとして立ち上げ、路線図と時刻表を

その一部として折り込んで全戸配布することが決まった。 

本プロジェクトの目標となる、ブランディングとデザインを通じて、感情的な側面から働

きかけることで「バスってダサい、お年寄りが乗るもの」というイメージを刷新し、もっと

気軽にバスに乗って「バスがある生活っていいね、豊かだね」と思ってもらい、延いては市

民のバス利用機会増加を目指すことが決まっていった。 

 
表 4-4 MMの方針決定プロセス 

C D：本日の視察で，既に素晴らしいブランド資産があると思った．バスのカラーリングや正面から見

たときの縦ライン，バス側面の○印（○のマーク）等，強烈に印象に残っている．ロゴや色，バ

スのデザインには，明確におーバスを想起させるものがある．そのため，今あるものを活かした

ブランディングをするとよいと思う． 

D e：新たにロゴ等を作成するのではなく，今ある，例えばバス側面の○印（○のマーク）をベースに

なじませるようなイメージか． 
C D：その通り．ブランドイメージが確立している中で，いくつもロゴ等があると混乱を招く可能性が

高い． 

Prof.：最初に全市対象にするのはリスクがあるように思う．ターゲットを示さないと薄く広い内容に

なり，誰にも刺さらないものになってしまう可能性が高い． 

P L：指摘の通り．全市向けであれば，「おーバスが変わります」ということをアピールするのはどう

か． 

Prof.：それはすごく良い． 

P L：全市向けには路線図と時刻表の配布は行いたい． 

C D：全市向けに路線図を配布するのであれば，同程度の大きさでタブロイドを作成し，各対象（年代

や属性等）を網羅できるような歓談・コンテンツを載せるのはどうか．家に届けば，若者は若者，

子供は子供，お年寄りはお年寄りがそれぞれ読む場所があるようなものを想定する． 

Prof.：コンテンツが面白ければすごくいいものになる．小山市の名所や，おーバスの歴史，運転手さん

の紹介等，物語だと面白くなる． 

C D：色々なターゲットに色々な記事を書いても嫌な感じがしないように作れる．図面割も自由にな

る． 
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（２）ブランドコンセプト開発 

ブランドコンセプト開発は、ブランドの要素を網羅しストーリーとして構成した文章作

成、ブランドの核となる考え方を端的に表すフレーズ作成、ブランドアイディアを特徴づけ

体現すべき価値観を示唆するキーワード作成をすることと示されている 8)。本プロジェクト

では、これらをすべて実施しておらず、ブランドコアメッセージ作成に代替した。ブランド

コアメッセージとは、プロジェクト関係者間でコミュニケーションの意図・意識を共有する

ためのものである。つまり、コミュニケーションのターゲットである市民に対して、MMを

通して伝えたいこと、心に留めて欲しい気持ちをプロジェクトメンバー全員で共有するた

めのスローガンのようなものである。以下、ブランドコアメッセージが出来上がるプロセス

を記述する。 

 
a)市役所からの多数のキャッチコピー案の提示 

市役所内で、生活情報タブロイド紙で市民に伝えたい想いや新定期券の名称の検討を開

始した。なお、この新定期券は、第 1 回検討会を受けて導入した 7 割引全線定期券 noroca

である。ここでは、ブランディングに関わる、名称の検討プロセスやデザインの検討プロセ

スを記述する。 

キャッチコピー検討のきっかけは、第１回検討会の際に、筆頭著者自身が、次の問題意識

を持ったからである。プロジェクトの目的が、「MMを実施すること、ブランディングやデ

ザインを用いることになっていないか、検討事項も手段が先行し、新しい定期券をつくるこ

と、生活情報タブロイド紙をつくることなどが決まっていき、プロジェクトの目的が十分共

有されていないのではないか」というものである。検討にあたり長年おーバスを担当し、支

えてきたプロジェクトメンバーである市担当者の「想い」を汲み取ることに重点を置いた。

そのため、日常の連絡に使用しているスマートフォンを使い、SNSへの投稿方式で行った。

結果、担当者 2 人から多くの案が提案され、合計メッセージ案 69 案、定期券名称 36 案とな

った。表 4-5に投稿の一部を示す。 

 
表 4-5 市担当者間でのキャッチコピー検討プロセス 

P L：思いついたおーバスのコピーを貼っていきましょう！目標は３人で渾身のコピー100個． 
：まちなかでサクッと飲んでバス帰り 
：いつも，どこも，乗りホーダイおーバス 
：定期券の名前をつけるのはどうでしょうか？ 
：おーバス乗りホーダイ定期券，マイカ始めます 

P M：おーバス定額プラン定期 
：o-bus noroca 
：おーバスおでかけパス 

P L：おーバス noroca いいですね！ノロいけど，遠くにどこまでも行けるみたいなイメージですね 
P M：キャッチコピーを考えてみました．小山にはおーバスがある．あなたの生活の傍らにおーバス．

あなたの足になりたいおーバス．（略） 
P L：いいのが沢山ありますね！どれも捨てがたい． 
（略） 
P M：o-bus×walk．いつも車で通過していた街が違って見える． 
（略） 
P M：全線乗り放題定期，おーバス乗り放題手形，おーバス de 行ってきパス（略） 

：おお〜100 いきましたね！ 
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振り返れば、この多数のメッセージ案の検討は、各市担当者のおーバスへの考え方、思い、

将来像を改めて言語化することにつながり、市担当者間の相互理解を促進する役割を持っ

ていた。さらに、これを検討会メンバーに言語化した形で示し、対面で説明し意見交換する

ことで、メンバー全員が市の考え方を理解することを助け、更に考え方への共感を促し、「志」

の部分の定義へとつながり、ブランドコアメッセージ作成への切っ掛けとなっていた。クリ

エイティブディレクターは後に、「市の多数のコピーを拝見し、市が想い描いていることが

伝わってきた、ブランディングの方向性を考え、ブランドコアメッセージ作成のきっかけと

なった」と述べている。 

表 4-6に市提示のメッセージ（キャッチコピー）の抜粋とブランドコアメッセージの決定

経緯を示す。 

 
表 4-6 ブランドコアメッセージ決定プロセス 

＜市提示のメッセージ（キャッチコピー）の抜粋＞ 

あなたの街にはバスがある、あなたはおーバスを知ってますか？、聞いたことあるだけでは悲しい

… おーバス、小山にはおーバスがある、バスが無いとは言わせない おーバス、車、自転車… いい

え、おーバスです、あなたとあちこちを結ぶおーバス、時代はおーバス、今おーバスが新しい、乗れ

ば分かる おーバス、バスすら乗れない人なんて、あなたの足になりたいおーバス、おーバスを乗り

倒せ、乗ろうかおーバス、移動手段の選択肢に、まちなかでサクッと飲んでバス帰り、バスが生活を

豊かにする、あなたの生活の傍らにおーバス、あなたと生活を共にしたい おーバス、バスっていい

んじゃない？、おーバスでスマートなくらし、あなたの生活にちょうどいいおーバス、私はおーバス

を選びます、スローな暮らしにスローなおーバス、乗った人から変わってます、いつも、どこも、乗

りホーダイおーバス、おーバス乗りホーダイ定期券、マイカ始めます、noroca でおーバスがもっと

身近に、noroca なら何回乗っても定額だから安心、"通勤通学通院途中の下車も ok おーバスがノリ

ホーダイに、ノリホ定期でチョイ乗りおーバス、みんなのおーバス。ノリホで第 2 世代に覚醒しま

す、おーバス全線共通定期始動、小山がまるっと庭になる～「O-bus ○(まる)っとパス」誕生!! 

↓ 

＜第 2 回検討会で提示があった候補（①を選定)＞ 

①小山市で生きる。おーバスが活きる。 

②おーバスで変わる、小山のライフスタイル。 

③小山には、虹色の足がある。おーバス 

④日々を便利に。小山を未来へ。おーバス 

⑤乗るほどに馴染む、進化する。 

おーバスは、あなたと地域のパートナー。 

↓ 

＜決定した案＞ 

小山に生きる。おーバスが活きる。 
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b)ブランドコアメッセージの検討プロセス 

小山市から外部メンバーに、表 4-6 に示すメッセージ（キャッチコピー）等を提示した。

これを受けて、クリエイティブディレクターから、ブランド・コアメッセージの案として、

表 4-6の①から⑤の 5 案が示された。 

ブランドコアメッセージは、多数のキャッチコピーを元に、クリエイティブディレクター

がおーバスのブランディングの観点から作成したものである。示された 5 案について、第 2

回検討会で議論した。表 4-7にメンバーの意見を抜粋し、ブランドコアメッセージを決定し

くプロセスを示す。表 4-7の通り、メンバー全員で議論し、最も賛成が多い、①をベースに

検討を進めることなった。その後、語感、区切り、響きを重視しブランドコアメッセージを

「小山に生きる。おーバスが活きる。」に修正し決定した。なお、この第 2 回検討会の議論

とブランドコアメッセージ決定が、メンバーの結束を強め、同じ方向を向き、MMに取り組

む転換点となった。 

 
表 4-7 ブランドコアメッセージ決定に関するプロセス 

P M：②が良い．小山市民に変わってほしい． 

P L：エモーショナル案が良いので①が良い．③も視覚的なイメージがしやすいので，定期券のイメ

ージにつながりやすいので良い． 

C D：①は「生活」という言葉が浮かび上がるように設定した． 

Prof.：①が良い．③の虹色の足というのはヴィジュアルイメージが沸くので良いと思う． 

C o n：バスに乗らない人は，バスで生活が変わると思うので②が良いと思う． 

D e：①と③が良いと思う．小山市の視察に行った際のイメージにはまる． 

P M：直観で①が良いと思った． 

P M：生活が変わってほしいという意味を込めて②が良いと思った．①もよいと思う． 

P L：コピーについては，CD 考案①の案をメインに考えつつ，みなさんからの意見をベースに事務局

で考えることとする． 
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（３）ネーミング開発 

本MMのブランディングにおけるネーミング開発では、「noroca」、「Bloom!」という２つ

の言葉を生み出した。次にそれぞれの検討プロセスを記述する。 

 
a)7 割引全線定期券の名称の検討プロセス 

第 1 回検討会後、市側で検討した 7割引全線定期券の名称 36候補を外部メンバーに示し

た。それを基に第 2 回検討会で議論を行った。表 4-8に市提示の定期券名称候補の抜粋と定

期券名称決定経緯を示す。結果、全員一致で「noroca」を採用することとなった。表 4-9に、

メンバーの意見を抜粋し、定期券の名称を決定するまでのプロセスを示す。 

 
表 4-8 定期券の名称決定プロセス 

＜市提示の定期券名称候補の抜粋＞ 

"o-bus noroca"、おーバスおでかけパス、おーバススマート定期、おーカード、おーカ、おーバス de 

行ってきパス、おーパス、小山わがパス、おーパスっと、もっときパス、おっパスおーバスノリホメ

ガ特定期、マイナ・おーバスノリホ定期、おーバス定額プラン定期、ノリホーダイ 11パス、全線乗

り放題定期、全線共通定期、おーバスオールフリーパス、おーバス元取れまパス、おーバス乗り倒せ

パスか、おーバス乗り放題手形、乗り放題 de 証、おーバスおトクなパス 

↓ 

＜第 2 回検討会で決定した案＞ 

noroca -全線乗り放題定期 

↓ 

＜第 3 回検討会で決定した名称＞ 

noroca -おーバス 小山市コミュニティバス全線パス 

 

表 4-9 noroca名称決定プロセス 
P L：新定期券の名称は noroca がよいと思っている．「乗ろうか」「ノロノロ走る」をかけている． 

Prof.：「noroca」は良い．「全線乗り放題定期」は良いが，小山市でなくても似たような名前はあるの

で，オリジナルな名前が良い．「おーバス乗り放題手形」は面白い． 

C D：noroca はイメージしやすい．「全線乗り放題」等，何なのかがかわかるような表現(ショルダー)

をつけるとわかりやすい．固有名詞だとよい． 

D e：デザイン的にも「noroca」という語呂はかわいいと思う．CD も言ったようにショルダーを付け

るとなお良い． 

C o n：固有名詞が良いというのは同感．「noroca」と「小山がまるっと庭になる」は良いと思う． 

P L：名称「noroca」に決定し，デザインを作成することとする． 
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b)生活情報タブロイド紙の名称決定 

第 3 回検討会で、クリエイティブディレクターが、第 1 回で採用したアイディア「全年齢

向け生活情報タブロイド紙」の名称案を提示した（表 4-10）。以下にメンバーの意見を抜粋

し、生活情報タブロイド紙の名称決定プロセスを記述する（表 4-11）。 

検討会では生活情報タブロイド紙の名称は表 4-11 の通り、さまざまな意見が出たため、

第 3 回検討会では名称決定を保留とした。その後、第 4 回検討会で、タイトル「Bloom！」

と記載した生活情報タブロイド紙のデザイン案が提案された（図-4-14:図は完成版）。この表

紙には、今回のプロジェクトの目玉である 7 割引全線定期券 noroca が掲載されていた。こ

のため生活情報タブロイド紙の名称を「noroca」にすると、定期券と混同するのは明白であ

った。このようにして、生活情報タブロイド紙の名称を「Bloom!」として作成を進めること

となった。 

 
表 4-10 生活情報タブロイド紙の名称（候補） noroca名称決定プロセス 

①noroca -ノロカ 
 ネーミングにおいては，露出量や印象（好感度），覚えやすさ等の複合的なパラメータの中で，ど

れだけパフォーマンスが引き出せるかが，１つの指針となる．新定期券の名称である “noroca”を，

タブロイド名称としても用いる案を提案する．この考えによれば，noroca は単に新しい定期券の

名称であるのみならず，真におーバスのリブランディングの象徴となる． 
②Bloom!-ブルーン 
 Bloom とは「花が咲くこと」，転じて「真っ盛り」や「輝き」といった意味を持つ英単語．ここで

はおーバスのカラーリング，栄達，〇のマーク，そしてバスが走りだすエンジンの擬音語（ブルン

ブルーン！）に掛け合わせている．アイコンとしては走りだすバスのシルエットの後方に，煙の代

わりに咲き誇る花を描くイメージ．Bloom！の「oo（オー２つ）」はタイヤを連想させる丸いフォ

ントを採用している． 
③Otomo 
④Oh! Times 
⑤おーバス MAGAZINE 
⑥おーバスのトリセツ 
⑦おーバス STYLE 
⑧あなたと 小山と おーバスと． 

 
表 4-11 Bloom!の名称決定プロセス noroca名称決定プロセス 

P M：noroca が良いと思った．また Oh!Timesでも良いと思った．このタイトルは，情報誌という

のがイメージすることができる． 

P L：noroca が良いと思った． 

P M：noroca は安い定期券というイメージが良いので，タイトルは別が良いと思う． 

Prof.：ネーミングについては，noroca は良いと思ったが混乱しないだろうか．例えば，市民の方が電
話してきた時等混乱が生じる可能性がある．混同するのであれば，noroca times や noroca 
magazine 等の組み合わせも良いと思う．Bloom!も良いと思う． 

 
→さまざまな意見が出たためまとまらず決定を保留した．次の検討会において，改めて CD,De から，

Blomm!が見出しとなっているデザイン案が示され，全会一致で，名称を Bloom!に決定した． 
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図 4-14 Bloom!１号の表紙 

 
（４）ビジュアルアイデンティティ(VI)開発 

VI とは、ブランドが持つ本質的なエッセンスを顧客や生活者の様々な体験の中にいかに

広げ、伝達していくかをビジュアルで表現していくことである 8)。 

本来ではあれば、いくつかの行程を経てブランドマークを作ることになるが、本 MM は

予算、時間の制約でそれらの行程を省略している。具体的には、クリエイティブディレクタ

ー、デザイナーが、ブランドコアメッセージ制作プロセスの中で、コンセプト抽出等を実施

し、その結果作成したブランドマークを検討会に示した。そして、示された案についてメン

バー全員で議論し、合議する方法を採った。以下、norocaのデザインの検討プロセスを記述

する。なお、Bloom!のロゴデザインは、前述の通り、名称と同時に検討・決定しているため、

ここでは割愛する。 

 
a)7 割引全線定期券のデザインの決定 

第 3 回検討会で、デザイナーが「noroca」のデザイン 9 案（図 4-15）、ロゴ案(図 4-16)を提

示した。デザインは、バスの車体の側面の○印（○のマーク）と、おーバスのカラフルな車体

の色をベースに作成されたものである。表 4-12 に、メンバーから出た意見を抜粋し、定期
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券のデザイン決定プロセスを示す。 

メンバー全員で意見交換を行い、A（図-4最上段左）をベースに、ロゴは、”おーバス（従

前のフォントで）小山市コミュニティバス全線パス”を採用した。デザインの最終版は、図

4-17の通り。 

 
表 4-12 norocaのデザイン決定に関するプロセス 

Prof.：noroca は小文字が良い．フォントは一番左上の最も視認性が高いものが良い．ショルダーは，

“おーバス 小山市コミュニティバス”で “おーバス”の“お”は通常のフォントが良い． 

P M：“おーバス”の“お”は，市民に親しまれている従来のフォントにしたい． 

Prof.：小山市に住む方が従前のものに慣れ親しんでいて，変更しないの方が良いということであれば，

それでも良い． 

D e：お”のフォントはそのままにサイズだけ小さくするのはどうか．それなら視認性もすこしは良く

なるかと思う． 

Prof.：それは良い． 

P L：“全線乗り放題”等のショルダーは付けるべきか． 

C D：ショルダーは，小山市コミュニティバス 全線パスはどうか． 

P L：良い．デザインについては，車体の側面丸のマークをあしらった A か C が良いという意見があ

るが他にはどうか． 

C o n：バスの車体の丸のマークを考えると Aが良いのではないか． 

Prof.：確かに Aが良と思う． 

P L：Aとする． 

 

 

図 4-15 norocaのデザイン案（検討会資料より）  
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図 4-16 norocaのフォント案（検討会資料より） 

 

 

 
図 4-17 noroca（実物は紙製 85mm×54mm） 
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第４項 MMツールのブランディングプロセス 

 

（１）生活情報タブロイド紙の紙面の検討 

Bloom!に掲載した記事の検討プロセスを記述する。記事は、市民の目に直接触れる、プロ

ジェクトの最重要検討項目であり、ブランドコアメッセージ「小山に生きる。おーバスが活

きる。」を市民に伝える媒体となる。このため、紙面の検討は、検討会で一番多くの時間を

費やし、企画、デザイン、記事について各会３時間以上議論した。多くの時間を要した要因

は、より良いものをつくるという信念で、改善点、意見が多く出たという点に加えて、試行

錯誤の連続で修正・やり直しが多かった点、ブランドコアメッセージや Bloom!の名称に込

めた意味が記事に反映されているか議論し共通認識を持つため何度も全員で集まった点、

などもあげられる。 

試行錯誤の結果、1〜3号の作成を通して、次の行程を確立した。 

1) 検討会で、特集記事のコンセプトや記事の構成等の企画を検討する。検討会では、ク

リエイティブディレクターが中心となって作成した企画案が示され、それについて全

員で議論し、紙面構成を決定する。 

2) 次回検討会までに、クリエイティブディレクター、デザイナーを中心に、企画に基づ

き、取材を行いつつ、表紙や付録、記事の配置等のデザイン案、記事の内容案を作成

する。この際、市やコンサルは取材の手配・同行や、必要な情報収集、提供をする。 

3) 次の検討会で、作成した紙面の内容確認と修正等を議論する。ここで多くの意見、修

正事項が出る。 

4) その後は、2)、3)の作業をメンバー全員が宛先となったメール等のやり取りで、繰り

返す。 

上記の検討プロセスを経て、作成したBloom!の紙面構成を表 4-13、紙面は図 4-18に示す。

表 4-13で、記事の役割と読者からの意見を紹介し、作成側の意図を補足する。 
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表 4-13 生活情報タブロイド紙の紙面構成と解説 
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図 4-18 Bloom!全３号の紙面（実物は紙製 A3 版 8頁） 
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（２）生活情報タブロイド紙の特集への導入プロセス 

ブランドコアメッセージ「小山に生きる。おーバスが活きる。」を市民に届ける役割をも

つ「特集」の考え方を記述する。それぞれの企画名称や考え方はクリエイティブディレクタ

ーが提案したもので、本研究では筆者が編集し概要を記述する。 

 
a)第 1号特集：小山原寸大図鑑 

タブロイド紙がおーバス単体ではなく、「（おーバスを包括した）小山の情報紙」であるこ

とを印象付けて、読者数を最大化することを目的としている。具体的には、「小山原寸大図

鑑」と称して、小山の季節、事柄、飲食店のメニュー、紅葉、名産、等を紙面上に原寸で紹

介している。 

読者に付録の路線図を見ながら、本特集を読んでもらうことを想定しており、実際に読者

から「小山にこんなに素敵なスポットがあることを知らなかった、今度行ってみたい」、「○○

にバスで行けるなんて知らなかった」、「地図や写真が載っていてわかりやすい、よりおーバ

スが身近になった」という意見を頂いている。 

制作プロセスの情報収集時には、多数の市内事業所・店舗、関係者に取材を行った。交渉

の結果「Bloom!」を店舗に持参することで割引を受けられるなどの生活情報紙らしさを付加

することができた。効果の実例として、第１号に掲載した「間々田紐」からは、組紐制作体

験コース予約の電話が殺到しているという嬉しい反響があった。特集ページを図 4-19 に示

す。なお、第 1 号の表紙は、小山原寸大図鑑のコンセプトに沿って、おーバスと noroca を

原寸の大きさで掲載するデザインとしている。 

 
b)第 2号特集：おーバスのある１日。 

付録の時刻表（時間）と相性を考慮し、かつおーバスを自分ごとに考えてもらうため、コ

ンセプトを「タイムライン」に設定している。読者である老若男女の小山市民は、それぞれ

の人生を生きている（＝タイムライン）。 

おーバスは、それぞれ路線の時刻表に沿って走っている（＝タイムライン）その接点で

人々はバスに乗る。「Bloom!」はそれを応援するというものである。 

本特集では、記事の情報に個別性を持たせる工夫をしている。具体的には、小山市民の代

表的な人物像 5 名のバスを使った 1 日移動／訪問スポットを紹介して、読者に「自分もこ

の人みたいに移動している、できそう」と思ってもらうための工夫をするとともに、MMの

行動プラン法 6)の技術を応用し、読者自身の「おーバスを使った１日の行動プラン」を作成

し事務局に送ってもらう欄を用意している。さらに、提出数を増やす工夫として、抽選で景

品も用意した。特集ページを図 4-20に示す。 

この行動プランについて、読者からは、「第 1号特集で掲載した酒蔵に訪問するプラン」、

「駅周辺の職場に通勤するプラン」などが届いた。しかし届いたのは、9 名からに留まり、

多くの方に提出してもらうには、プランの書きやすさ、送りやすさ等を向上させる工夫を要
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することが明らかになった。 

上記の反省を踏まえ、本研究では、改善案を２点提示する。１点目は、事務局側の意図「読

者に、行動プランを記入して事務局に送付してほしい」を紙面に目立つように示すことであ

る。Bloom!の紙面に、上記の意図は、小さい文字で書かれており、見逃してしまう読者が多

かったと推測している。また紙面構成上やむを得なかったが、事務局に行動プランを送って

もらう案内文が一番右隅の目立たない箇所に配置されてしまったことで、その意図がおま

けのような扱いを受けてしまった可能性がある。これについては、一番上に配置する方が読

者の目に留まりやすかったと考える。２点目は、プランを提出する方法が限定され、さらに

手間がかかることを改善する必要がある。今回は、紙面に行動プランを手書きした上で、写

真に撮って、事務局のメールアドレスを打ち込んで、写真を添付する必要があった。改善案

としては、1)記入欄をハガキ形式にして、手書きで書いたものをそのまま郵送できるように

する、2)ウェブでも記入、送付できるようにする、など提出する方法を複数用意することが

考えられる。またメールアドレス入力も QRコードに置き換えると、入力の手間が省け提出

数増加に寄与できると考えられる。 

 
c)第 3号特集：おーバスのこれからを考えよう 

第 1、2 号のアンケート結果、読者の「リアルな反応」を見えるようになってきたため、

これを活用することとした。貴重な市民の肉声を傾聴し、応答する、それ自体を特集・コン

テンツとする。ありきたりな Q&Aとして構成するのではなく、読者を巻き込み、ともに考

えてもらう仕立てとしている。 

上述の通り、記事の情報に双方向性を持たせる工夫をしている。具体的には、市民からの

「増便して欲しい」「こんなバスの使い方がある」「Bloom!をみてバスのイメージが変わっ

た」「家の近くにバス路線がない、市民平等に扱って欲しい」などの意見とそれに対する

Bloom！編集部と市役所の回答を掲載した。意見の採用は、肯定的なものに偏らないよう留

意して、否定的な意見に対しても真摯に回答することように努めた。これが「Bloom!編集部

や市役所が、利用者・読者の意見を受け入れ、応答している」という姿勢を示す役割を果た

している(MM の TFP：トラベルフィードバックプログラムの技術を参考にした 6)。特集ペ

ージを図 4-21に示す。 
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図 4-19 Bloom!第 1号の特集記事:小山原寸大図鑑 
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図 4-20 Bloom!第 2号の特集記事:おーバスのある 1日。 
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図 4-21 Bloom!第 3号の特集記事: おーバスのこれからを考えよう 



  113 

第５項 ブランディングを用いた MM の効果把握 

 

本項では、ブランディングを用いた MM の効果について考察する。効果の把握には、市

民の意識や行動、バス運営に関する各種指標の変化を観測する必要がある。 

しかし、本MM は市域全体で実施しており、ブランディンを用いた with、withoutを設定

することが困難であったため、ブランディングそのものの効果を定量的に厳密に把握する

ことは難しい。また、ブランディングを用いた MM とサブスク運賃の導入を同時に行って

いるため、それぞれの効果は分離できない。このため、次章「第５章サブスク運賃導入が利

用者・運営者に与える影響把握」において、バス利用者数や運賃収入の長期間の集計分析を

行い、ブランディングを用いたMMとサブスク運賃の導入の複合効果を把握する。 

そこで、本項では Bloom!配布直後のバスの定期券保有者数、バスの利用者数、運行収入

の短期的変化を把握し、ブランディングを用いた MM の量的評価を試みる。さらにアンケ

ートデータや市民からの意見を分析し、ブランディングを用いた MM によって市民の感情

の変化はあったのか、それによってライフスタイルが変わり得るのか、プロジェクトの質的

評価を試みる 

 

（１）定期券保有者数、バス利用者数、運行収入に与えた短期的影響 

図 4-22 に 2019 年 4 月から 2021 年 3 月までの月ごとの定期券保有者数の推移を示す。

2019年 10月に norocaのサービスが開始し、その後 2019年 11月に Bloom!１号、2020年 2

月に第 2号、2020年 5月に第３号を発行している。norocaサービス開始後、定期券の保有

者数は増加基調を維持している。特に Bloom!発行後に保有者数が増加していることから、

Bloom!の発行・市内全戸配布することで、受け取った人の定期券購入が動機づけられ、定期

券を購入する人が増加した可能性がある。 

 

 
図 4-22 月ごとの定期券保有者数の推移 

 

次に、図 4-23に 2019年 4月から 2021年 3月までの月別の市内バス利用者数と利用者数
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の前年同月比率を示す。Bloom!１号発行 2019 年 11 月前後の前年度比は、9 月 2.4%増、10

月 2.1%増、11月 4.8%増、12月 5.5%増、1月は 8.6%増となっている。2019年度は年間を通

して、前年度増を維持しており、Bloom!１号発行を境に、その増加率が上昇している。前年

度比率は従前から増減しているため断定はできないが、Bloom!を発行・市内全戸配布するこ

とで、市民のバス利用が動機づけられ、結果としてバス利用者が増加していた可能性は否定

できないと考える。なお、2020年 2月の前年度同月比が-1.7%とマイナスに転じているため、

同月末から、covid-19の影響により外出する人が減り、バス利用者が減少し始めていたと考

えられる。このように covid-19の影響が大きく、Bloom!２号と３号発行・全戸配布がバスの

利用者数に与える影響を確認することは困難であった。 

 

 

図 4-23 市内の月別バス利用者数と利用者数の前年同月比率の推移 

※新規路線バス除く 

 

次に、図 4-24に 2019年 4月から 2020年 3月までの四半期ごとの運行収入を示す。運行

収入もバス利用者数同様に covid-19の影響を受け、特に 2019年第１四半期が大きく落ち込

んでいる。 

一方で、定期券収入は、運行収入のような大きな落ち込みはなく一定を保っている。この

ため、全体収入に占める定期券販売収入の占める割合が増加している。これは、図 4-22 で

示したように定期券保有者が増加しているためと考えられる。この結果は、norocaの導入と

Bloom!発行・市内全戸配布による noroca 販売促進キャンペーンを行うことで、定期券購入

者が増加し、その結果、運行収入増加に寄与しており、covid-19の影響下において、運行収

入の底上げをしている可能性があることを示唆するものと考えられる。 
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図 4-24 四半期ごとのバス運行収入の推移 

 

（２）Bloom!が市民の意識に与えた影響 

全 3 号作成した Bloom!にそれぞれ同じ回答項目のアンケートを添付している。このアン

ケートに対して、読者が郵送またはウェブで回答する方式をとった。回答数は 1号は 183サ

ンプル、2号は 101サンプル、3号は 121サンプルであった（各号の回答者は同一人物では

ないため、パネル調査にはなっていない）。 

図 4-25にアンケートの質問項目とそれに対する回答数の割合を示す。 

図 4-25 Bloom!読者からのアンケート回答結果 

 

アンケートを分析することによって、Bloom!読者の意識の変化を把握する。Bloom!読者の

noroca の認知度は、1 号から 3 号で noroca を知っている人の割合が 26.9 ポイント

(19.3%→46.2%)増加した。毎号新定期券に関する記事を掲載している結果、認知度が高まっ

たと考えられる。 

Bloom!読者の noroca購入意向は、1号から 2号で差は見られず、3号では「やや思う」と
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回答する人の割合が 8.2ポイント増加した。 

おーバスへの愛着は、1号から 3号で「とても好き」、「やや好き」と回答する人の割合が

7.4ポイント増加した。 

小山への愛着（１）は、1号から 3号で「とても思う」、「やや思う」と回答する人の割合

が 4.5ポイント増加した。 

小山への愛着（２）は、1号から 3号で「とても思う」と回答する人の割合が 16.6ポイン

ト増加した。大きく増加した要因を考察すると、3号の特集において、おーバスの採算、公

的負担、増便の考え方を示している。この記事を読んだ読者に、おーバスの存続について考

える機会を与え、アンケート「なくなってしまうと悲しいものがある」の結果に現れたので

はないかと考えられる。 

加えて。Bloom!配布の副次効果として、市役所に寄せられる苦情の電話等が減少し、苦情

件数が Bloom!配布前「3日に 1件（月平均 8件）」から、配布後「1ヶ月に 1件未満(月平均

0.75件）」となった。 

 
（３）市民は期待通りの感情を持ったのか 

a)若者はバスを使うようになったか 

noroca導入によって若者がバスに乗るようになったのか、分析を行うことで、「バスって

ダサい、お年寄りが乗るもの」というイメージを刷新するという当初の目的が達成できたの

か考察する。 

なお、平成 30年小山市パーソントリップ調査より、市内のバス利用者のうち 51.2%が 65

歳以上であることが明らかになっている。このことから以前はバスの利用者はお年寄りが

多く、市民は少なからず「バスはお年寄りしか乗らない」というイメージを抱いていたと考

えられる。なお、これを裏付ける一つの証拠として、アンケートの自由記述においても、「お

ーバス、おじいちゃんおばあちゃんが乗るものだと思っていた」というコメントがあった

（表 4-14）。 

次に、図 4-26に noroca購入者の年齢構成を示す。この図からさまざまな世代の人が noroca

を購入しており、世代に偏りがないことがわかる。特に 10〜50代を合計した割合が 77％と

なり、プロジェクト開始前のバス利用者の半数以上が 65歳以上とは異なっている。 

次に、学生定期券の保有者数について考察する。供用開始 2019年 10月から 2020年 3月

までの 6 カ月間は旧定期券から noroca への移行はあったものの大きく販売数や保有者数は

増えなかった（図 4-27）。その後の 2020 年 5 月から定期券保有者が増加している。5 月か

ら増加している理由としては、4月中は covid-19の影響で学校が休校になり、定期券の購入

が控えられていたためである。実際に 4月に一度購入して払い戻しをした学生が数名いた。

なお、年度途中で保有者が増加しないということは、すでに自転車等別の手段で通学してい

る学生は、如何に安い定期券であっても購入せず、年度の途中では交通行動は変化しないと

いうことを示唆してものと考えられる。また年度が切り替わってから保有者が増えた要因
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としては、市内高校等の新入生への noroca 購入案内冊子配布(図 4-28)が影響しているもの

と考えられる。前項の筑波大学のMMにおいて、新生活が始まる新入生へのMMが効果的

であると示したところ、noroca においても同様の効果が実証されたと考えられる。また、

noroca 導入前の学生定期券保有者数は平均 15.3 人と非常に少なく、市内にバスを利用する

若者はほぼ見られなかった。現在(2022年 9月時点)は、232 人と 15.1倍まで増加し、さらに

増え続けている。このように現在、街では noroca を持ってバスに乗る学生をよく見るよう

になり、乗り残しが発生し、続行便や増便を行なっている。 

 

b)Bloom!と norocaはおーバスのブランドとして受け入れられたのか 

本節では、noroca や Bloom!に関する市民からの意見を用いて、市民の感情的な側面でど

のように評価され、蓄積されているのか、その一端を把握すること試みる。 

 

1)Bloom!に対する意見 

Bloom!に対しては、「小山・バスのイメージが変わった、次の発行が楽しみ、4号以降発

行して欲しい」、という意見を頂いている。また市役所内からは、「どうやって Bloom!を作

ったのか」というポジティブな問い合わせがあった。表 4-14に、Bloom!に添付したアンケ

ートに記載されていた自由記述意見のうち Bloom!に関することを示す。アンケートの回答

者 405 人のうち 303 人は自由記述欄に意見を記入（ほとんどがバスに対する意見であった）

しており、Bloom!に関する意見が 32件あった。読者が、アンケートに回答してさらに”わざ

わざ”自由記述で記載する意見は数は限られているが、筆者がまちで出会う知人やラジオ出

演時のパーソナリティーからも Bloom!に関して同様の意見を受けている。また意見のなか

で、「Bloom!」を表現する際に、大半の方は「!」を付した小文字の「Bloom!」と記載してお

り、名称やロゴが市民の中で浸透、蓄積されていると考えられる。 

 

2)noroca に対する意見 

noroca 購入者に対して、noroca の利用状況等に関するアンケートを実施した。方法は、

noroca購入者へアンケートを 2020年 4月 3日時点の購入者 184名に送付し、127名から回

答があった（回収率 69%）。 

自由意見記述欄には 89 名が記入しており、そのうち noroca に対してポジティブな意見、

例えば「気軽におーバスに乗れるようになった・出かける機会が増えた」という意見を 41

件受領した。表 4-15に、アンケート回答者からの意見を示す。意見の中では、Bloom!と同

様、「noroca」と小文字で記載されていた。このことから市民の中で、名称やロゴそのものが

浸透、蓄積されていると考えられる。 
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表 4-14 Bloom!に対する意見(Bloom!添付アンケートより) 
・Bloom!で小山のイメージが変わりました！センスの良いデザインと読みやすさに感動しました． 
・Bloom でバスが身近に感じられ活用してみたくなりました．とても参考になります． 
・おーバス，おじいちゃんおばあちゃんが乗るものだと思っていたのですが，Bloom!を見てみてイメ

ージ変わりました．ちょっと乗ってみたい． 
・おーバスに乗った時後方に乗ると運転手さんの運転が荒かったのか？とてもゆれたのを覚えていま

す．お年寄りには少々不安な一面も感じました．Bloom!を読んでまた利用したく思っています． 
・Bloom！とても新鮮な情報が満載で読みやすく早速，間々田紐のストラップを作りに行こうと思いま

した． 
・次回の「Bloom!」とても楽しみに待ってます． 

 
表 4-15 norocaに対する意見(購入者アンケートより) 

・「noroca」を購入して，通勤や街ナカへの外出がとても楽になりました．前はバスを降りるときに「乗

継券」をもらうのが，ちょっと面倒だなぁと感じていたので，noroca を提示するだけでどの路線にも

乗れるのは有り難いです． 
・出掛ける時は noroca カードを持参しているとバスに出会えた時近所でも気がねなく乗れるので便利

です． 
・定期券がお値打ち価格で販売されたことで，お出かけの選択肢が増えました． 
・「noroca」が発行されて，月に 2 回くらい道の駅にもバスで行くようになりました．ありがとうござ

います． 
・私は高校生で通学におーバスを利用しています．そして，バス代を全て自分で出しているため，お金

の無い月にはおーバスに乗れなかったこともありました．ですが，その時に「noroca」の販売が始ま

り，手軽におーバスに乗車できるようになりました．それだけでなく，いままでは通学でしか乗らな

かったのですが，定期券のおかげで小山市のあらゆる場所に出掛けられるようになりました．本当に

ありがとうございました． 
・長寿会の何人かとノロカ定期券を買って城山，渡良瀬遊水地，大沼等の桜を見に行く事やミニハイキ

ングに行こうと話しています． 

 

 

図 4-26 noroca購入者(301 人 2021.1時点)の年齢構成  
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図 4-27 学生定期券保有者数の推移 

 

 

図 4-28 新入生への noroca購入案内冊子（左：表面、右：裏面、A4印刷） 
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（４）報道の変化 

表 4-16に noroca導入・Bloom!配布（2019年 9月）以降の小山市のバスに関する報道一覧

（小山市調べ）を示す。特徴的なのは、バスのサービス向上や利用者数増加、受賞等の事実

関係を伝える報道に加えて、2021年 10月以降、バスとまちづくりとの関連についての市民

の声を取り上げる記事が現れていることである。また地域ブログおやナビ！（月 12万プレ

ビュー、2020年 11月）や、まちづくりラジオでも、バスとまちづくりについて取り上げら

れていることも特徴的である。 

事実関係の報道は、小山市のプレスリリース等の情報提供に基づき記事になっている場

合が多い。一方で、バスとまちづくりとの関係についての記事は、小山市からの働きかけで

はなく、報道主体主導の記事等である。特に、行政と市民との意見交換の場で、バスの必要

性、バスの利便性向上を訴える声があり、それを報道するようになっている。 

以前の報道状況は、小山市が年１回のバス絵画コンテストに関するプレスリリースを行

い、それが掲載されるか否か程度であった。以前は小山市内において、バスは無いもの同然

（交通機関分担率 0.3%：2018年度小山市パーソントリップ調査）の扱いで、小山市におい

ても、おーバスの取り組みを積極的に発信することはしていなかった。 

それに対して、表 4-16 に示すように多くのバスに関する多くの報道がなされ、更にまち

づくりとの関連、市民の声を取り上げるようになったのは、norocaの導入、Bloom!配布、バ

スの利便性向上策によって、市民や報道機関がバスの存在に改めて気づき、またよりサービ

スを向上してほしいという気持ちになっているためではないかと考える。 

更にここでは、筆者が小山市において実践したメディアへの働きかけにおける工夫点、得

られた結果について記述し、地方公共団体において、公共交通施策に関するメディア対応の

あり方について考察する。 

１）プレスリリースを心がける 

上述した通り、従前のプレスリリースは、年に１回程度であった。対照的に MM プロ

ジェクトプロジェクト立ち上げ後は、些細なこと（例えば、バス車両を大きくする：

2020/3/10 掲載記事）でもプレスリリースし、新聞記者に対して詳しく説明するように

心がけた。これにより、栃木県で購読率の高い下野新聞に取り上げられる頻度が上がり、

市民にバスの存在を知らしめる機会を得ている。また新聞記者自身も誌面を埋めるた

めに、地元に関心のあるニュースを探しているため、日頃からバスに限らずニュースを

提供し、関係性を構築しておくことが重要である。 

２）NHKへの働きかけ 

NHK 宇都宮放送局は、夕方のニュースで首都圏版とは別枠で栃木県の時間枠を有し、

多くの栃木県民視聴者を有している。筆者が番組に登場した際は、「NHK 見ました」と

連絡がくるほどには視聴者が多い番組である。NHK記者とも日頃から関係構築に努め、

大きなイベント（LINEモバイル定期券サービス開始）の際は、記者に取材に来てもら

うよう努めている。これにより、市民にバスの存在を知らしめる機会を得ている。 
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３）地元ローカルメディア活用 

バスは人々の生活に密着しており、鉄道とは異なり、地元の人間しか知らない路線名、

バス停名が多くあることから、”ローカル”メディアと相性がよい。日頃から、地元 FM

ラジオ局への出演、地域ブログおやナビ！、まちづくりラジオへの情報提供に努め、テ

レビや新聞では伝えきれない詳しい情報の発信に努めている。これら媒体についても、

突然メディア掲載を依頼しても採用されることは難しく、日頃からローカルメディア

の発掘と、主宰者との関係構築に努めておく必要がある。 

４）外部表彰制度に応募する 

小山市の MM プロジェクトプロジェクトは、グッドデザイン賞、JCOMM プロジェク

ト賞、EST 環境交通大賞優秀賞等を受賞している。これにより、上記のメディアで取り

上げられる可能性が高まり、また受賞した結果をポスターにして市中に張り出し、市民

に PRするように努めている。これにより、市民にバスの存在を知らしめる機会が増加

するとともに、市民に対して自身の住む都市のバスが良い評価を受けているバスであ

るというPRにつながり、バスに対して良い感情を持つきっかけになっていたと考える。

上記全てを考慮して、外部表彰制度に応募していたわけではないが、バスを便利にして

ほしいという世論形成という点で、効果的な取り組みである。また副次的な効果として、

大学教員等の交通の専門家への小山市の事例の周知にもつながり、専門書への掲載や、

専門家自身が取材を受けた際に小山市の事例を紹介し、それがきっかけになってメデ

ィアに報道されるということもあった。 

５）SNS 活用 

おーバスに関する SNS は、Twitter（5,925 人）、LINE（3,051 人）、Facebook（776 人）、

Instagram（718 人）、TikTok（7 人）を開設している（カッコ内は 2022年 12月 13日時

点フォロワー数）。それぞれ対象となる年齢層や利用者の目的が異なるため、より多く

の人に情報発信することを目的に、主要な SNS 全てを運用している。特に TikTok は

2022 年夏に試験的に開設しており、地元大学生に運用を任せ、若者への「おーバスお

出かけ情報」の動画を配信している。運用は、新聞、テレビ、ローカルメディアで取り

上げられない、身近で些細なニュースや出来事（例えば、表彰式に行ってきたこと、小

学校にバスの乗り方教室してきたこと、バスの沿線の桜が咲いたことなど）を発信し、

市民によりバスが身近になる情報を届けるように努めている。とくに上記の投稿は

Twitterと相性がよく、フォロワー数が突出している。また noroca導入 2019年当時は、

Facebook や Instagramの有料広告を利用し、norocaの販促行うなど、当時としては類例

がなく先進的な取り組みを行なっていた。 

 

メディア対応の実践で考慮すべきことは、地方公共団体は、広報に関する予算を確保する

ことが難しい場合が多いため、価値のあるニュース、メディア側が取り上げたくなるニュー

スを作ることに努め、それを各メディアに情報提供する関係性を構築しておくことである。 
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表 4-16 小山市のバスに関する報道一覧（noroca導入・Bloom!配布以降） 

媒体 日付 報道機関 見出し まちづくりとの関連についての記載 

新聞 
2019/9/13 下野新聞 マイナンバーバス定期割引 小山市 カ

ード交付率向上図る   

2019/9/19 下野新聞 個人番号カード普及へ 「おーバス」
割引特典 来月から小山市   

2020/2/22 下野新聞 小山市路線バス ハーヴェスト線新設 
駅から、停留所 8 箇所   

2020/3/10 下野新聞 「おーバス」に”大バス”54 人乗り車両
混雑緩和に期待     

2020/3/14 下野新聞 市民病院線を増便 来月、小山市「お
ーバス」通勤、通学の利便性向上    

2020/3/31 下野新聞 小山「おーバス」あすから 新路線 発
車オーライ   

2020/4/2 下野新聞 小山市コミュニティバス 新規路線の
運行祝う    

2020/9/29 下野新聞 「おーバス」利便性向上 好評の定期
券販売延長    

2020/10/2 下野新聞 小山市「おーバス」プロジェクト グ
ッドデザイン賞受賞    

2021/2/3 下野新聞 おーバス値下げと収入増両立評価 プ
ロジェクト賞    

2021/7/2 下野新聞 小山市 バス定期券に特典付与 「おー
ラジカード」と連携   

2021/9/6 下野新聞 小山市営バス 「モバイル定期券」導
入へ 全国初「LINE」活用   

2021/10/2 下野新聞 
モバイル定期券運用をスタート 小山
市営バスが全国初 記念式典、利用促
進へ期待 

  

2021/10/6 下野新聞 まちづくりにも貢献 小山市営バス
「おーバス」交通環境優秀賞を受賞  まちづくりにも貢献 

2021/10/6 下野新聞 気になるとちぎ 話題の人に聞く 小山
市都市整備部技監 浅見知秀さん おーバスで元気な街に 

2021/10/14 下野新聞 駅前活性化へ意見交換 市長と市民、
オンライン 小山市 

歩きたくなるまちづくりについては「実
施にはバスなどの公共公機関の路線や本
数の充実が必須」との声が上がった 

2021/10/20 日本経済
新聞 

栃木県・小山市 地域バスにスマホ定
期券 LINE でいつでも販売 利用者増
へサービス向上 

  

2021/10/21 下野新聞 まちづくり企画 高校生が議論  公共交通機関が不便などと率直な意見を
共有。 

2022/1/17 下野新聞 自動運転バス 小山市で実験   

2022/11/26 産経新聞 
全国に先駆けたモバイル戦略 コミュ
ニティバス「おーバス」の挑戦 栃木
県小山市 

  

2022/6/22 下野新聞 おーバス利用 最多 83万人 ダイヤ改
正、電子決済奏功   

2022/7/26 下野新聞 小山市 市民フォーラム 田舎と街中、
連携を模索 

「田舎と街中をつなぐ公共交通機関が必
要」などの意見があがった 

web 
2021/7/10 

おやな
び！おや
ま 

あなたの住みたいまちはどんなまち？
第 1回小山駅周辺地区まちづくりプラ
ンが開催 

予定のない週末、子どもとおーバスで街
なかへ〜こんなまちを(勝手に)思い描い
ています。 

2021/10/6 
おやな
び！おや
ま 

最大 70％オフ！おーバス全線共通乗り
放題の定期券 「noroca」購入方法や料
金などを紹介！ゆとりのバス時間を｜
小山市コミュニティバス 

  

2022/1/28 
おやな
び！おや
ま 

「スマホ de noroca」が便利！スマホ
で定期券の購入＆最大 7 割引で全路線
乗り放題｜小山市 

  

2022/6/22 マチミル
YouTube 

マチミル#38 都市計画について雑談し
てみた 小山市の公共交通のはなし   
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第６項 ブランディングを用いた MM（生活情報タブロイド紙配布）の留意点 

 

これまで、MMにブランディングを用いる利点として、「人々のライフスタイルをバス主

体に転換させ得る」ことを掲げたところであるが、小山市では「コストダウン」という点で

ブランディングを用いていた側面がある。都市圏全体で MMを実施する際は、多額の費用

を要することを第 2章で示したところであり、再掲すると豪州パースでは、10年間で総計
約 64万人を対象に、約 30億円(約 10,000円/世帯 約 5,000円/人)の予算を投じている 10)。

日本の京都市では、2万人を対象に 3,350万円(1,675円/人)の公的予算を投じている 11)。小

山市は財政制約上、多額の予算を用意できず、MM に使用できる予算は 1,800 万円（これ

でも市にとっては破格の予算）であり、この予算で全市民 16.7万人向けMMを実施する必

要があった。このため、MMの知見を援用し、低コストでかつ、できる限りバスの利用促進

効果を発揮するツールの開発が必要であり、上記の予算の範囲中でできる限りの効果を発

揮させるため、ブランディングを用いている。 
ここでは、Bloom!の特徴を整理し、如何にコストダウンを図ったかを記述する。 
記事の中に、市民の代表的人物像、代表的な意見（多くの市民が持つ意見）を取り上げる

（図 4-20）ことで、大多数の市民に、擬似的な個別コミュニケーションの体験を提供し、

感情的な側面に働きかけることを試みている。その他、バスに関心を持たない市民でも楽し

んで読むことができるバスに関する記事を掲載した。例えば、バス活用によって、小山市内

の新たな魅力発見、暮らしの豊かさにつながる記事（図 4-19）である。 
このように生活情報タブロイド紙を市民に一方向で配布することで、市民 1 人 1 人との

個別コミュニケーションを省略してオペレーションにかかる費用を縮減している。 
配布スケジュールは、1号は 2019年 11月、2号は 2020年 2月、3号は 2020年 5月(表

4-2)であった。印刷部数は各号 6万部、そのうち 5.3万部は、市役所が毎月発行する広報誌

の配達ネットワークに乗せて配布した。このため配布には費用を要していない。モビリテ

ィ・マネジメントとしてのコストダウン要素をまとめると以下の２点となる。 
[1]多くの時間と費用を要する 1 人 1 人とのコミュニケーションを省略し、代替措置と

して市民の代表的な人物像、意見を取り上げて擬似的な個別コミュニケーションを提

供したこと 
[2]追加のコストを要しない既存ネットワークを活用して配達したこと 

結果、MM に要した費用は、生活情報タブロイド紙の企画、制作、印刷費で 1,800 万円
（340円/世帯・150円/人）であった。前述した、豪州パースの約 30億円(約 10、000円/世
帯 約 5,000円/人) 10)。日本の京都市の 3,350万円(1,675円/人) 11)と比較して、一人当たり

のコストは 10分の 1 以下となった。 
一方でコストダウンに対しての効果にも留意しなければならない。 

MMに関する既往研究では、日本の住宅地における TFP は、平均して自動車の使用を 7.3%

から 19.1%減少させ、公共交通機関の使用を 30.0%から 68.9%増加させたことが示されてい
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る 9)。 

生活情報タブロイド紙を用いたMMの効果と比較する場合、バスの年間総利用者数 10％

増加（2019年度）などが該当する（詳細は次章）。 

この利用者増加については、noroca 導入と Bloom!配布を同時に行なっているため、単純

に TFP との比較はできないが、生活情報タブロイド紙の配布効果は、TFP に比べて劣るこ

とが明らかである。ひとり一人と実際にコミュニケーションを実施する TFP と一方的に配

布してその配布物を読むことで擬似的なコミュニケーションを演出する生活情報タブロイ

ド紙では、効果が劣るのは明らかである。したがって、予算が限られる状況で、より多くの

人を対象に MM を実施する場合、本研究で示したように、ブランディングを用いた配布物

作成（Bloom!）に予算を投入することは、バス利用者総数を増加せるには有効であろう。し

かしひとり一人に対して、高い公共交通利用促進効果を望むのであれば、時間とコストを要

する TFP を実施すべきである。更に予算が許すのであれば、TFP 制作にブランディンを用

いることも有効であろう。 

また、上述した効果は、ブランディングを用いた MM のみの効果ではなく、noroca 導入

を含むプロジェクト全体を通しての効果である。ブランディングを用いた MM のみを実施

した場合、その効果はバスの年間総利用者数 10％よりも小さくなることが想定される。し

かし、効果が全く無いわけではなく、若者のバスユーザーが増加し、市民から届く苦情が劇

的に減少し、アンケートなどでの意見は、好意的で感情面で評価（気持ちが変わった、感動

したという声）され、バスの利用者が増え、定期券保有者が増え続けている状況を鑑みれば、

上記の効果の内の少なからずの部分がブランディングを MM に用いたことに起因している

可能性があると言えるだろう。一方、その有効性を引き出すための留意点、工夫点は、本研

究で示すもの以外にもあり、地域やプロジェクトごとに異なることが予想される。今後は、

そうした点を踏まえて、本研究で示したブランディングのプロセスが参照され、多くの地域

でブランディング・デザインに重点を置いた実践が進み、より効果的、効率的な MM が展

開されることが望まれる。 

 

第４節 本章のまとめ 

 

本章では、定期券(サブスク運賃)購入を促進し、サービスを持続させ得るMM ツールを含

むコミュニケーション・プログラムに関する技術を蓄積することを目的に、筑波大学と小山

市を対象に、コミュニケーション・プログラムを企画し、効果測定実験を設計実行すること

で、プログラムの効果を明らかにした。 

特に、定期券(サブスク運賃)購入を促進するために重要な要素と考えられる、[1]低廉な価

格に設定、[2]ライフステージが変わるタイミングでMMを実施、[3]ライフスタイルを転換

させるための MM を実施、に着目し、コミュニケーション・プログラムの開発を行った。

以下に、コミュニケーション・プログラムの要点、留意点、工夫点を示す。 
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（１）コミュニケーションのタイミング 

筑波大学では、新入生に対して、ライフステージが変わる直前で、かつ大学生活のライフ

スタイルが確立する前の入学前に、定期券の購入を促すコミュニケーションを行ったとこ

ろ、翌年度の 4月に定期券購入者が大きく増加していた。さらに、入学後の新入生オリエン

テーションにおいて再度、定期券購入を促すコミュニケーションを行うことで、定期券を購

入しないと一度意思決定した学生や購入を忘れていた学生が定期券を購入するようになる

可能性があることが明らかになった。 

ツールそのものの質も重要であるが、情報提供をする”タイミング”が重要であり、学生の

進学時が、定期券購入を促すタイミングとして重要であることを示すこととなった 

また、大学上級生に対して、6月時点で定期券の購入を促すコミュニケーションを行った

ところ、年度内での定期券購入行動に結びつかず、次年度の定期券購入行動を促す可能性が

あることが明らかになった。この結果も、コミュニケーションの”タイミング”が如何に重要

かを示すものである。なお、小山市においても学生定期券保有者は年度途中では増えず、学

生は年度の途中で交通行動（通学）を変更する確率が低い可能性があることが明らかになっ

た。また小山市においても筑波大学同様に、学校を介した新入生への定期券購入を促すコミ

ュニケーションを行ったところ、翌年度の 4月に学生定期券保有者が増加していた。 

定期券(サブスク運賃)の普及させるためには、上記のような、高校や大学の新入生へのモ

ビリティ・マネジメントの継続が重要であることが明らかになった。 

 
（２）ブランディングを用いる 

小山市では、全市民に対して、ブランディングを用いた MM ツール（生活情報タブロイ

ド紙）をコミュニケーションに用いることで、人々の感情や行動が変化し、短期的なバス利

用者増加、収入の確保につながる可能性があることが明らかになった。 

またブランディングを用いた MM ツールの再現性を高めるために、そのツール制作プロ

セスを記述し共有することが重要であるとの認識のもと、コミュニケーション・プログラム

の検討プロセスを記述することで、MM を実施する際の実務上の留意点、工夫点を整理し

た。その結果、ブランディングを用いた MMを実施する上での留意点、工夫点を次の 6点

にまとめる。 

 

1)まず、ブランディングの手法を用いることを宣言すること。業務仕様書に、ブランデ

ィングやデザインを重視することを明記したうえで、企画段階から、プロジェクトに

クリエイティブディレクター、デザイナーが参画することが重要。 

2)陥りやすいブランディングの勘違いに気をつけること。かっこいいロゴ、現代的なロ

ゴをつくることが、すなわちブランディングとは言えない。 

3)手段（MMを実施すること、ブランディングを用いること）を目的化せず、目的を明
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確にすること。特にターゲットにどのような感情をもってもらいたいかを明確にする

こと。 

4)チームビルディング、メンバー間の信頼関係構築をすること。ミーティングではメン

バーが一堂に会して、意見を出し、目的やアウトプットイメージを共有する。ミーテ

ィングの場では、発注者、受注者という構図を取り払い、互いの意見を尊重し、かつ

忌憚のない意見を出す。特に、制作側（クリエイティブディレクター、デザイナー）

とバス実務側（市役所）が意見を出し合い、譲れない部分、尊重する部分を認め合っ

た先に真にユーザーに受け入れられるブランドが生まれる。 

5)市民に伝えたいメッセージ、本プロジェクトでいうブランドコアメッセージ「小山に

生きる。おーバスが活きる。」を設定することが重要。 

6)MMの基礎技術（情報提供法、行動プラン法、TFPなど）を援用すること。生活情報

タブロイド紙」というメディアは、コストダウンを計りつつも、市民とのコミュニケ

ーション手法として成立する可能性がある。 

 
（３）MM 継続と組織と協力 

最後に、コミュニケーション・プログラムを企画する上での、MMの継続と組織の重要性

について記述する。 

筑波大学、小山市はいずれも本章で記述したコミュニケーション・プログラムを何らかの

形で継続し、定期券の保有者数を増加させている（詳細は第５章）。 

しかし、筑波大学、小山市共に、予算や人員の制約で、コミュニケーション・プログラム

を縮小させている。筑波大学は、オールインワンのチラシ等を HP掲載にし、配布を省略し

ている。また第３章でも指摘した通り、筑波大学公共心理研究室がオールインワンのチラシ

等の制作を担っており、MM ツール制作の継続にも課題を残している。 

小山市は、Bloom!の制作を継続しておらず、簡易的な手法（Bloom!の記事を時刻表路線図

冊子、ラジオ情報誌に転載し発行）に切り替えている。このように MM ツールが筑波大学

構成員全員、市民全員の手元に届かなくなっているため、定期券(サブスク運賃)購入促進効

果は低減することが懸念される。定期券(サブスク運賃)サービスを継続し、持続可能なもの

とするために、予算や人員を確保し、当初のコミュニケーション・プログラムに戻し、さら

に改善することが望まれる。 

次に、組織協力の重要性を記述する。筑波大学は大学構成員全員、小山市は市民全員・市

内学校新入生全員と、大規模なコミュニケーションを行っている。 

この大規模コミュニケーションは、組織の力を借りることによって成立している。筑波大

学は大学事務を介して、小山市は自治会や学校を介して、MM ツールを配布している。もし

上記の組織の協力がなければ、より多くの費用と労力を投入するか、もしくはコミュニケー

ション自体難しい。今後も、これらの組織と協力関係を維持し、コミュニケーション・プロ

グラムを継続することが望まれる。  
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第５章 サブスク運賃導入が利用者・運営者に与える影響把握 1、2) 

 
第１節 本章の目的と構成 

 
本章は、アンケート調査等のデータ、運営者から入手した利用者数・運賃収入データの分

析を行い低廉なサブスク運賃が利用者や運営主体に与えた影響を把握する。そのうえで、低

廉なサブスク運賃を持続的に提供するためのサービス設計の要点、持続条件を明らかにす

ることを目的とする。 

使用データを表 5-1に示す。利用者に与える影響を把握するためのデータは主に筆者自身

が実施した調査データを用いる。運営者に与える影響については、それぞれのサービスの運

営主体である筑波大学と小山市から提供を受けた運営に関わるデータを用いる。 

ここで、運営に関わるデータの開示について課題を指摘しておく。日本において、公共交

通は民間企業が運営している場合が多く、データは経営に直結する情報のため、分析可能な

データは開示されていないことが多い。そのため、第２章で示した通り、公共交通の運賃施

策が経営・収支に与える影響を実証的に把握している研究は少ない状況にある。本研究では、

公共交通の運営主体が、民間事業者でない公的機関であるため、情報公開が可能な範囲で提

供頂いている。 

次に、本章の構成について記述する。表 5-1のデータを分析し、本章第２節では、筑波大

学キャンパス交通システムが利用者と運営者に与える影響を把握、本章第３節では、小山市

コミュニティバス全線定期券「noroca」が利用者と運営者に与える影響を把握する。本章第

４節において、筑波大学と小山市におけるサブスク運賃が利用者・運営者に与える影響を総

括し、低廉なサブスク運賃を持続的に提供するためのサービス設計の要点、持続条件を示す。 

 
表 5-1 本章で用いるデータの概要 

 筑波大学 小山市 

利用者に

与える 

影響把握 

○大学構成員への交通実態調査 

（2006年秋） 

【筆者実施】 

○学生生活実態調査 

（1993、1998、2003、2008、2010、

2017）【筑波大学提供】 

○全線定期券「noroca」保有者への交通行

動アンケート調査 

（2020年 4月、2022年 3月） 

【筆者実施】 

運営者に

与える 

影響把握 

○定期券販売集計データ 

【筑波大学提供】 

○定期券販売集計データ 

○バス利用者数データ 

○運行収入データ  

【小山市提供】 
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第２節 キャンパス交通システムが利用者・運営者に与える影響把握 

 

第１項 利用者に与える影響 

 

本項では、ひとり一人の行動がどのように変化したのかを把握するため、アンケート調査

データを分析し、その結果を考察する。 

キャンパス交通システム導入による効果計測のため、2006年 11月に筑波大学構成員（学

生、教職員）を対象とした交通行動実態調査を実施した。調査対象は 2394 人、回収数 1052

人、回収率 43.9%であった。以下に、そのデータならびに既存データを用いて筑波大学構成

員の交通行動実態の概要を記述する。 

図 5-1に学生と教職員別の通勤・通学の交通手段の変化を示す。2006年のデータは、上記

のデータを集計、2004年の値は、キャンパス交通システム導入前に行った 2004年 7月実施

の交通行動実態調査 3)のデータを使用している。図 5-1 より、キャンパス交通システム導入

前後（2004年、2006年比較）で、教職員、学生ともにバスの分担率が増加し、自動車の分

担率が減少しているが確認できる。特に教職員の自動車の分担率が大きく減少している。こ

の要因としては、自動車で通勤していた教職員が、つくばエクスプレス（TX）開業により

鉄道通勤に変更（TX沿いへの引越しも含む）し、つくば駅からバスを利用していることが

考えられる。またこの間で、教員の入れ替わりが多少は起こっていると考えられ、自動車通

勤をしていた教員が減り（退職や他大学への転籍）、TX 沿いまたは東京等から鉄道で通勤

する教員が増えた（採用された）可能性もある。なお、環境負荷について、自家用車利用す

る教員が減り、バス利用する教員が増えたことにより、通勤・通学交通における CO2 排出

量が全学で約 12%削減されたことが報告されている 4)。 

 

図 5-1 属性別の通勤･通学交通手段の変化 
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次に、筑波大学構成員（学生）の交通行動の長期的な交通行動変化について考察する。筑

波大学では、5年毎（2010年、2012年は例外的に 2年毎）に学群生約 1万人全員を対象に

学生生活実態調査（回収率は 23〜48%）を行っている。この調査では、雨の日と雨の日以外

の通学のために利用する交通手段（複数回答）を設問にしている。通学交通手段に関する各

年調査データを代表交通手段に集計した結果を図 5-2、図 5-3に示す。なお本データは筑波

大学からデータ提供を受け集計したものであるが、2012 年データのみ代表交通手段に集計

可能なデータが現存していなかった。また大学院生に対しても別途調査を実施しているが、

同じく代表交通手段に集計可能なデータは現存していなかったため本研究では使用してい

ない。 

図 5-2、図 5-3 よりキャンパス交通システム導入が利用者に与えた影響を考察する。キャ

ンパス交通システム導入前後（2003年、2008年比較）で、バス・鉄道の分担率が増加して

おり、特に雨の日のバスの分担率が増加、雨の日の自動車の分担率が減少している。（図 5-

3）。バス・鉄道が増加した要因は、大学周辺に居住し、自転車や徒歩で通学していた学生が

減少（卒業）、TXで通学する学生、バス路線周辺に居住しバス通学する学生が増加（入学）

したことが想定される。また雨の日と雨の日以外の同年を比較して、雨の日の方が、自転車・

バイクの分担率が低く、徒歩・自動車・バスの割合が高いため、雨が降った場合、前者から

後者へ転換していることが想定される。また雨の日について 2003 年と 2008 年比較では自

動車の分担率が減少していることから、雨の日の交通手段の転換は、自動車への転換が減少

し、バスへの転換が増加している可能性がある。この特に雨の日の変化は、学内で散見され

る自転車傘さし運転減少、大学近隣からの自家用車通学減少に寄与しているため、交通安全

や環境負荷の観点から望ましい結果と言える。 

次に 2014 年に実施した、定期券の値上げ（学生 4,200 円から 8,600 円）の影響を考察す

る。値上げ前後（2010年、2017年比較）で、バスの分担率が減少しており、徒歩・自転車

の分担率が増加している。特に雨の日の傘差し運転が問題になっている中で、雨の日の自転

車の分担率が増加していた。これは、定期券を購入してバスで通学していた学生が、購入を

取りやめて徒歩や自転車で通学するようになったこと、卒業と入学による学生の入れ替わ

りにより定期券を購入しバスに乗る習慣を持つ学生が減りバス通学をする学生が減少した

ことなどに起因しているものと考えられる。 

なお、在学生の数約 1.6万人（学群生と大学院生の合算）と定期発行枚数から算出した定

期券保有率は、2010 年度は 41.4%、2017 年度は 34.5%と値上げの影響で定期券保有率は減

少していた。 
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図 5-2 学群生の通学交通手段（雨の日以外）の変化 

 
図 5-3 学群生の通学交通手段（雨の日）の変化 
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その一例として、学群生(2-3年生)の交通行動を図 5-4、図 5-5に示す。つくば市内の私用

目的トリップ（買い物・社交・娯楽）における交通手段について、キャンパス交通システム

バス定期券の保有・非保有で比較すると(図 5-4)、定期券を持っている学生は、通学や学内

移動のみならず、買い物・社交・娯楽にもキャンパス交通システムを利用していることが示
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されている。また、2006 年当時新しい商業施設や娯楽施設が集積しているつくばセンター

への訪問回数を平日・休日別にみると(図 5-5)、定期券を持っている学生は平日にも休日に

も、気軽につくばセンターに立ち寄っていることがわかる。自転車・自動車などによる訪問

回数は、定期券の有無で大きな差が見られないため、キャンパス交通システムによって訪問

回数が増加している傾向が示されたと言える。 

定期券を持っている学生のほうが幅広い交通手段の選択肢をもち、つくばセンターへの

立ち寄り回数も多いことから、キャンパス交通システムの導入が学生生活を豊かにしてい

る可能性が示唆された。なお、本データは 2006年時点のものであり、2006年以降現在まで、

つくばセンターを取り巻く環境は大きく変化しており、現在は同様の傾向にない可能性が

ある。これについては、本節第 3項で更なる考察を加える。 

 

 

 

 
図 5-4 つくば市内私用目的 tripの交通手段（学生） 

 

 
図 5-5 平日休日別つくばセンター訪問回数（学生） 
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第２項 運営者に与える影響 

 

本項では、定期券の販売状況や収入、運営主体の筑波大学の負担額がどのように変化した

のかを把握するため、筑波大学から提供された運営に関わるデータを分析し、その結果を考

察する。 

図 5-6に筑波大学が発行するキャンパス交通システム定期券の発行枚数の推移を示す。な

お、2022年度は、2022年 4月時点のデータとなっている。 

2005年度 3,055枚から、2006年度 5,674枚と大きく増加し、その後も 2012年度まで一貫

して増加している。これは先に記述した利用促進の取り組みによって、新入生の購入数が増

加したことに起因していると考えられる。更に、新入生が次年度に定期券を購入し続けたの

か、算出したところ、2006年度学群 1年生の定期券購入者は 1,837 人、2007年度学群 2年

生の定期券購入者は 729 人となり、その数は約 4割に減少していた。2008年以降は大学が

学年別の販売数を集計していないため不明である。 

続いて、2014年度大きく減少した要因を考察する。これは、学生の定期券価格を 4,200円

から 8,600 円に値上げしたことと新入生入学書類への定期券購入申込用紙同封しなかった

ことに起因していると考えられる。翌年度からは、新入生入学書類への申込用紙同封を再開

し、保有者は増加に転じているが、2016 年度をピークに減少に転じており、値上げ前の保

有者数までは戻らなかった。 

そして、2020年度は 9,500円への値上げと covid-19の影響により、発行枚数 3,970枚に減

少しており、2021年度は 4,358枚と増加に転じるが、2022年度は 19,000円への値上げや第

3章で記述した減便等のサービスレベル低下によって、3,324枚（2022年 4月時点）と減少

している。なお、第 4章でも示した通り、オールインワンのチラシ等の配布を取りやめたこ

とも、定期券発行枚数が減少している一因の可能性がある。 

教職員への発行数については、通勤手当として、定期券が現物支給されるため、価格改定

の影響を受けず、一定数を保っている。 

 
図 5-6 キャンパス交通システム定期券発行枚数の推移 

(枚)

MM1：オールインワンのチラシとバスマップを新入生オリエンテーションで配布 （● ：左記を実施，HP:情報をHPに掲載のみ）
MM2：入学手続き書類に定期券購入申込用紙同封（●：左記を実施）
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次に、キャンパス交通システムが、筑波大学の財政に与えた影響について考察する。大学

が負担していた旧学内連絡バスの運行経費は 7,000万円／年程度と試算されている 4）。シス

テム導入後の大学から関東鉄道への支払額、大学負担額（いずれも大学へのヒアリングをも

とに筆者による算出[1]）を図 5-7に示す。大学の負担は、学生 4,200円時代（2005年度〜2013

年度）は最大約 4,200万円（2012年度）、8,600円時代（2014年度〜2019年度）は最大約 1,000

万円（2015年度）、9,500円時代（2020年度〜2021年度）は最大約 3,300万円（2022年度）、

直近の 19,000円時代（2022年度）は約 6,400万円となっている。旧学内連絡バスの経費 7,000

万円に対して大学の経費は、減少している。 

学生への半額補助を取りやめてからは、一時的に大学の負担は大幅に減少するが、その後

2020年度と 2022年の値上げの影響で定期券の販売枚数が減少し、大口特約一括定期制度で

一括購入した 6,000枚のうち売れ残った分は大学が費用負担をするため、大学の負担が増加

している。また 2022年度からは、教職員の通勤手当用の定期券を高額単価で契約している

ため、大学の負担額が更に増加している。 

関東鉄道への支払額（関東鉄道の収入）について考察する。大口特約一括定期制度によっ

て、6,000枚分の収入保証があるため、販売枚数が多く減った場合も一定額が確保されてい

る。このため、covid-19の影響を受ける前までは、第３章で記述したサービスレベルが維持

できていると考えられる。 

 

図 5-7 筑波大学のキャンパス交通システムに関する支出[1] 

 

しかしながら、covid-19の影響により、授業のオンライン化、大学での学会やシンポジウ

ム等催物の減少、来訪者の減少等で、キャンパス交通システム定期券の有効区間内の路線バ

スの利用者（定期券以外）が減少している。このため、大口特約一括定期制度によって保証

されている収入のみでは、キャンパス交通システムを運行することが困難になっており、関

東鉄道への支払額を確保するため、教職員の通勤手当用定期券は、高額単価契約を結んでい

るのではないかと推察する。 
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ここでキャンパス交通システム内路線バスの定期券外収入の算出を試みる。2005年 10月

の実績であるが、キャンパス交通システム内路線バスの乗車人員は、平日 1日 2,700 人と報

告されている 4)。この 2,700 人から、定期券以外の運賃収入を推計する。当該区間は運賃 280

円、つくば市の平日休日の路線バスの乗車人員比率（平日 15,790 人・休日 7,949 人）、平日

245日、休日 120日に、2,700 人の 2割 540 人を掛け合わせると、運賃収入は年間約 4,600万

円、3割 810 人であれば年間 6,900万円となる(2割、3割は仮に設定)。covid-19の影響下で

は、全国的に旅客数が 3〜4割減少していることから、キャンパス交通システム内の路線バ

スにおいても同様の減少割合であったことが推察され、減収額は数千万円規模になってい

ると考えられる。この数千万円の減収分を確保するため、筑波大学から関東鉄道に対して、

相応額の支払いが必要になったと推察する。 

 

次に、図 5-8 に大学負担額と学生保有率の変化を示す。学生 4,200 円時代（2005 年度〜

2013 年度）は学生保有率増加に伴い大学の負担も増加している。これは学生が購入するほ

ど、大学の半額分補助が必要になるからである。そして、2014 年度の値上げによって大学

の負担額は減少するが、学生保有率も減少している。更に、2020 年度は covid-19 の影響と

値上げによって学生保有率はさらに減少、定期券が売れ残ったため大学負担額は増加して

いる。2022 年度は更なる値上げによって、学生保有率は更に減少している。そして推察で

はあるがキャンパス交通システム維持のために大学の負担額は更に増加している。現在は、

キャンパス交通システム導入後、大学の負担が最も多いにもかかわらず、学生保有率が最も

低く、大学が費用を負担して学生の利便を確保するという観点で、システム導入史上、最も

最も投入している費用に対して効果を発揮できていない状態にある。 

 

図 5-8 大学負担額合計と学生保有率の変化 
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第２項を総括する。学生 4,200 円時代（2005 年度〜2013 年度）は、定期券の発行枚数は

増加し続け、一方で大学の負担も増え続けるというシステム運営主体である大学にとって

財政的に持続可能とは言い難い仕組みで運営されていた。そうした背景もあり、学生半額補

助を取りやめ、定期券価格の値上げを行った。値上げ後は、値上げによるサービスレベルの

低下、それに伴う利用者の減少、システム運営主体の負担額増加、運行本数の減少によるサ

ービスレベルの低下、というサービスの低下が更なるサービスの低下を呼ぶ、負のスパイラ

ルに陥ってしまった。 

covid-19の影響で減少した、公共交通利用者数は、全国的に回復基調にある。筑波大学キ

ャンパス交通システムにおいては、サービスを持続可能なものとするために、アフターコロ

ナを見据えて、大学の負担額、学生の負担額、バスのサービスレベルについて、再検討をす

る必要がある。その際は、キャンパス交通システム導入時の目的である「学内交通環境の改

善」を念頭に置くことが重要であろう。またキャンパス交通システム導入前は、年間 7,000

万円を負担して、大学構成員の交通手段を確保していたことも忘れてはならない。 

またバスサービス設計の際は、2章で記述したワシントン州立大学のように、大学キャン

パス内のバスに留まらず、定期券の対象を地域の公共交通に拡充することも選択肢の一つ

と考えられる。例えば。つくば市内全ての公共交通が乗り放題になれば、学生、教職員のキ

ャンパスライフの質は確実に向上し、また自動車利用の削減等環境負荷低減効果も、現行サ

ービス以上に期待できる。更に、販売方法については、ワシントン州立大学の授業料（Service 

& Activities Fee）に定期券運賃が含まれていることも参考になる。これによって、定期券の

販売コスト、シールの発行・張付コスト、不正乗車等監視コストが削減される。また財源の

確保の見通しも立ちやすくなる。 

これらを踏まえ、学内交通環境はどうあるべきか、検討し、学生にとっても、大学にとっ

てもよりよいバスサービス設計を行うことが望まれる。これについては、第 7章第２節「今

後の課題」において筑波大学キャンパス交通システムの改善案を提案する。 
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第３項 つくば市における中心市街地の動向と公共交通利用への影響 

 

2005年にキャンパス交通システムが導入されてから 17年間、バスの始発地点であるつく

ば駅周辺（つくばセンター：つくば市の中心市街地）を取り巻く環境は大きく変化している。

特に本節で取り上げた影響把握の用いた利用者の交通行動アンケートのデータは 2006年に

取得したものであり、現在は同様の傾向にない可能性がある。 

そこで、2006 年以降のつくばセンターを取り巻く環境変化やつくばエクスプレス開業に

伴う学生の通学行動・居住地選択の変化について概観し、現状のキャンパス交通システムと

学生の交通行動との関係について補足、考察する。 

2006 年以後、つくばセンターの商業施設と競合する郊外型ショッピングセンターの出店

が相次いでいる（表 5-2）。2008年 10月 31日イーアスつくば（221店舗、駐車場 4,300 台）

5）、2009年 5月 28日イオンモール土浦（ÆONと 160、駐車場 3,260 台）6）、2009年 7月 9

日 あみプレミアム・アウトレット（約 151店舗、駐車場 3,200 台）7）、2013年 3月 15日イ

オンモールつくば（約 200店舗、駐車場 4,000 台）8）が開業している。またつくばセンター

に新たに商業施設 BiVi つくば（2015年 9月 5日開業：約 30店舗、駐車場 28 台）9）が開業

している。 

これらの開業から程なくして、つくばセンターの商業施設の閉店が相次ぎ、2017 年 2 月

28日筑波西武が閉店、2018年 1月 31日にイオン・クレオ専門店が閉店、2019年 5月 19日

ライトオン本社ビル店舗営業終了しイーアスつくばへ移転している。これら商業施設は、旧

イオン棟は解体され共同住宅が建設されており、残る建物は、2021年 5月 19日トナリエつ

くばスクエア」として、リニューアルオープンしている 10）（図 5-9）。 

学生の通学行動・居住地選択については、図 5-2,5-3で示した通り、通学における鉄道の

交通機関分担率が調査毎に増加しており、つくばエクスプレス開業前の 2003年 1.4%であっ

た値が、2017 年 10.4%となっている。また学生生活実態調査による学生の居住形態の調査

結果は、2003年自宅 8.2％、学生宿舎 34.4%、アパート 57.1%から。2017年自宅 17.2％、学

生宿舎 19.1%、アパート 62.6%と変化している 11）。 

以上の環境変化は、キャンパス交通システムの利用、特に買い物・社交・娯楽活動目的の

利用を減少させる影響があると考えられる。 

具体的には、郊外ショッピングセンターの開業とつくばセンター商業施設の縮小によっ

て、学生の買い物・社交・娯楽活動の場がつくばセンターから郊外ショッピングセンターに

変化し、キャンパス交通システムを利用してつくばセンターに私用で訪れる学生が減るこ

とが想定される。また自宅からの鉄道通学の学生が増えているため、つくば駅を降りて大学

に向かう目的でキャンパス交通システムを利用する学生は増加していることが想定される

が、一方で大学周辺に居住していない学生の増加によって、授業がない時間帯、特に休日に

つくばセンターに訪問する学生は減少していることが想定される。またキャンパス交通シ

ステム沿線に立地している学生宿舎居住者の減少は、更にキャンパス交通システムの利用
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者の減少を助長している可能性がある。 

なお、つくば都市交通センターによるつくば市中心市街地の歩行者・自転車交通量調査

（毎年 10月の木曜日、日曜日に調査）によると、イオン・クレオ専門店から北に伸びる歩

道（図 5-9黒四角 6番の位置）では 2011年平日 3,001・休日 4,232 から 2017年平日 853・休

日 2,083に減少、イオン・クレオ専門店からライトオン本社へ西に伸びる歩道（図 5-9黒四

角 5番の位置）では、2011年平日 6,305・休日 10,877 から 2017年平日 3,453・休日 6,292に

減少している 12）。また 2017時点でのつくばセンター訪問の交通機関分担率のうちバスの分

担率は、平日 7.6%・休日 6.4%と値は小さく、つくばセンターへの主な交通機関は徒歩、自

動車、つくばエクスプレスである 12）。このため、つくばセンターの歩行者数等の減少は、

キャンパス交通システム利用者の減少の可能性が多少は影響しているものの、歩行者数の

減少すべてを説明できるほどのインパクトではないと考える。 

また、学生定期券 4,200円の時代に、郊外型ショッピングセンター開業が相次いる（表 5-

2）。これによって、入学手続き書類同封申込書で購入した 1年生は、２年次進学や自動車を

購入した際に、定期券購入を取りやめる確率が高まっている可能性がある。4,200円時代に、

つくばセンターを取り巻く環境が現在と違いものであったならば（例えば、これほど多くの

郊外ショッピングセンターが立地しなかったら）、利用者数は現在よりも多く、キャンパス

交通システムも現在のサービスレベルまで低下しなかった可能性はあり、キャンパス交通

システム利用促進の観点からは悔やまれるところである。 

また上記の推測の通り、つくばセンター以外の郊外ショッピングセンター等が学生の買

い物・社交・娯楽活動の主要な目的地になっている場合、キャンパス交通システム定期券の

有効区間に、主要目的地へのバス路線を追加すること、そのバス路線の利便性を向上させる

ことは、学生の自動車利用の抑制（それに伴う自動車への支出抑制）、車を持たない学生の

目的地の選択肢を増やすこと等につながり、学生のキャンパスライフの質の向上に資する

施策になると考える。 
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表 5-2 つくばセンターを取り巻く環境の変化 

年月 主な出来事 補足 
1985年 3月 筑波西武・ジャスコと専門店街で構成される

「CREO」開業 ① 
キャンパス交通シス

テム開業以前 
1993年 10月 「MOG」開業 ② 
2002年 5月 31日  ダイエー閉店 ③ 
2004年 3月 19日  LALA ガーデンつくば開業（71店舗、駐車場

1,201 台） 
2005年 3月 25日  ダイエー跡地にデイズダウンつくば開業（ス

ーパー、ドラックストア、駐車場 680 台）③ 
2005年 3月 8月  つくばエクスプレス開業に先駆けて「Q't」開

業 ④ 
2005年 8月 24日 つくばエクスプレス開業 

キャンパス交通システム開業 
学生定期券 4,200円 
郊外型ショッピング

センターが相次ぐ 2006年 8月 21日 ライトオン本社ビル店舗営業開始 ⑤ 
2008年 10月 31日 イーアスつくば開業（221店舗、駐車場 4,300

台） 
2009年 5月 28日 イオンモール土浦開業（ÆONと 160、駐車場

3,260 台） 
2009年 7月 9日  あみプレミアム・アウトレット（約 151店舗、

駐車場 3,200 台） 
2010年 1月 8日 つくばセンター バスターミナル供用開始 
2013年 3月 15日 イオンモールつくば開業（約 200店舗、駐車

場 4,000 台）⑥ 
2015年 9月 5日   BiVi つくば開業（約 30店舗、駐車場 28 台） 

⑦ 
学生定期券 8,600円 
つくばセンター商業

施設の閉店が相次ぐ 2017年 2月 28日  筑波西武閉店 ① 
2018年 1月 31日  イオン・クレオ専門店閉店 ① 
2018年 12月 20日  「MOG」と「Q’t」、筑波新都市開発株式会

社から日本エスコンに売却事業継続 ②④ 
2019年 3月 27日 「CREO」日本エスコンに売却 旧イオン棟

を解体し共同住宅を建設 ① 
2019年 5月 19日  ライトオン本社ビル店舗営業終了、イーアス

つくばへ移転 ⑤ 
2021年 5月 19日 「トナリエつくばスクエア」として、リニュ

ーアルオープン ①②④ 
学生定期券 9,500円 

2022年 10月 16日 LALA ガーデンつくば閉業 
※マンション等住戸の建設については、直接学生の交通行動に影響は及ぼさないと考え記

載していない。○番号は図 5-9 中の位置に対応。 
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図 5-9 つくば市中心市街地地図 12)（つくば市資料に筆者が○番号追記）  

①

② ④ ⑥

⑦

⑤

③
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第３節 バス全線定期券「noroca」が利用者・運営者に与える影響把握 

 

第１項 利用者に与える影響 

 
本項では、noroca保有者ひとり一人の行動がどのように変化したのかを把握するため、ア

ンケート調査データを分析し、その結果を考察する。 

noroca 導入による効果計測のため、2020 年 4 月と 2022 年 3 月に noroca 保有者を対象に

アンケート調査を実施した。2020年 4月アンケート調査の調査対象は noroca保有者 184人、

回収数 127 人、回収率 43.9%であった。2022年 3月調査の調査対象は noroca保有者 403 人、

回収数 103 人、回収率 25.6%であった。いずれも小山市の実施する noroca に関するアンケ

ートにバス利用回数等の質問項目を加える方式をとっている。本項では、アンケート回答デ

ータの内、2020年 4月ではバス利用回数、2022年 3月ではバス利用回数と自動車利用回数

を使用し、norocaが利用者の交通行動に与えた影響を把握する。 

図 5-10に、2020年 4月時のアンケート調査で把握した、noroca保有者の 1ヶ月あたりの

バス利用回数の平均値 3時点を示す。各々の時点同士の利用回数に対して t検定を行った結

果、いずれも t値(両側)=1.98で有意な差を確認した。このことから、noroca保有者は、購入

前よりも、購入後はバス利用回数が多いこと(1.16倍に上昇)、covid-19の影響下ではバスの

利用回数は減少していることを確認した。 

なお、市内全体のバス利用者数実績は（2020 年 4 月）/（2019 年 2 月）比率は 53%であ

り、アンケート調査に基づく noroca 保有者の同比率は 80%であった。市内全体のバス利用

者と noroca 保有者いずれも、バス利用が減少したのは covid-19 の感染拡大に伴う外出自粛

によるものであり、他の交通機関への転換ではないものと考えられる。 

それでは、市内全体のバス利用者と noroca 保有者のバス利用減少率の差（外出自粛の程

度の差）の要因を考察する。 

要因の１つ目に、noroca保有者は、仕事等の都合で自粛困難な移動をバスで日常的に行な

っているため、noroca を購入している可能性がある。中には covid-19 感染拡大後に自粛困

難な移動をする必要が生じ norocaを購入した人もいるだろう。 

２つ目に、norocaを既に購入してしまっているため、バスに乗らないのは勿体無い（元が

とれない）という意識が働き、外出自粛はせずにバスを利用した可能性がある。この場合は、

noroca保有することは、covid-19影響下において、外出及びバス利用自粛行動を抑制する効

果があった可能性を示唆することになる。 

上記、２つの要因はいずれも否定されるものではないと考える。なお、前提として、2020

年 4月時点の noroca保有者 158 人の約 7割 108 人が 2020年 2月以前(covid-19影響下前)か

ら継続して norocaを購入した人であったことを申し添える。 

次に、図 5-11に回答者 127 人の noroca購入以前(2019年 9月)の 1ヶ月あたりのバス利用

日数の分布を示す。グラフの閾値は、運賃現金都度払いよりも 12ヶ月 norocaを購入した方
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が支払額が安くなる 6日利用（月当たり 12 回/月以上 21 回未満）、運賃現金都度払いよりも

旧定期券を購入した方が支払額が安くなる 21日利用(42 回/月以上)である。購入前はバス利

用日数 21日未満の noroca保有者（全体の 77%）は、もともと定期券を買うほどのバスのヘ

ビーユーザーではなかったことがわかる。 

 

 
図 5-10 noroca保有者のバスの利用回数（平均）の変化（2020年 4月時点） 

 
 

 

図 5-11 noroca保有者の noroca購入前（2019年 9月）バス利用日数/月分布図 
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続いて、noroca保有者を購入前のバス利用回数（図 5-11の分類）、購入前のバス以外での

移動回数という視点でグループ分けして、図 5-10について考察する。 

まず noroca購入前のバス利用回数が多いグループ（月 6日以上：グループ１）、少ないグ

ループ（月 6 日未満）に別ける。更に少ないグループを noroca 購入前からバス以外の交通

手段で通勤通学等特定の移動をしていたグループ（グループ２）、移動をしていなかったグ

ループに別ける。最後に、移動をしていなかったグループを、引越しや進学等環境の変化が

起きたグループ（グループ３）、それ以外のグループ（グループ４）に別ける（図 5-12）。 

 

 
図 5-12 noroca保有者のグループ分け 

 

グループ１〜４が、何故 noroca を購入したのか、どのような交通行動変化があったのか

それぞれ考察する。 

グループ 1 は、元々日常的にバスを使っていた人である。このグループは、回数券や旧定

期券から norocaに移行したものと推測され、従前のようにバスを利用するのであれば noroca

を購入した方が得であると判断し、購入に至ったのではないかと考えられる。アンケートの

回答者では、従前月 6日以上バス利用していた人、従前前月 21日以上バス利用していた人

に該当（図 5-10）し、noroca購入によってバスの利用回数が大きく変化していないグループ

である。またグループ１が多い場合は、運行収入が減少してしまうことに注意が必要である。 

グループ２は、元々他の交通手段（例えば、自動車や自転車）を使っていた人である。こ
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のグループは、noroca を購入して他の交通手段からバス利用に転換したものと推測され、

noroca を購入してバス利用した方が得であると保有者等が判断し、購入に至ったのではな

いかと考えられる。購入の判断基準としてバスの運行本数や運行時間帯が改善し、便利にな

ったからということも影響しているかもしれない。また中には所属する会社から定期券が

安くなったのでバス通勤をするように勧められた人もいるだろう（実際に市内にそのよう

な会社があった）。第 3 章で noroca の価格決定に際して、他の交通機関（駅周辺の駐輪場

1,000 円/月、駐車場 5,000~10,000 円/月）との価格競争力を考慮した価格設定をしたことを

記述したところであるが、この価格比較をもとに購入した人と考えられる。アンケートの回

答者では、従前バスを全く利用していなかった人、従前バス利用が月 6日未満だった人が該

当（図 5-10）し、利用回数が平均 2.68倍増加している。なお、家族等による自動車送迎移

動をしていたが、何らかの理由（送迎車が免許返納した、親が送迎をやめたいのでバスに乗

るように勧められたなど）により送迎が無くなりバス利用に転換した人もこのグループに

該当する。なお、転換元の交通手段は、免許保有者は自動車、非保有者は自転車が多くを占

めると考える。タクシーやバイクからの転換も全く無いとは言えないが、タクシーは高額か

つ小山駅発以外の利用がしにくいこと、バイクは小山駅にバイク置き場がないことから、ご

く少数と考える。 

グループ３は、noroca共用開始（2019年 10月）後に引越しや進学等のライフステージの

変化、怪我や病気をして通院の必要が生じるなど生活環境が変わった人である。ただし、

noroca共用開始が 2019年 10月と年度の途中であること、2020年 4月は covid-19の影響で

学校が休校になり、定期券の購入が控えられていたことから、2020 年 4 月アンケートの回

答者のうち引っ越しや進学で noroca を購入した人はごく少数と考える。2019 年 10 月から

2020年 3月までの 6 カ月間は学生定期券の販売枚数が大きく増加しなかった（第 4章）こ

とも、その間に進学する人が少なかったことを示唆する結果と考えられる。このことから、

noroca 購入者のうち従前のバス利用頻度が低い人の中にグループ２（他の交通機関からバ

スへの転換した人）が一定数存在することが類推される。これは、norocaを導入することで、

ライフステージ等の変化に寄らず、市民の移動を自動車や自転車等他の交通手段から、バス

へ転換させることができる可能性があることを示唆するものである。図 5-10 中では、グル

ープ２同様に従前バスを全く利用していなかった人、従前バス利用が月 6 日未満だった人

が該当する。なお、グループ３（生活環境が変わった人）は、定期券の値下げやバスの利便

性向上がなかった場合は、バスを選択しなかった（定期券を購入しなかった）可能性もあり、

グループ２と３の違いは、noroca導入前から現在の環境にいるのか、導入後に現在の環境に

なったのかタイミングであるという考え方もできる。ライフステージの変化の際に MM を

実施することが効果的であると第４章で示しており、バス利用者を増やすには、グループ３

をターゲットに MM を実施することが効果的であろう。引っ越しや進学等に合わせた MM

を実施することでグループ３を増やしていき、更に住民の入れ替わりなども進むと、段々日

常的に自動車や自転車を使って移動している潜在的なグループ２が減っていくことが期待



  145 

できる。一方で、小山市内には、潜在的なグループ２が大多数を存在することは確実である。

このためグループ２がなぜ noroca を購入し、バス利用をするようになったのか、更なる調

査、研究することも重要であると考える。 

最後に、グループ２〜３以外、グループ４について考察する。考えられるのは、例えば

noroca発売をきっかけに、バスを日常的に使って生活してみようと思い購入した人である。

中には免許返納等を前提に自動車利用を控えていた折に noroca の存在を知って購入した人

もいるかもしれない。筆者はこのグループに属するが、グループ２や３以上にごく少数であ

ると考える。他のグループと違い、他の交通手段からの転換ではなく新規で発生した移動に

よって、バスの利用回数が増加していることが特徴である。なお、図 5-10 中では、グルー

プ２、３同様に従前バスを全く利用していなかった人、従前バス利用が月 6日未満だった人

が該当する。 

以上まとめると、グループ２、３、４（図 5-10 中の従前バスを全く利用していなかった

人、従前バス利用が月 6 日未満だった人）が存在するという結果は、noroca 導入施策自体

が、バス利用をしていなかった市民、利用するつもりがなかった市民をバスユーザーに変化

させる可能性があること示唆するものである。 

なお、グループはそれぞれ独立しておらず、個人によっては、通勤移動はグループ１、休

日の余暇移動はグループ４というように、複数該当する可能性があると考える。 

 

次に、図 5-13に 2022年 3月時点で調査した、noroca保有者の 1ヶ月あたりのバス利用回

数の平均値 2時点を、図 5-14に noroca保有者の noroca購入前バス利用日数分布図を示す。

2020 年 4 月時点では”noroca 購入前”を noroca が存在しなかった 2019 年 9 月とアンケート

設問で指定している。一方本 2022年 3月時点アンケートでは”noroca購入前”は、回答者そ

れぞれ異なることから、時点を定めずに「noroca購入前のバス利用回数」を設問に設定して

いる。図 5-10（2020年 4月時点）と図 5-13（2022年 3月時点）を比較することで、noroca

導入後半年から 2年半後の変化を考察する。 

noroca 保有者は、購入前よりも購入後は、バス利用回数が多く 1.43 倍に増加していた。

2020年 4月時点（1.43倍）は、2022年 3月時点（1.16倍）と比較して増加割合は上昇して

いた。noroca 購入者は 4 つのグループに分類できることを上述したところであるが、2022

年 3 月時点において、新たなグループの出現又は消滅が想定される結果では無かったと考

える。 

しかし、2020年 4月調査時点から続く covid-19の影響により、バス利用回数自体は低い

値のままであり、特に従前 21日以上使っていた人の現在の利用回数が低い値である。これ

は、テレワークやオンライン授業の普及により、毎日通勤、通学しなくなったためと考えら

れる。 

次に、noroca 購入以前の 1 ヶ月あたりのバス利用日数の分布（図 5-14）について考察す

る。2020年 4月調査時点と比較して、バス利用経験がない人（グループ２、３、４）が 17%
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から 29%に増加、月 21日以上バスを使っていた人（グループ１）が 20%から 6%に減少し

ている。この要因の１つに、定期券を購入する学生（グループ３）の増加が考えられる。元々

バス利用習慣がなかった中高生が、高校・大学に進学し、バス通学するようになったことな

どで、上記のようにバス経験がなかった定期券購入者が増加したものと推察する。また 21

日以上バスを使っていた人の減少は、上述したテレワークやオンライン授業の普及に起因

していると考えられる。 

 
図 5-13 noroca保有者のバスの利用回数（平均）の変化（2022年 3月時点） 

 

 
図 5-14 noroca保有者の noroca購入前バス利用日数分布図（2022年 3月時点） 
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続いて、norocaを市内全線乗り放題にした効果について考察する。 

2020年 4月調査では、noroca保有者に対して、いつものバス路線以外の路線の利用回数、

主な利用目的以外にバスを使うようになったか否か、主目的以外のバスの利用回数を質問

している。その集計結果を図 5-15、図 5-16、図 5-17、図 5-18に示す。 

noroca保有者のうち、いつもの路線以外を使うことがある人の割合は 28%（図 5-15）、い

つもの路線以外を使うことがある人は、使わない人よりもバスの利用回数が多く、いつもの

路線以外のバス利用回数の平均は月に 8.7 回であった（図 5-16）。 

また主な利用目的以外にバスを使うようになった人の割合は 51%（図 5-17）主な利用目

的以外にバスを使うようになった人は、使わない人よりもバスの利用回数が多く、いつもの

路線以外のバス利用回数の平均は月に 5.7 回であった（図 5-18）。 

これら、「いつもの路線以外利用」や「主目的以外のバス利用」は、他の交通手段からの

転換か、新規で発生した移動か、推測することは難しい。いつもの路線以外の沿線の目的地

に、他の交通手段（自転車・自動車）で移動していたところ、noroca購入を契機にバスに転

換したことも考えられる、他方、定期券対象外の沿線にバスで行きやすくなったかため、外

出回数自体が増加した可能性もある。また従前は自宅、職場、学校の近くで、徒歩で目的を

済ましていたところ、noroca 購入を契機にバス移動で目的を済ますようになった可能性も

ある。 

ここで、新規で発生した移動の可能を示す情報を補足する。noroca保有者からは「お出か

けの選択肢が増えた」「月に 2 回くらい道の駅にもバスで行くようになった」「通学でしか乗

らなかったが、定期券のおかげで小山市のあらゆる場所に出掛けられるようになった」とい

う意見を頂いている（詳細第 4章）。 

これは全線乗り放題にした結果、noroca保有者は「通勤通学等の決まった使い方以外に、

休日などに別の目的で、普段とは違う路線を使って」おり、norocaが市民の生活を豊かにし

ている可能性を示唆するものである。一方で、全線乗り放題にしたとしても、他の路線を利

用する機会は比較的少なく、深刻な混雑を引き起こすことや、運行収入を大きく減少させる

ほどのインパクトはない可能性も明らかになったと考える。 
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図 5-15 noroca保有者のいつもの路

線以外を使う人の割合 

（2020年 4月時点） 

図 5-16 noroca保有者のいつもの 

路線以外を使う人のバス利用回数（平均） 

（2020年 4月時点） 

 

 
図 5-17 noroca保有者の主な利用目

的以外にバスを使うようになった

人の割合（2020年 4月時点） 

図 5-18  noroca保有者の主な利用目的以外にバス

を使うようになった人のバス利用回数（平均） 

（2020年 4月時点） 
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続いて、noroca保有者の自動車利用の変化、グループ２のうち自動車からバスへの転換に

ついて考察する。 

自動車の利用状況についての質問項目は、2022年 3月調査のみで設定しており、[1]noroca

購入前の自動車利用の回数、[2]noroca購入後の自動車利用の減少回数、を質問している。 

図 5-19に noroca保有者の上記[1][2]の年代別集計を示す。図 5-19 より、noroca保有者は

購入前から、自動車利用を毎日しているわけではなく、月に 4〜14 回、平均 10.1 回であっ

た。年代別では、10代、60代の自動車利用が多かったのが特徴的である。10代はサンプル

20のうち 18が自動車免許を持っていないことから送迎による自動車利用と考えられる。ま

た noroca購入前後の自動車利用減少回数は平均 2.9 回で noroca購入前から約 3割減少して

いた。noroca 保有者は noroca 購入前後でバス利用回数が増加（図 5-13）していることを鑑

みると、noroca保有者の自動車利用減少の一部は、自動車利用からバス利用に転換した結果

と推測できる。 

更に 10代の自動車利用（主に送迎）回数も減少しており、同じく減少割合は約 3割であ

った。10代の送迎移動は、主に親によるものと考えられる。この点、小山市では、子どもの

いない 30・40代女性の送迎トリップは 1日 0.05 回に対して、子どものいる 30・40代女性

の送迎トリップは 1日 0.69 回となっている 13）。この送迎移動が減少した可能性があること

は、親の活動時間の確保、環境負荷低減の観点から好ましい結果である。またこの結果は、

10代の noroca保有者には、進学に伴う定期券購入（グループ３）に加えて、他の手段から

バスへの転換（グループ２）も存在すること示唆するものである。 

しかしながら、依然として 10代の親の送迎による自動車利用回数が多く、10代の移動の

多くを公共交通や自転車、徒歩が担う状況でないことは問題である。小山市においては、こ

の状況を改善するため、小山市総合都市交通計画（2020 年 3 月策定）に基づく、バスの増

便等のサービス改善を継続、加速することが望まれる。 

 

 
図 5-19 noroca保有者の年代別自動車利用回数（2022年 3月時点） 
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本項の最後に、noroca導入が、障害を持つ方に与えた影響について考察する。 

2020年 4月に実施したアンケート調査（購入者 184名に送付し、127名から回答（回収率

69%）があり、自由意見記述欄には 89 名が記入）の自由記述欄で 3 名から、表 5-3 の意見

を頂いた。なお、以下の意見は個人が特定できないよう筆者が修正を加えたものである。 

 

表 5-3 障害を持つ方の norocaに対する意見(購入者アンケートより) 
・障害者手帳を持っており，支払いする度に手帳を運転手さんに見せるのがわずらわしかったが，

noroca には”障”のハンコが押してあるので，手帳を出す必要がなくなった為，非常にスムーズにバ

スを利用することができて助かっております．noroca の継続は全ての障害を持つ人々にとってメリ

ットがあるので，引き続きつづけていっていただきたいです． 
・私は知的障害者で施設通所をしています．施設送迎バスの停留所までをおーバスで利用しています．

以前は回数券を買っていましたが，noroca を知り１年の定期券を購入しました．価格が安いことと，

市内全線利用できることで休日の過ごし方も範囲が広がり助かっています．これからも noroca の継

続を是非お願い致します． 母代筆 
・特別支援学校在学中，障害者割引があり片道１００円で利用出来たのでずっと回数券を使用してい

ました．「noroca」が出来たおかげで，さらに便利に安く利用することができました．同じように通

う後輩も使いやすい便利な「noroca」がこのまま継続してもらえたら，きっと利用しやすく嬉しいと

思います． 

 

おーバス沿線には、知的障害者を教育対象とする特別支援学校があり、おーバスを利用し

て通学する学生がいる。noroca導入前は、現金や回数券での支払いが主流で、しばしば現金

等を紛失してしまい、保護者が困っていたそうである。現在は、norocaを購入し、紛失防止

のため通学用のリュックに貼り付ける方法が広まっている。 

 

上記の意見等は、noroca は、障害を持つ方の移動、活動の範囲を広げる効果、保護者の経

済的・心的負担を軽減する効果がある可能性を示唆するものである。 

また、上記の意見を持つ方々は、グループ分類では、グループ１に該当する。本項では、

グループ２〜４の重要性を記述し、グループ１が多い場合、運行収入が減少してしまうと指

摘したところであるが、グループ１を軽んじているわけではなく、また定期券価格の改定等

のサービス変更検討の際には、上記の人々が受ける影響を忘れてはならないと考える。 
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第２項 運営者に与える影響 

 

本項では、定期券の販売状況や収入、負担額がどのように変化したのかを把握するため、

運営主体である小山市から提供された運営に関わるデータを分析し、その結果を考察する。 

図 5-20に noroca保有者の推移を示す。covid-19影響下においても noroca保有者は増加傾

向である。 

特筆すべき保有者数の変化について考察する。2021年 4月と 2022年 4月に保有者数が大

きく増加している。これは学校を介して noroca 販促チラシを新入生に配布し、学生の購入

者が増えたことに起因している。2021年 7、8月は学校の夏休みで学生定期購入が減り一時

的に減少している。なお、2020 年は夏休みが短縮されていたためこの傾向はなかった。更

に 2021年 10月に販売数、保有者数が大きく増加している。これは、同月からサービスを開

始した「LINE（ライン）」を活用したモバイル定期券とその販促活動（ラジオ情報誌、時刻

表・路線図、学校へのチラシ配布）により、モバイル定期券の購入者が増えたことに起因し

ていると考えられる。 

noroca導入後も旧定期券の販売は続けており、新旧足し合わせた定期券保有者全体数は、

旧定期券のみを販売していた 2019年 9月以前の平均定期保有者数約 117 人に対して、 2022

年 9月時点で 603 人と約 5.2倍になっている（図 5-20）。なお、定期券保有者のピークは、

2022年 7月の 635 人、その後 8月と 9月は減少している。この減少は、covid-19の感染拡

大に伴う栃木県の警戒度レベルが引き上げられたことによる外出者減少に起因していると

考えられる。 

続いて、定期券の保有者数の変化に伴う、収入の変化について考察する。norocaの販売を

開始した 2019年 9月前後での定期券収入の変化を算出したところ、noroca販売前（2018年

4月から 2019年 8月まで）の定期券収入は月平均 903,076円、noroca販売後（2019年 9月

から 2022年 7月まで）の定期券収入は月平均 937,160円であった。これは、定期券収入の

増減に限定して評価をすれば、定期券を値下げした分の減収を、購入者の増加で相殺し、定

期券収入は微増していることを示すものである。 
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図 5-20 定期券保有者数の推移 

 
次に、norocaの導入が年間の利用者数、運行経費、運行収入、収支率等に与えた影響を考

察する。図 5-21にバスの年間利用者数、図 5-22に年間運行収入、図 5-23に年間運行経費、

図 5-24に収支率と１人あたり支払い単価の推移（おーバス運行開始 2008年から最新の 2021

年度）を示す。なお、noroca の影響把握にあたり、2020 年 4 月に運行を開始したハーヴェ

ストウォーク線の影響を排除するため、「新規バス路線」として別途集計し表示する。 

noroca導入前の 2016年度から 2018年度の利用者数（図 5-21）、運行収入（図 5-22）は前

年度比で約 7〜8％増加している。これは 2017年度に 5路線を対象に車両大型化・増便を行

う大改正を実施したことに起因していると考えられる。 

以降、本項では、この 2017年度大改正と noroca導入（利用促進MM含む）効果は正確に

分離できないという見解のもと、いくつかのデータを用いて、利用者数と運行収入の変化に

ついて考察する。なお、小山市は総合都市交通計画に基づく新規路線や増便施策等の利便性

向上策をとっており、2020 年 4 月に運行を開始したハーヴェストウォーク線を含めた市バ

ス全体では利用者数、運行収入、運行経費は全て増加基調であるが、norocaの影響把握のた

め、当該路線を除いたデータについて考察する。  
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図 5-21 バス利用者の推移（年間） 

 
図 5-22 バス運行収入の推移（年間） 

 
図 5-23 バス運行経費の推移（年間） 

  

 
図 5-24 バス収支率（運行収入/運行経費）と 

１人あたり支払い単価（運行収入/利用は数）の推移（年間） 
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1)2019 年度 

noroca導入年度である 2019年度は、2020年 2、3月と covid-19の影響を受けたものの、

noroca導入前の 2018年度運行収入 1億 1,910万円・利用者数 713,403 人から、noroca導入後

2019年度運行収入1億1,936万円（前年度比100.2%）・利用者数728,807人（前年度比102.2%）、

26万円増収、15,404 人増加している。この数値について考察する。2019年度の利用者数は

1 月まで毎月前年度同月を上回っており、2020 年１月前年同月比 108.6％であったが、2 月

99.7％、3月 71.9％であったことから、covid-19の影響が始まった時期は、2月の下旬であっ

たと考えられる。covid-19影響を受けてなお運行収入の維持と利用者が増加したのは、前述

の 2017年度大改正と 2019年 10月の noroca導入に起因していると考えられる。その理由は

次の通りである。まず 2017年度大改正については、2019年 4月〜9月利用者数前年度比が

105.9％であったため、その影響が続いていたと推察できる。2020年 1月の利用者数前年度

比が 108.6％と 2019年 4月〜9月利用者前年度比 105.9%と比較して高いこと、2020年 3月

の全運行収入に占める定期券収入の割合が前年度よりも高い（2019年 3月:6.8%、2020年 3

月:13.4%）ことから、norocaの導入も利用者増、収入維持に貢献していると考えられる。 

 
2)2020 年度 

続いて、covid-19 の影響を全面的に受けた 2020 年度について考察する。利用者数、運行

収入共に、前年度比 70%強と大きく減少している。1 人あたり支払い単価は、2019年度 163.8

円、2020年度 166.1円と横ばいであった（図 5-24）。 

参考に、筆者が小山市の周辺同規模都市に対して、市営バスの 2020年度利用者数の 2019

年度比をヒアリングした結果は、足利市（人口約 14.3万人）は 65.6%、栃木市（人口約 15.4

万人）は 66.2%、佐野市（人口約 11.5万人）は 64.4％であった。また JR小山駅の 2020年

度乗車人数は 14,599 人で対前年比 65.0%であった。 

小山市のバス利用者数の 2019年度比と、周辺都市のバス利用者及び小山駅鉄道利用者の

2019年度比は、約 5%差が生じていた。この差の要因を考察する。2017年度の大改正の影響

が続いていることは否定できない。一方で、定期券保有者数が増加し続け（図 5-20）、特に

従前ほとんど購入されていなかった学生定期券（従前の学生定期券保有者数平均 15 人）の

増加が顕著であり、またバスに毎日乗車している市の担当者、運転手へのヒアリングでは

「コロナによって従前よく乗っていたお年寄りのバス利用者が減ってしまったが、今まで

バス乗っていなかった人（特に若い人）がバスに乗るようになっている」と回答がある。以

上から、noroca導入が、2020年度利用者数及び運行収入に与える影響は、2019年度よりも

大きくなっていると推察できる。上記は、noroca 導入を含めた小山市のバス利便性向上策

は、バス利用者を増加させている（又は covid-19 の影響によるバス利用者減少を抑えてい

る）ことを示唆するものである。 

なお、2020年度は 1路線バス車両の老朽化に伴う買い替えによって運行経費が約 2,800万

円増加している（図 5-23）。covid-19 の影響と相まって収支率は大きく減少し 29.4%（ハー
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ヴェストウォーク線除く）となっている（図 5-24）。 

 
3)2021 年度 

covid-19 の影響下において、利用者が戻り始めた 2021 年度の状況について考察する。利

用者数は 2020年度比 119.5%、運行収入は 2022年度比 101.7%と増加しているが、2019年度

比は利用者数 85.1％、運行収入 73.4％と covid-19の影響前の水準までには戻っていない。1

人あたり支払い単価は 2020 年度（166.1 円）から 2021 年度（141.3 円）に減少した（図 5-

24）。これは、定期券の価格を値下げしたことにより、定期券保有者が増加し、全体の利用

者に占める定期券保有者が増加してきた結果と考えられる。 

更に、2020年度同様に、小山市の周辺同規模都市の公営バスの増減比率について、covid-

19 感染拡大前からの変化を把握するため、2019年度比を用いて比較する。 

各都市の公営バスの利用者数 2019年度比は、足利市 75.4%、栃木市は 67.8%、佐野市 88.9％

（佐野市は市内の民間路線バス値上げと減便により、コミュニティバスに転換していたた

め増加）となっていた。JR小山駅の乗車人数は 16,359 人で 2019年度比 72.8%であった。小

山市のバス利用者数の 2019年度比 85.1％は、佐野市を除く周辺都市のバス利用者及び小山

駅鉄道利用者の 2019年度比よりも値が高かった。 

これらの結果は、2020 年度同様に 2021 年度も noroca 導入を含めた小山市のバス利便性

向上策によって、バス利用者が増加していることを示唆するものである。 

なお、2021 年度は、利用者増加に伴い 1 路線車両を１台追加して増便したため、運行経

費が 2019年度と比較して約 2,400万円増加している（図 5-23）。 

収支率については、利用者数の増加等によって、2020 年度 29.4%から、2021 年度 30.4%

と微増していた。利用者の増加割合ほど、収支率が増加しない要因は、定期券の値下げによ

って利用者が増加したものの、従前ほど収入が入らないためと考えられる。 

 
4)2022 年度 
本項最後に、2022年度の状況をについて考察する。執筆時点が 2022年度途中のため、年

度の集計はできない。そのため月単位のバスの利用者数を用いて評価する。2022 年 4 月の

バス利用者数は 61,711 人、2019年 4月比で 98%であった（図 5-25）。その後も増加基調で、

2022年 7月時点で、64,878 人、2019年 4月比で 103%と covid-19の感染拡大前の水準まで

戻っている。日本では、公共交通の利用水準が covid-19 の感染拡大前に戻ったという報告

はない（2022年 9月時点）。 

上記は、noroca導入を含めた小山市のバス利便性向上策によるものと考えられる。なお、

2022 年 8 月、9 月のバス利用者は、定期券保有者同様に減少しており、これは前述した通

り、covid-19の感染拡大に伴う栃木県の警戒度レベルが引き上げられたことによる外出者減

少に起因していると考えられる。 
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図 5-25 バスの利用者数と 2019年 4月を 100とした指数の推移（月別） 
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第３項 小山市における中心市街地の動向と公共交通利用への影響 

 

2019年 10月、noroca導入から 3年間、小山市はさまざま中心市街地に関わる施策を実施

している。この取り組みは、バス利用者増加に寄与している可能性がある。しかしその効果

把握を試みようにも、前述したように noroca と MM、その他増便施策の効果が分離できな

いことと同様に、中心市街地施策によるバス利用促進効果を分離して把握することは困難

である。 

一方で、中心市街地の施策の主要な動きを概観し、現在のバス利用との関係について補足、

考察することは、地方公共団体がバス利用促進施策を実行する際に、バス施策と他の施策を

どのように連携して実施していけばよいのか、参考になる知見を提供できると考える。 

本項は上記の認識のもと、小山市の主だった中心市街地の動向と現在実施している「ウォ

ーカブルなまちづくり」等の概要（表 5-4、図 5-26）、バス施策との関係性について記述し、

考察する。なお、つくば市と異なり、小山市では筆者自らが中心市街地施策に関わっている

ため、その施策について、詳細な記述が可能となっている。 

小山市の中心市街地の動向としては、時期こそ違うが、郊外ショッピングセンター（SC）

の開業と中心市街地の大型店舗の撤退という道を辿っているところは、つくば市に類似し

ている。これは多くの日本の地方都市で辿っている中心市街地衰退の道である。 

2008 年 3 月民間路線バス撤退の前後で、小山市に立地する２つの郊外型ショッピングセ

ンターが開業している。2007年 3月におやまゆうえんハーヴェストウォーク開業（約 70店

舗、駐車場 2,000 台）14)、2008年 10月にイオン小山ショッピングセンターが新装開業（100

店舗、駐車場 1,900 台）15)している。対照的に、中心市街地に立地する大型店舗の撤退が続

いており、2008年 1月キンカ堂小山店閉店 16)、2008年 5月小山駅ビル VAL小山２階フロ

ア全面閉鎖 17)、2015年8月再開発ビルロブレの主要テナントであるイズミヤ小山店閉店 18)、

2021年 2月イトーヨーカドー小山店が閉店 19)している。 

中心市街地の大型店舗撤退、居住人口減少等が進む中、中心市街地活性化策として、2000

年代から小山市は中心市街地の再整備、まちなか居住推進事業を開始している。再整備事業

として、2012年 6月小山駅中央自由通路開通、2014年 3月小山駅東口広場供用開始し、ま

ちなか居住推進事業として、2013年 9月、2020年 9月、2021年 4月に集合住宅型の再開発

事業等が完成し、中心市街地の人口増加に一定寄与している 20)。 

さらに筆者が小山市に関わり始めた 2018年からウォーカブルなまちづくりを開始し、市

として同まちづくりを実施しておくことを表明するため、2019 年 8 月にウォーカブル推進

都市 21)に登録している。具体的施策としては、小山駅から西に伸びるメインストリート祇

園城通りをオープンテラス化する社会実験、公園活用・再整備、一級河川思川活用事業など

公共空間活用に関する規制緩和を行い、民間事業者の経済活動を促し、中心市街地に人々が

訪れる目的地をつくる事業を展開している 20,22)。更にこれらの公共事業と併せて、民間事業

者による空き家・空き店舗等の遊休不動産活用を支援する施策（リノベーションまちづくり
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23)）を行なっている。コーヒーショップ、コワーキングスペース、本屋、デザイン事務所、

物販店、ビアバーなど小さな店舗の開業が相次ぎ、中心市街地の空き店舗解消に一定効果が

出始めている 24)。 

中心市街地の中央に位置する小山駅前は、バス路線の発着が集中しているため、以上の環

境変化、中心市街地活性化策は、市民のバス利用に影響があると考えられる。 

まず、中心市街地大規模店舗撤退によって、小山駅周辺に訪れる人が減少し、バスの利用

が減少する影響があると考えられる。また郊外ショッピングセンター開業の際にバス路線

を整備していればバス利用者を一定数確保できた可能性があるが、実施されず、2008 年 3

月に民間路線バスが撤退するまで小山市のバス利用者は減少し続けていた 25)。 

次に、中心市街地再整備（2012年〜）やまちなか居住推進事業（2013年〜）は、市民の

バス利用にどのような影響を与えたのか。一例として、小山駅東口広場が整備された際に、

バス乗り場が新たに設けられている。この際にバス路線の改変や増便を行えば、利用者が増

加した可能性はある。また再開発による集合住宅が完成した際に、住民にモビリティ・マネ

ジメントを実施すれば、バス利用者が増加した可能性がある。しかしながら、現実にはそれ

らは実施されておらず、上記の広場整備や再開発事業によるバスの利用促進効果は限定的

もしくはほぼ無かったと考えられる。再開発による集合住宅の住民は、１家に１台以上の自

家用車を保有し、マンション周辺の月極駐車場に２台目を駐車し、郊外に通勤、買い物に訪

れる人が散見されている。 

最後に、小山市の実施するウォーカブルなまちづくりは、市民のバス利用にどのような影

響を与えているか考察する。 

ウォーカブルなまちづくりは、自動車中心のまちづくりから、徒歩・公共交通中心にまち

づくりに転換することを志向して、実施しているものであり、各施策実施の際に、公共交通

利用を配慮するように心がけている。 

例えば、御殿広場でのマルシェ（来場者 5,000〜8,000 人）を開催する際は、「交通渋滞が

予想されるため、徒歩、バスで来場してください」という案内を SNS 等で発信するように

開催者に働きかけている。またおーバス LINEアカウントにおいても中心市街地のマルシェ

情報と来場に徒歩・バスを推奨する旨を情報発信している。それでも自家用車での来場者が

大半を占めるのが実情であるが、「バスで来た」と申告してくれる来場者は、体感であるが

以前に比べて増加しているように思える。またリノベーションまちづくりによって開業し

た店舗は駐車場を設けていない。理由は、元々の空き店舗が自動車普及前の古い建物である

ため、駐車場を設けるスペースがないこと。更にリノベーションまちづくりを行う事業主は、

自前で空き店舗等を改修し、投入資金を抑えてリスク軽減を図り、そのかわり小山市に無か

ったコワーキングやクラフトビールバーなど挑戦的な事業（リスクのある事業）に挑む者が

多い。このため、駐車場設置は、１台分で 5,000~10,000 円/月要するため、店舗経営に影響

が大きく、嫌厭されていることも理由の１つである。これらの店舗の経営を持続可能とする

ためにも、自動車以外の交通手段を整備するようことは重要であり、近年はこれら店舗への
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支援も目的の一つとして、バス利便性向上に努めているところである。その甲斐あって、コ

ーヒーショップの事業主、コワーキングスペースの事業主は、norocaを購入し、バス通勤を

している。さらにコーヒーショップの協力を得て、おーバス LINEアカウントの友だちにコ

ーヒーを無料で提供するイベント（2022年 12月 17日・18日）を実施するなど連携を強め

ている。 

これら取り組みは、多少なりとも、バスの利用者増加に寄与しているものと考えられる。

例えば、その効果指標として「小山駅前にあるバス停の乗降者数（人/日：乗降センサーで

カウント）」は、2019年度 1,647、2020年度 1,903、2021年度 2,115と年々増加傾向にある。

一方で、この間に小山市は同バス停発の新規路線開業や増便をおこなっており、これら施策

の方が、バス利用者増加への寄与は大きいことは明らかである。 

現時点では、バス施策とウォーカブルなまちづくりの相乗効果を分離して証明すること

は難しい状況であるが、この相乗効果が発揮されるよう、より一層事業の推進を望むもので

ある。 
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表 5-4 小山駅周辺を取り巻く環境の変化 
年月 主な出来事 補足 
1994年 5月 再開発事業小山駅西地区（通称：ロブレ）完成（店舗、

映画館、生涯学習センター等）❶ 
 バ ス 利

用 者 数

減 少 傾

向 
1995年 1月 長崎屋小山店閉店（1973年 9月開業）❷ 郊外 SC

開業 
 
中 心 市

街 地 大

型 店 撤

退 

1997年 4月 ジャスコ小山ショッピングセンター開業（64店舗、
駐車場 1,900 台） 

2003年 3月 佐野プレミアム・アウトレット開業（175店舗、駐車

場 4300 台） 
2005年 2月 小山ゆうえんち閉園 
2007年 3月 小山ゆうえんち跡に、おやまゆうえんハーヴェスト

ウォーク開業（約 70店舗、駐車場 2,000 台） 
2008年 1月 キンカ堂小山店閉店（1972年 11月開業）❸ 
2008年 3月 小山市内民間路線バス廃止 
2008年 5月 小山駅ビル VAL小山２階フロアを全面閉鎖（1979年

7月開業）❹ 
バ ス 利

用 者 数

増 加 傾

向 
2008年 10月 ジャスコ小山ショッピングセンターがイオン小山シ

ョッピングセンターで新装開業（100 店舗、駐車場

1,900 台） 
2012年 6月 小山駅中央自由通路開通❺ 中 心 市

街 地 再

整備 
2013年 9月 再開発事業城山 3-1完成（住戸 133戸、保育園、まち

なか交流センター）② 
2014年 3月 小山駅東口広場供用開始❻ 
2015年 8月 主要テナント・イズミヤ小山店閉店。床保有者である

イズミヤ(株)撤退。小山市に床を無償譲渡。❶ 
2015年 8月 ロブレビルリニューアル構想再生プラン策定。❶ 
2017年 3月 ロブレにドン・キホーテ出店（3月）、TSUTAYA出店

（9月）❶ 
2019年 3月 祇園城通りオープンテラス社会実験開始。2022年 12

月現在継続中。 
ウ ォ ー

カ ブ ル

な ま ち

づ く り

実施 

2019年 4月 城山公園再整備事業工事に着手、2023年夏開業予定 
2019年 6月 市役所前御殿広場でマルシェ開催。以降、年数回定期

的に開催中。 
2019年 8月 ウォーカブル推進都市に登録 
2020年 8月 地方創生交付金事業（まちなかの魅力磨き上げ推進

事業）採択。城山公園魅力発信、思川活用事業、祇園

城通り活用社会実験等を実施中。 

noroca
導入 

2020年 9月 市街地整備事業駅東通り 1-1 完成（住戸 135 戸、保
育園、病院）④ 

2021年 1月 再開発事業城山 3-2 都市計画決定（市営駐車場を廃

止し、公園化を決定）① 
2021年 2月 イトーヨーカドー小山店閉店❼ 
2021年 4月 再開発事業城山 2-1完成（住戸 144戸）③ 
2022年 4月 イトーヨーカドー跡地にジョイホン小山駅前店開業❼ 
●○番号は図 5-26 中の位置に対応。  
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第４節 本章のまとめ 

 

本章は、日本で長期間実装している低廉なサブスク運賃導入２事例を対象に、アンケート

調査等のデータ、運営者から入手した利用者数・運賃収入の分析を行いサブスク運賃が利用

者や運営主体に与えた影響を把握することで、低廉なサブスク運賃を持続的に提供するた

めのサービス設計の要点、持続条件を明らかにすることを目的としている。 

目的の達成ため、第２節、第３節では、それぞれの事例に対して、アンケート調査等のデ

ータ、運営者から入手した利用者数・運賃収入データを分析した。本節では、これらの内容

を、[1]利用者への影響、[2]運営者への影響に整理し、低廉なサブスク運賃を持続的に提供

するためのサービス設計の要点、持続条件を示す（表 5-5）と共に、その詳細を記述する。 
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表 5-5 低廉なサブスク運賃を持続的に提供するためのサービス設計の要点、持続条件 

【凡例】 

◎持続条件：     運営開始後、交通サービスが持続して提供できる条件 

■サービス設計の要点：成立や持続に対して直接的に大きな影響を及ぼすわけではない

が、サービス検討やサービス改善の際に考慮すべき重要な事項 
 

筑波大学 小山市 

利用者 ◎定期券保有者はバス利用が増加、自動車利用が減少している。 

■エリア乗り放題が大切。定期券保有者は通勤通学以外にも複数の目的でバ

スを利用している。（サービスの持続のためには、利用者の確保・増加、

人々の生活にバス移動の浸透が必要） 

運営者 ◎タイミング・内容をサブスク運賃にカスタマイズしたモビリティ・マネジ

メントの継続によって利用者の確保に努めている。 

◎covid-19の影響で利用者は減少しているが、運営主体の収入保証によって

サービスレベルを維持している（筑波大学はしていた）。 

◎低廉なサブスク運賃導入で、利用者は増加、運行経費も増加している。 

（筑波大学は運行経費の削減策、小山市は運行経費の更なる増加策を選択）  

◎導入前の負担額を超えないように、

大型特約一括定期制度を設計し、大

学負担を減少させていた。 

◎モビリティ・マネジメントを実施し

なかった年は利用者が減少。（持続性

を低下させる条件として掲載） 

◎covid-19の影響による利用者減少が

長引き、大学は値上げ、バス会社は

減便を実施。利用者減と値上げの負

のスパイラルに陥る兆候がある。 

◎サービス開始当初から、サービスの

大きな変更がなく、改善がない（持

続性を低下させる条件として掲載） 

◎モビリティ・マネジメント等に

よって運行収入は減少しなかっ

た（ウィーンのような運行収入

減少は起きなかった）。 

◎乗車１回当たりの平均支払額は

減少している。（値下げによる客

単価低下を想定しておく必要が

ある） 

◎新規路線・増便・スマホ定期券

の導入などサービス改善を継続

して、利用者増加を維持してい

る。（サービス改善・維持に、専

門人材の育成・配置）  
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第１項 低廉なサブスク運賃が利用者に与える影響 

 

筑波大学と小山市に共通していたのは、低廉なサブスク運賃（定期券）を導入すること

で、定期券保有者が増加すること、バスの利用回数が増加すること、自動車利用回数が減

少することである。自動車利用に依存した地方都市では、公共交通の利便性を向上させて

も誰も乗らないだろうという先入観がある。そのような中、低廉なサブスク運賃導入は、

バス利用経験がなかった人でさえも定期券を購入し、バス利用が増加し、自動車利用の削

減につながる可能性があることが示されたことは重要な知見である。両事例ともに、自動

車や自転車からバスへの転換、進学等ライフステージの変化に伴うバス利用開始、２つの

事象を確認できた。これも地方都市のバス利用促進に関する重要な知見である。小山市に

おいては、2022年 7月時点でバスの利用者が covid-19の感染拡大前に戻っていることも特

筆すべき事象である。 

更に、両事例ともに、通勤通学以外にも複数の目的でバスを利用していることも確認さ

れ、利用者の生活の質の向上に寄与している可能性が確認された。これは、定期券の価格

の大幅値下げとエリア乗り放題化が影響し、定期券保有者は、低廉なサブスク運賃のメリ

ットを享受しているものと考えられる。 

また、利用者の生活の質を維持、向上させるためには、都市整備・まちづくり側と連携

し、バスの目的地の魅力向上等を行なっていくことが重要である。 

 

第２項 低廉なサブスク運賃が運営者への影響 

 

筑波大学、小山市ともに共通していたのは、低廉なサブスク運賃の利用者確保のために、

タイミングや内容（ブランディンを用いる）をサブスク運賃にカスタマイズした MM を、

組織の力を活用して継続実施し、利用者を確保していた。なお、筑波大学では MM 未実施

の年度は定期券購入者が少なく、MMの重要性が改めて確認されることとなった。しかし第

4章で示した通り、筑波大学、小山市ともに、モビリティ・マネジメントの規模や内容を縮

小していることはサービス継続にあたっての課題である。 

 

共通事項の２つ目に、両事例ともに、covid-19の影響で利用者は減少しているものの、運

営主体の収入保証によってサービスを維持していたことを挙げる。筑波大学は大型一括特

約定期制度を適用してサービスを 17年継続、小山市は総合都市交通計画等行政計画にサー

ビスを位置付けて 3年継続していた。筑波大学は、大学負担額が、低廉なサブスク運賃導入

前に負担していた 7,000万円を超えないよう大型一括特約定期制度を設計していた。小山市

においては、MMとバス利便性向上策によって、ウィーンのような運行収入減少は確認され

なかった。しかし小山市においては、定期券の普及が進み、乗車１回当たりの平均支払額は

減少し、運行収入増加に陰りが見え始めている。 
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共通事項の最後に、上記のように低廉なサブスク運賃のサービスを継続することで、定期

券の保有者、バスの利用者は増加するが、運営主体の財政負担も増加していたことを挙げる。 

上記に対して、筑波大学は、運行経費の削減策のために、定期券の値上げを行った。それ

が引き金になって、値上げ後は、値上げというサービスレベル低下、それに伴う利用者の減

少、システム運営主体の負担額増加、運行本数の減少によるサービスレベルの低下、という

サービス低下が更なるサービス低下を呼ぶ、負のスパイラルに陥っている。また筑波大学は、

サービス開始当初から、サービス改善をほとんど行っていない。2006〜2013 年度の利用者

が増加している期間に、利用者に寄り添った改善をすべきであったと考える。改善内容とし

ては、例えば、学生から要望の多い授業時間に合わせたダイヤ改正、バス遅延に対応するた

めのバスロケーションシステム導入などが挙げられる。こうした改善を行っていないこと

も、利用者が離れてしまう要因と考えられる。 

小山市は、利用者増加に伴う混雑対策のために、臨時続行便や増便で対応し、運行経費を

増加させている。また増便、サービス改善は、小山市総合都市交通計画（2020年 3月策定）

に位置づけ、今後も利用者増加に伴う輸送力の増強を行うことを計画しており、運行経費の

増加を見込んで予算要求している。この計画通りに増便を行うことができれば、サービスレ

ベル向上が、利用者の増加につながり、更にサービスレベル向上を行う、というスパイラル

になっていく可能性がある。小山市では、2019年 10月に低廉なサブスク運賃導入して以降、

小山高専生などの定期券購入者が増加して、乗り残しが発生した高岳線において、続行便を

運行している。更にこれを受けて、2021年 10月には、高岳線を 1日 30便から 57便に増便

しており、利用者は covid-19 感染拡大前の約 1.5倍の 1日 476 人（2021年 6月）まで増加、

依然として雨の日には、乗り残しが発生し、続行便を出す状況にある。この対策として 2023

年 2 月策定予定の地域公共交通計画において、高岳線のバイパス路線の機能を有する城東

中久喜線の増便を 2025年度までの実施事業と位置付けている。この増便によって、バスの

利用者増加が想定され、更に増便を要する状況になる可能性もある。小山市では、他にも

間々田線、大谷中央線が、輸送容量いっぱいで運行している時間があり、同様に同計画に増

便を位置付けている。この状況は、上述したサービスレベル向上が、利用者の増加につなが

り、更にサービスレベル向上を行う、というスパイラルの予兆と考えられる。またこのサー

ビスレベル向上は行政負担を伴うものであり、行政負担増加のスパイラルとも言える。更に、

小山市では、計画実行を担う体制（2名から 4名への人員強化）を作り、人材の育成を行な

っている。サービスを拡大していくためには、更なる体の強化が必要になる。このスパイラ

ルを維持するためには、増便等のサービス改善費（混雑対策費）、モビリティ・マネジメン

ト継続費、人件費等を惜しまずに支出し続けることが必要である。 

それでは、このスパイラルは、正のスパイラルなのか、負のスパイラルなのか。公共交通

利用者を増やすという点では正のスパイラルである。運行経費（行政負担）を減らしたいと

いう点では負のスパイラルである。今後は、このジレンマのなかで、予算と人員増加がどの
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程度許容されるのか検討し、説得していくことが必要である。 

 

本章最後に、上記の公的機関の負担をどこまで許容するのか、検討するきっかけとする

ため、本章第１項で示した、利用者への影響が、運営者（特に行政）に与える直接的な経

費や収入などの財務面以外での影響について考察する。 

地域公共交通が、行政に与える多面的効果の１つに、クロスセクター効果 8）が知られて

いる。クロスセクター効果は、地域公共交通を廃止した時に追加的に必要となる多様な行政

分野の分野別代替費用と、運行に対して行政が負担している財務支出を比較することによ

り把握できる地域公共交通の多面的効果とされている 26）。追加的に必要となる財政負担と

しては、廃止されるバス停周辺の地価低下に伴う税減収、買い物バスの運行費用、タクシー

券の配布などがある。 

クロスセクター効果を参考に、本研究で明らかになった利用者への影響が、運営者に与え

る可能性のある影響をあげると、バスの利用頻度が増加することで、中心市街地の訪問者数

が増加し、店舗の売上が増加する、また地価が上昇し、それにより、消費税・法人税・固定

資産税収増加につながることが期待できる。自動車利用が減少することで、交通渋滞の解消、

交通事故減少、二酸化炭素排出削減し、その対策費が減少することが考えられる。また外出

頻度が増加することで、歩行数が増加し、健康増進につながり、医療費の削減につながる可

能性がある。 

上記について、筑波大学及び小山市において、確認できた事項とその事項から想定され

る効果や行政への影響を表 5-6に整理し、その効果・影響を把握することを今後の課題と

して示す。 

  



  167 

表 5-6 本研究で確認した事故とそこから想定・期待される効果等 

確認した事項 想定・期待される効果 行政への影響 

筑波大学生の雨の日の自

転車利用減少 

交通事故減少 交通事故対応・対策費減

少 

小山市民・筑波大学教職員

の自動車利用減少 交通渋滞解消 

他の自動車利用者の到達時

間短縮 

道路建設・改良費減少 

 

二酸化炭素排出削減 カーボンニュートラルへ

の貢献 

 小山市の 10代の（親

による）送迎自動車

利用減少 

送迎減少に伴う親の自由時

間の増加・活動（就労・消費

活動）機会確保 

消費税・法人税等増収 

筑波大学生のつくばセン

ター訪問頻度増加 

つくばセンター周辺店舗の

売上増加、つくばセンター

周辺の地価上昇 

消費税・法人税・固定資

産税等増収、空き店舗出

店補助金等減少 

小山市民の「普段とは違う

バス路線」利用 

バス路線沿線店舗の売上増

加、バス路線沿線の地価上

昇 

外出率の増加 
※観測できていないため参考記載 

徒歩数の増加、それに伴う

健康増進 

医療費減少、外出支援策

（タクシー割引、イベン

ト参加支援）費用の減少 
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＜第 5章の補注＞ 

[1]算出方法は次の通りである。 
＜大学から関東鉄道への支払額＞ 
・発行枚数 6,000枚に達した 2006年〜2019年は、「その年度の定期券価格」に「発行枚数」

を掛け合わせた額。 
・発行枚数 6,000 枚に達しなかった 2005 年度と 2021 年度は、「その年度の定期券価格」

に「6,000枚」を掛け合わせた額 
・2022年度は、大学からの聞き取りによる 
＜大学の負担額＞ 
・発行枚数 6,000枚に達した 2006年〜2019年は、「教職員の通勤手当として定期券現物支

給に要する額（その年度の定期券価格に教職員発行枚数を掛け合わせた額）」と「学生半

額補助額（2005〜2013年に実施、学生定期券価格 4,200円に学生発行枚数を掛け合わせ

た額）」を足し合わせた額。 
・発行枚数 6,000 枚に達しなかった 2005 年度と 2022 年度は、「大学から関東鉄道への支

払額」から、「学生定期券価格に学生発行枚数を掛け合わせた額（実質の大学の収入）」

を差し引いた額。 
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第６章 バスとタクシーのサービス統合実証実験 

 
第１節 本章の目的と構成 

 
本章は、小山市において実施したバスとタクシーを統合したサブスク運賃の実証実験の

計画・実施プロセスの記述と効果分析を行い、バスとタクシーを統合したサブスク運賃設計

の要点とその有効性を明らかにすることを目的とする。 

日本におけるタクシーの割引制度の目的は、高齢者支援、障害者支援、過疎地域の移動対

策等に主眼を置かれて 1)おり、都市部の自動車利用抑制、公共交通利用促進という観点でタ

クシー割引を導入している事例は確認できない。またバスとタクシーの統合サービスにつ

いて、例えば whim は、ヘルシンキ市内の公共交通機関が乗り放題になり、タクシーが回数

無制限で最大 35%割引になるサービスを提供している 2)が、類似のサービスは、日本には存

在しない。 

そのような中、小山市では、whimと同様のサービスを志向して、バスとタクシーの統合

し、サブスク運賃設計を行うため、小山市コミュニティバス全線定期券「noroca」保有者に

対してタクシーの割引をする実証実験を 2020年度 3)と 2021年度に２度行なった。 

そこで本章第２節では、当該実証実験の計画・実施プロセスを記述する。本章第３節では、

実証実験の効果分析を行う。本章第４節において実証実験を総括し、バスとタクシーを統合

したサブスク運賃設計の要点とその有効性を示す。 

 

第２節 タクシー割引実証実験の計画・実施プロセス 

 

第１項 実験の背景 3) 

 

小山市コミュニティバス「おーバス」の運行頻度は、毎時 1本程度で早朝夜間便が無い路

線も多く利便性が高いとは言えない。このため市民からはたびたび増便の要望を受けてい

る。しかし、増便は多額の費用を要するため、利用者数が多い路線から順次行っている状況

である。今回、この課題解決のため、毎時 1本のバス運行をタクシーで補完し、将来的なバ

スとタクシーの共通定期券等の一括決済システム導入を見据えた実証実験を実施した。 

小山市のタクシーは、市内に営業所を構えるタクシー事業者７社が存在し、事業者が保有

する車両は合計 198 台（2021.1時点）ある。運賃は、初乗 1.1km、500円（迎車運賃上限 500

円）、加算運賃 271mごとに 100円となっている。 
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第２項 第１回実証実験の方法 3) 

 

小山市コミュニティバス全線定期券「noroca」保有者を対象に、タクシーの運賃の初乗り

（500円）を無料にするチケット（図 6-1）を無制限で配布する実証実験を行なった。 

第 1 回実証実験の対象者は、noroca保有者 304名、実験期間は、2021年 1月 12日から 2

月 28 日までの 48 日間、実験終了後に実験期間のタクシー、バスの利用回数や感想を設問

に設定したアンケート調査を実施した。 

 

 
図 6-1 配布したタクシー割引チケット 

 

以下、実証実験の計画・実施プロセスを記述する。 

本実証実験の主要課題の１つに、タクシー会社の実験参加が挙げられる。第２章において、

日本では複数の交通機関を統合し、かつサブスク運賃を導入している事例は少なく、その要

因の一つに、事業者間調整が難しいことを指摘した。 

この点において、市内には、タクシー事業者７社が存在しており、市内すべての交通機関

をサブスク運賃の対象にして利用者の利便性の向上を図る観点から、できる限り多くの事

業者に実験参加をしてもらうことを目指した。そのため、実験構想時点から、市タクシー協

会と協議を開始し、協議では実証実験に要する費用（割引に要する費用）は全て小山市が負

担し、タクシー会社の負担がない方式を提案した。タクシー会社にとって、小山市全負担は、

実証実験協力への必須条件であった。この条件と、説明、協議、粘り強い説得の末、市内に

営業所を構えるタクシー事業者７社全てが実験参加に合意した。しかしながら、そのうち１

社は社内検討の結果、運転手から「余計な作業を増やしたく無い」という理由で反対があり、

実証実験への参加を断念した。結果、実験への参加は６社となった。その１社の保有する車

両は 16 台（7社合計 198 台）であるため、実験全体への影響は少ないと判断し、それ以降、

実験参加要請は行わないこととした。その後、当該会社は本社が市外にあるため covid-19 等

の影響により小山市内から撤退した。 

 

次に、具体的割引の手順を記述する。noroca保有者は、市役所から配布されたチケットを

運転手に手渡すことで、本来の運賃から 500 円割り引かれた運賃をタクシー運転手に支払
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う。タクシー会社は運転手からチケットを回収し、チケットを市役所に提出する。市は、チ

ケット枚数に応じて、割引した運賃分をタクシー会社に支払う方式を採用した。 

実験開始にあたり、サービス利用方法の説明資料配布とアンケート調査を実施した。アン

ケートでは、実験参加意思や希望チケット枚数を調査し、希望者 60名に対して、971枚（1

人平均 16.2枚、最小 2〜最大 100枚）チケットを郵送した。 

利用実態を調査するため、チケット裏面に利用時間、利用目的、利用区間及び運賃総額等

の情報を利用者に記載してもらい、記載済チケットをタクシー運転手に提出すると初乗り

運賃（500円）が無料になるようサービス設計を行なった。 

割引する金額は、毎時 1本のバス運行をタクシーで補完する観点から、次のように設定し

た。市内のバス利用の平均乗車距離が約 4.3kmであり、4.3kmをタクシー利用すると運賃は

約 1,500円になる。当時のバスの収支率が 5割弱であったため、半額程度を補助することを

想定し、初乗り運賃が 740円であったため、初乗りを無料にするチケットを発行することと

した。しかし、実証実験のサービスが開始される直前の 2020年 12月 25日にタクシー運賃

の改正があり、初乗 1.1km、500円（迎車運賃上限 500円）に変更なった。この改正でこれ

まで無かった迎車運賃が導入された。製作したチケットは、「初乗りチケット」と印字され

ていたため、当初計画から変更し、初乗り 500円を割引する実証実験となった。 

チケット制にした理由は、実験参加者の利用状況を正確に把握するためである。当初、

norocaを提示する案も検討したが、実際にタクシーを利用していないにも関わらず、タクシ

ー会社から運賃の請求がある可能性がある。またタクシー会社から、運転手の集計の手間を

省いてほしいという要望があり、チケットを集めて、会社に提出するだけの方式を採用した。 

 

第３項 第２回実証実験の方法 

 

第１回の実証実験を踏まえて、翌年度に第２回目の実証実験を行なった。 

第 2 回実証実験の対象者は、noroca 保有者 403 名、実験期間は、2021 年 11 月 1 日から

2022年 2月 28日までの 90日間、実験終了後に実験期間のタクシー、バスの利用回数や感

想を設問に設定したアンケート調査を実施した。参加したタクシー会社は、前回の６社に、

小金井駅（小山駅の一つ北の駅、所在地は下野市、おーバス羽川線の執着地点）に営業エリ

アを持つ１社を追加し、７社であった。 

以下、実証実験の計画・実施プロセスを記述する。第１回を踏まえて、２点実験方法を変

更した。 

１点目の変更は、割引額を初乗り（500円）割引から、半額割引（割引上限 1,000円）に

したことである。第１回の考え方を踏襲し、バスの収支率が 5割弱であるため、割引額を半

額に設定した。そして実証実験の予算、実装時の予算制約があるため、割引額の上限を定め

る必要があった。これに対しても、第１回の考え方を踏襲し、4.3km タクシー利用運賃約

1,500 円の半額、750 円を上限にする案があった。しかし、市役所内において、タクシー運
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転手が運賃計算を誤る可能性があるという意見出たため、タクシー運転手、利用者へのわか

りやすさ、運賃計算のしやすさを優先して、キリの良い 1,000円を割引上限に設定した。 

２点目の変更は、チケット方式から noroca をタクシー運転手に提示する定期券提示方式

に変更したことである。タクシー運転手から、「チケットに必要事項を書かせて集めるのが

面倒、協力したくない」、利用者からは「チケットを持ち歩くのを忘れてしまう、チケット

を持ち歩くのが面倒」という意見があった。これを受け、定期券提示方式に変更した。なお、

第１回と同様に、タクシー利用１回ずつの利用実態を把握するため「利用票」を導入した。

利用票は、タクシーチケット同様に利用時間、利用区間及び運賃総額等の記載欄があり、タ

クシーに乗った際に、運転手から利用票を手渡され、乗車中に利用者が記載するようにした。

記載時間短縮のため第２回では利用目的は質問項目に設定しなかった。 

市役所から、タクシー会社への割引額分の支払いは、利用票の枚数、記載された金額に応

じて、支払う方式を採用した。第１回で危惧した、「実際にタクシーを利用していないにも

関わらず、タクシー会社から運賃の請求がある可能性」については、タクシー利用の都度発

行される未集金レシートをタクシー車両で発行し、それを利用票に添付してもらうことで

解決した。しかし、タクシーの運転手は、利用票をタクシー利用者に書いてもらう時間を惜

しんで、運転手が利用者の代わりに利用票を記入する事例がいくつも報告された。筆者自身

も第２回目の実証実験中にタクシーを利用したところ、合計８回利用したうち４回、金額と

記名サイン以外（利用時間、発着地等）は、運転手が書くので記入不要である旨を伝えられ

た。このため、上記の情報のうち利用者しか知り得ない情報である、発着地が自宅であるか

（ゆえに第 2 回の OD は集計・分析不能となった）などは信憑性の無いデータとなってしま

った。 

この事象を踏まえて、2022年度に実施予定の第３回実証実験（2022年 11月〜2023２月実

施中）では、[1]必ずタクシー利用者が利用実態を回答すること、[2]利用者はチケット等を

持ち歩かなくても良いこと、[3]運転手の手間を極力省力すること、を考慮した実験を計画

している。具体的には、「LINE（ライン）」を基盤にしたモバイル定期券を活用して、モバイ

ル定期券上でチケットを配布して、タクシー利用者がスマホ上で利用実態を入力し、入力が

完了すると、割引チケットが表示される仕組み（付録１０参照）、加えてタクシー配車アプ

リの活用を構想しており、この実証実験の評価を経て、2023 年度中の本格実装を目指して

いる。 

  



  174 

第３節 タクシー割引実証実験の効果分析 

 

第１項 タクシーの利用実態 

 

（１）概要 

表 6-1に、第１回及び第 2 回実証実験におけるタクシー利用者の利用実態の概要を示

す。第１回では実験対象者 304 人に対してタクシー割引利用者は 27 人・8.9％、第 2 回は

実験対象者 403 人に対してタクシー割引利用者は 66 人・16.4％と、第 2 回の方が実験への

参加率は高かった。第 2 回は、補助額が高く、チケット持ち歩きを不要にしたことが参加

率に差が出た要因と考えられる。 

次に利用状況の概要について考察する。第１回の方が実験参加者 1 人当たりの利用回数

が多く、第 2 回の方が平均支払額（移動距離）は高かった。これは、第 1 回では 500円分

無料で乗車できるため短距離移動を多く誘発していたこと、第 2 回は割引額が高かったた

め、長距離移動（バス移動距離に近い）を誘発していたためと考えられる。 

最後に、市の支出、1 人当たりへの補助額について考察する。第１回は、利用回数が多

かったため、1 人当たりへの補助額は 2,535円と高かったが、利用者数が少ないため、総

額は 68,450円と少ない結果となった。第 2 回は、利用回数は少なかったため 1 人当たりへ

の補助額は 1,459円と低かったが、利用者数が多いため、総額は 96,313円と多い結果とな

った。第２回実証実験と同様の割引を１年間通して行なった場合、割引に要する支出は約

40万円となる。この額は、おーバスの年間運行経費 3億 3387万円（2021年度実績）の

1.2％である。この数値の評価については後述することとする。 

 

表 6-1 実証実験の概要と結果の比較表 

 第１回 第２回 

割引額 500円定額割引 半額割引(上限 1000円) 

時期 2021年 1月 12日〜2月 28日

（48日間） 

2021年 12月 1日〜2022年 2月

28日（90日間） 

割引方法 チケット制（無制限配布） noroca提示 

noroca保有者 

(実験対象者） 

304 人 403 人 

割引利用者数 27 人(8.9%) 66 人(16.4%) 

平均利用回数 5.09 回/月(30日) 1.92 回/月(30日) 

平均支払額 1,030円（約 2.5km） 1,778円（約 4.6km） 

合計補助額/月 

（1 人平均/月） 

68,450円/月(30日) 

( 2,535円/月(30日) ) 

96,313円/月(30日) 

( 1,459円/月(30日) ) 
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（２）タクシー利用分布 

図 6-2に、利用者ひとり一人が実験中、何回タクシー割引を利用したのか、その利用回

数を左から利用回数順に並べた分布図を示す。第１回（図 6-2 上段）は利用回数が 10 回以

上の利用者が利用者全体の 25.9%いた。第２回（図 6-2下段）は利用回数が 10 回以上の利

用者が利用者全体の 15.1%であった。第１回は距離に関わらず定額 500円割引であるた

め、短距離タクシー利用者が日常的に利用したと考えられる。 

図 6-3に、タクシー1 回利用（１トリップ）ごとの運賃を左から金額順に並べた分布図

を示す。 

第１回（図 6-3 上段）は、初乗距離分のみ無料となるため、初乗距離で降車する人が続

出すると想定していたが、初乗距離のみの利用は全体 220 回の 24.1％・53 回に留まった。

一方、第２回では初乗距離 500円利用の利用者はおらず、運賃実績最低値は 600円であっ

た。このことから、第１回の実証実験は、初乗距離降車もしくは短距離移動を誘発してい

たと考えられる 3)。 

第 2 回の平均運賃は 1,778円、距離に換算すると約 4.6km、市内バス利用平均乗車距離

約 4.3kmと近い値となり、バス移動距離に近い距離を走行していたことが明らかになっ

た。 

図 6-4に各日付のタクシー利用回数の度数分布図を示す。実証実験の期間の違いが、利

用度数分布にどのような影響を及ぼすのかを考察する。実験開始直後は、タクシー割引は

利用されず、利用者が１度使ってみて、便利なことを認識して実験期間後半になって利用

回数が伸びていく想定をしていた。図 6-4を見ると、第１回（図 6-4 上段）、第２回（図 6-

4下段）共に、上記で想定した利用状況ではなかった。これは、実証実験の期間が、タク

シーの利用回数には影響を与えない可能性を示唆するものである。 
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図 6-2 利用者（左から利用回数順）ごとの利用回数分布 

（上段：第１回、下段：第２回、縦横比同一） 

 

 
図 6-3 タクシー１回利用（左から金額順）ごとの運賃分布 

（上段：第１回、下段：第２回、縦横比同一） 
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図 6-4 タクシー利用日の度数分布 

（上段：第１回、下段：第２回、縦横比同一） 

 

（３）タクシー利用目的・OD 

第１回実証実験のタクシーの利用目的(同日複数利用・1枚利用別)を図 6-5に、OD集計

結果を図 6-3に示す。第２回のデータは、上述したように運転手が記入しているものがあ

ったため ODの分析は行わないこととした。 

図 6-5 より、主に通勤や買い物に利用されていることが明らかになり、特に約半数が通

勤に利用されていた。通勤は片道のみタクシーを利用している人が多い傾向であった 3)。 

ODについては、駅からの利用が多い結果となった。小山市では流しのタクシーがほぼ

無いことや、実験時には運賃変更に伴う、迎車運賃が必要になったため、タクシーを利用

できる駅から利用する人が多かったと考えられる。また、最も多かった駅からの目的地

は、自宅となっており、主にバスの無い時間帯の帰宅時に利用されていた 3)。 

第１回実証実験では、合計 220 回のうち 1 人 1日複数回利用 85 回（38.6%）、1 人 1 回利

用 135 回（61.4%）となっており、1日 1枚利用の人は、片道はタクシー以外の何らかの交

通手段で移動していることから、少ないバスダイヤを補完するように片道バス・片道タク

シーを利用している可能性を確認した 3)。 

 また第２回実証実験の利用日時については、タクシー運転手が記入した場合でも信頼

性はあると判断し、合計 360 回のタクシー利用を 1日複数回利用、１回利用（片道タクシ

ー）に分類した。その結果、1 人 1日複数回利用は 121 回（33.6%）、1 人 1 回利用は 259

回（66.4%）となっており、第１回よりも片道タクシー利用の割合が増加していた。 
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図 6-5 タクシーの利用目的（第１回） 

 

表 6-3 OD集計結果（出発地・目的地）（第１回） 

 
第２項 バス・タクシーの利用回数の変化 

 

実験終了後に、公共交通利用者の行動変容を確認するため、実験前後のバス、タクシー

の利用回数をアンケート調査した。調査項目は、第１回、第２回のいずれも実験期間前と

実験期間のバス、タクシーの利用回数を設定している。また第２回では、調査項目に、実

験中の外出日数、自動車での外出日数、実験前から実験中にかけての外出日数の増減日数

を追加している。 

図 6-6にタクシー割引利用有無別のバス・タクシーの利用回数の変化、図 6-7にタクシ

ー割引利用有無別の外出日数を示す。 

第１回（図 6-6 上段）について考察する。実験前と実験中を比較すると、タクシー割引

利用者のタクシー利用は、3.4 回から 6.0 回と 76％増加し、バス利用は 19.2 回から 17.9 回

で 7％減少した。一方、タクシー割引未利用者は、バス利用が 22.2 回から 17.9 回で 19％

減少し、市バスの全体利用も covid-19の影響により 17%減少(実験前 2020年 12月 69,740

人・2021年 2月 57,824 人)していた。この結果は、タクシー運賃を割引することは、バス

の利用を増加させる（covid-19の影響により、コミュニティバス利用回数減少を低減させ

る）可能性があることが示唆するものである 3)。 

続いて、第 2 回（図 6-6 上段）について考察する。実験前と実験中を比較すると、タク

シー割引利用者のタクシー利用は、2.0 回から 3.3 回と 65％増加し、バス利用は 21.1 回か

ら 21.3 回で 1％増加した。一方、タクシー割引未利用者は、バス利用が 19.4 回から 16.6
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回で 14％減少し、市バスの全体利用も covid-19の影響により 17%減少(実験前 2021年 11

月 72,862 人・2022年 2月 60,314 人)していた。この結果は、第１回同様に、タクシー運賃

を割引することは、バスの利用を増加させる（covid-19の影響により、コミュニティバス

利用回数減少を低減させる）可能性があることを示唆するものである。 

上記のバス利用増加と、前項のタクシー利用のうち片道タクシーの利用が多かった結果

を合わせると、実験参加者は、少ないバスダイヤを補完するように片道はバス、片道はタク

シーを利用している可能性があると考えられる。 

それでは、この片道バス、片道タクシーの移動は、他の交通手段からの転換なのか、新た

な移動なのか（外出機会が増えたのか）考察する。 

図 6-7に、タクシー割引利用有無別の月当たりの実験期間中の外出日数、自動車での外

出日数を示す。実験期間中の外出日数について、タクシー割引利用者は 21.5日うち実験前

からの増加は 1.5日、それに対して、タクシー割引非利用者は 19.3日うち実験前からの増

加は無かった。この結果は、片道バス、片道タクシーの移動の一部は、外出機会が増えた

結果の新たな移動である可能性を示唆するものである。 

続いて、他の移動手段、ここでは自動車からの転換について考察する。図 6-7 より、実

験期間中の自動車での外出日数は、タクシー割引利用者は 6.9日、それに対して、タクシ

ー割引非利用者は 9.9日であった。元々タクシー割引利用者は自動車での外出日数少ない

傾向にあった可能性は否定できない。一方で、実験参加者のバスやタクシーの利用回数が

増加していることから、自動車利用が減り、その代替交通手段として、バスとタクシーに

転換した可能性があると考える。 

上記の結果は、市内バス全線定期券保有者にタクシー割引を行うことは、外出を促す効

果、自動車利用を抑制する効果がある可能性を示唆するものである。 
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図 6-6タクシー割引利用有無別のバス・タクシーの利用回数変化 

（上段：第１回、下段：第２回、縦横比同一） 

 

 
図 6-7 タクシー割引利用有無別の実験期間中の外出日数 
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第３項 利用者の感想・意見 

 

タクシー割引利用者からの感想・意見について考察する。第１回、第２回のアンケート

において、感想・意見を複数選択肢提示、回答者が選択する方式をとった。その選択肢の

選択率を図 6-8に示す。第 1 回、第 2 回において、それぞれ独自設問、共通設問がある。 

良かった点について考察する。第 1 回の独自設問、「移動手段の選択肢にタクシーが入

るようになった」、「タクシーを気軽に利用できるようになった」の選択率が半数程度であ

り、共通設問「移動の利便性が向上した」の選択率が高いことから、利用者の移動環境の

向上に寄与していることが確認できた。加えて、第２回の独自設問「買い物に行きやすく

なった」、「外出する機会が増えた」を選択する利用者が一定数いたことも上記を裏付ける

結果と言える。一方、共通設問「移動の利便性が向上した」の選択率は、第１回から第 2

回にかけてポイントを下げている。これは第１回でタクシー短距離を無料で日常利用した

利用者が、第 2 回で同様に移動できなくなったためと考えられる。 

次に悪かった点について考察する。共通設問「使える距離が短い」「短距離移動なので

タクシーに乗りづらい」の選択率が下がった。これは第１回から第２回にかけて、割引額

を上げ、利用距離が伸びたことが反映された結果と言える。 

さらに、共通設問「運転手の対応が悪い」の選択率が下がった。これは運転手のオペレ

ーションを考慮した割引方式に変更し、運転手向けの説明書を配布した結果と考えられ

る。一方、共通設問「タクシーを呼ぶのが面倒」の選択率が微増している。これについて

は配車アプリ等を活用し改善していく必要がある。 

 
図 6-8 利用者からの感想・意見（タクシー割引利用者が複数選択肢式を選択回答） 
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(第2回)買い物に⾏きやすくなった

(第2回)外出する機会が増えた

(第1回)移動⼿段の選択肢にタクシーが⼊るようになった

(第1回)タクシーを気軽に利⽤できるようになった

(第2回)運転⼿の対応が良かった

(第1回)運転⼿の対応が良かった

(第2回)移動の利便性が向上した

(第1回)移動の利便性が向上した

良
か
#
た
点

悪
か
#
た
点 第１回実証実験のみにあった設問

第２回実証実験のみにあった設問

共通設問、第１回の回答

共通設問、第２回の回答
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第４節 本章のまとめ 

 

本章では、バスとタクシーを統合したサブスク運賃設計の要点とその有効性を明らかに

することを目的に、小山市において実施したバスとタクシーを統合したサブスク運賃の実

証実験の計画・実施プロセスの記述と効果分析を行なった。 

小山市は、2020年度と 2021年度の２度、実証実験を実施した。その内容は、whimが提

供している「ヘルシンキ市内の公共交通機関が乗り放題になり、タクシーが回数無制限で最

大 35%割引になるサービス」を志向して設計したものであり、小山市コミュニティバス全

線定期券「noroca」対してタクシー割引を行うものである。以下に、実証実験を通して明ら

かになったサブスク運賃設計の要点とその有効性をまとめる。 

 

第１項 バスとタクシーを統合したサブスク運賃設計の要点 

 

第一に、実証実験に要する費用（割引に要する費用）とタクシー会社との調整についてま

とめる。本実証実験に要する費用は全て行政（小山市）が負担し、タクシー会社の負担がな

い方式を採用した。行政がリーダーリップを発揮し、実証実験を率先して設計、タクシー会

社の減収を保証する方法は、難航する事業者間調整をまとめる一つの方法である。しかし、

上記は、タクシーの割引を行政が永続的に全て負担することを正当化するものではない。ま

ず実験を行い、サービスについて話し合うきっかけを作ることで、タクシー会社との関係を

構築し、更にタクシー会社の増収（売上の向上等）効果を明らかにしていき、全て行政負担

でない方式について話し合う場を作るためにも、実験スタート時に行政が費用を負担する

ことは有効である。更に、タクシー会社との今後の公共交通のサービス設計に関して議論す

る場づくりにもなり得る。小山市においては、今後も実証実験を続けていき、タクシー会社

の増収効果を明らかにすることが望まれる。これについては、第 2 回実証実験において、タ

クシー利用１回ずつの利用実態を把握するため「利用票」に、割引がない場合タクシーを使

ったか、普段はどのような移動手段で移動しているかを設問にしており、回答からタクシー

会社の増収効果を算出予定であった。仮に割引によって、新規のタクシー利用が誘発され、

売上総額が増加していることが証明されれば、その売上の一部を割引の負担金とする方法

も考えられる。しかし、本章第２節３項で記述した通り、正確な回答が得られなかったため、

増収効果の算出はできなかった。第３回実証実験（2022年 11月〜2023年２月実施）におい

ても同様の設問を設けており、タクシーを割引することにより、増収効果があるのか、算出

予定である（第３回実証実験の資料を付録-１０に掲載する）。 

 

次にタクシーを割引する手段についてまとめる。今回、タクシー割引手段は、チケット方

式と定期券提示方式の２通りを試行した。チケット方式は「実験参加者の利用状況を正確に

把握できる」というメリットがある反面、タクシー運転手から「チケットに必要事項を書か
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せて集めるのが面倒、協力したくない」、利用者からは「チケットを持ち歩くのを忘れてし

まう、チケットを持ち歩くのが面倒」という苦情が出てくるように、オペレーションに課題

が生じる。定期券提示方式は、オペレーションが簡略化できる反面、利用状況を正確に把握

できなくなるというデメリットが生じる。 

これらの教訓から明らかになったサービス設計、実証実験設計の要点は、[1]必ずタクシ

ー利用者が利用実態を回答すること、[2]利用者はチケット等を持ち歩かなくても良いこと、

[3]運転手の手間を極力省力すること、であり、これらを考慮した第３回実証実験（2022 年

11月〜2023年２月実施）の結果が待たれるところである。 

また、実証実験の負担方式、割引方式に共通するのは、運転手や会社の負担やオペレーシ

ョンを減らし、簡単にすることが重要であるという点である。特にタクシー会社からの実験

参加同意を得て、割引を継続するためには、オペレーション簡略化の工夫を行う必要がある。 

 

次に、割引額の違いについてまとめる。今回、割引額を初乗り（500円）割引と半額割引

（割引上限 1,000円）の２通りを試行した。 

結果として、初乗り（500 円）割引は、利用者が少ないが１人当たりの利用回数が多く、

短距離移動を多く誘発することが明らかになった。半額割引（割引上限 1,000円）は、利用

者の数は多いが、１人当たりの利用回数は少なく、移動距離もバスの移動距離のそれと同様

であり、１回利用当たりの運賃が高くなることが明らかになった。初乗り（500円）割引は

限られた利用者に手厚い支援（1 人当たり補助額 2,535円）となり、半額割引（割引上限 1,000

円）は比較的多くの利用者に薄い支援（1 人当たり補助額 1,459円）となる。バス運行をタ

クシーで補完する観点、より多くの市民の移動利便性向上の観点からは、半額割引（割引上

限 1,000円）の方が優れた方式である。 

次に、市の支出について考察する。初乗り（500円）割引よりも、半額割引（割引上限 1,000

円）の方が、市支出が多い結果となった。支出総額は、noroca保有者 403 人に対して割引サ

ービスを 90日間提供したところ 96,313円、年間通して実施した場合、約 40万円という結

果になった。この額は、おーバスの年間運行経費 3億 3387万円（2021年度実績）の 1.2％

に当たる。小山市の場合、バスの増便に要する費用は、毎時 1本を 2本にすると 1,500~2,000

万円/毎年の予算が必要になる。また次項でも記述する、タクシー割引を行うことで、バス

利用者の増加、外出回数の増加、自動車利用抑制の可能性が期待でき、更に noroca にタク

シー割引が付与されることで noroca 販売枚数が増加することも期待できる。これら考慮す

れば、当面は行政がリーダーシップをとり、行政が割引額を全て支出して実証実験を継続す

る価値があるものと考えられる。なお、タクシー会社が割引額を負担することを否定するも

のではなく、サービスを持続可能なものとするために、全て行政負担でない方式を模索する

ことも必要であることを申し添える。 
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第２項 バスとタクシーを統合したサブスク運賃の有効性 

 

本実証実験を通して、市内バス全線定期券保有者にタクシー割引サービスを提供するこ

とは、タクシー利用回数のみならず、バスの利用回数の増加、外出回数の増加、自動車利

用抑制につながる可能性があることが明らかになった。 

また初乗運賃を回数無制限で無料にすることで、初乗距離で降車する人が続出し、タク

シーばかり乗車し、バスに乗らなくなり、バス利用回数が減少することを危惧したが、そ

のような事態にはならなかった。むしろ、片道のタクシー利用の方が多く、もうひと片道

は別の手段（主にバス）を利用していることも明らかになり、少ないバスダイヤを補完す

るように片道バス・片道タクシーを利用している可能性が確認された。 

地方小規模都市では公共交通が不便であり、自動車依存が高いため、公共交通の連携が

可能か、利用されるのか明らかにはなっていない。むしろ連携は難しいのでは無いかとさ

え思われるのが現状である。 

そのような中にあって、本実証実験で明らかになったバスとタクシーを統合したサブス

ク運賃の有効性は、公共交通が便利とは言えない地方都市において、重要な知見である。 

今後は、本実証実験の計画・実施プロセス・有効性が参照され、他地域に広がり、自家

用車に依存している地方都市の公共交通の利便性が向上し、自動車利用から公共交通への

転換が進むことを期待するものである。 

なお、上記実証実験の有効性について、市役所内部で報告する場を作り、市長や財政部

局に事業の必要性について理解を得ることに努めていた。更に本実証実験は、2021年 8月

に JCOMMポスター賞 代表理事賞を受賞しており、事業の重要性をアピールすることに

一役買うこととなった。これらの取り組みによって、行政内での事業への理解を得ること

は事業継続に重要であることを補足する。 
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第７章 結論 

 
第１節 本研究の成果 

 
車依存から脱却し、公共交通の利用者を増やしてサービスを持続させることは、多くの都

市で問題となっている。特に、日本の地方都市では、少子高齢化による人口の自然減、三大

都市圏等への人口移動による社会減、自家用車の一家に一台から 1人 1台への普及に伴い、

バスの輸送人員は年々減り続け、赤字の民間路線は廃線して行き、地域公共交通は持続性を

失ってしまっている。 

近年、MaaS（Mobility as a Service）が、地域の移動問題の解決策、利便性向上策とし

て期待されており、MaaSサービスの特徴の一つに、「サブスクリプション」型運賃（サブス

ク運賃）がある。サブスク運賃とは、「一定金額を支払うことで，エリア内の公共交通が乗

り放題となる運賃制度」のことである。 

そして、MaaSや都市内サブスク運賃は、環境負荷の低減や持続可能な社会構築を目的に、

または自動車に代わる移動サービス提供というビジネスとして世界中で普及していってい

る。中には国内公共交通乗り放題定期券（ドイツ、オーストリア）や、月額 5000円以下の

都市内公共交通乗り放題定期券（ウィーン、タンペレ）のような低廉なサブスク運賃の導入

事例が存在している。また 2016年MaaS Global社がフィンランドのヘルシンキで提供を開

始した世界初のMaaSサービス「Whim（ウィム）」は、月額 65.3ユーロでヘルシンキ市内の

公共交通機関が乗り放題になり、タクシーが回数無制限で最大 35%割引等となるサブスク

運賃を提供している。 

そのような中、日本では、MaaS サービスは実証実験を中心に検討が進んでいる。日本の

MaaS の運賃は、複数交通機関の決済を統合するサービスや、エリア内の 1 日フリーパスを

発行するサービスが中心で、月や年単位のサブスク運賃事例は少ない。またサブスク運賃に

該当するサービとして、交通事業者ごとの自社路線乗り放題定期券が古くから存在する。日

本では、公共交通事業者の自社路線乗り放題定期券は大都市が中心に存在するが、低廉なも

のはごく少数であり、地方都市におけるサブスク運賃に関する検討や導入は手薄な状況に

ある。 

サブスク運賃は、公共交通の利用促進、利便性向上策として有効であり、欧州のように低

廉なサブスク運賃を持続的に提供できれば、マイカー依存の地方都市の公共交通利用促進

に有効である。しかし、日本のサブスク運賃に関する既往研究は、意識調査や実証実験を行

った研究のみであり、実際に導入した事例を対象にした、導入プロセスに関する研究、利用

促進手法開発に関する研究、導入影響把握に関する研究、バスとタクシーのサブスク運賃に

関する研究は、いずれも存在しない。 

そのため、低廉なサブスク運賃を採用する際に、減収リスクを負う意思決定は何故できた
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のか、減収リスクの対策はどのように行われたのか、低廉なサブスク運賃導入で収支は悪化

していないのか、サービスは持続可能なのか、サブスク運賃導入に必要となる知見の蓄積が

なされていない状況にある。 

そこで本研究は、日本の地方都市の公共交通サービス改善と利用促進に向けて、日本で長

期間実装している低廉なサブスク運賃導入２事例を対象に、導入プロセス分析、利用促進手

法の開発、導入影響把握を行いサービス設計の要点、成立条件、持続条件を明らかにするこ

とを目的とする。 

本研究では、成立条件を「公共交通サービスの提供開始までに至ることが出来る条件」、

持続条件を「提供開始後、交通サービスが持続して提供できる条件」と定義する。またサー

ビス設計の要点については、成立や持続に対して直接的に大きな影響を及ぼすわけではな

いものの、サービス検討の際には重要であった事項と定義する。 

 

以下、各章で得られた成果についてまとめる。 

 
第２章では、公共交通の低廉なサブスク運賃の考え方を整理し、その上で公共交通のサブ

スク運賃の関連概念・サービスの関係整理（事例整理）と既往研究のレビューを行い、本研

究の特長を明らかにした。 

まず本研究では、公共交通の低廉なサブスク運賃を、[1]割引率が高いこと：鉄道通勤 53%
以上、鉄道通学 81%以上、バス 30%以上、[2]人々が価格が低いと評価すること（＝支払意

志額よりも低いこと）：価格 5,000円未満、この２つの条件を満たすエリア内公共交通乗り

放題定期券と定義した。 
そのうえで、サブスク運賃のサービスの形態を[1]MaaSサービスの一部として提供してい

るもの、[2]定期券として提供しているものの２分類、提供主体を[1]民間企業、[2]公共団体、

[3]大学の３分類に大別して、事例の収集、整理をおこなった。 

上記の事例整理では、[1]民間企業が提供するサブスク運賃は日本の国内外ほぼ全ての事

例が低廉な価格ではないこと、[2]海外には複数の公共交通が乗り放題になる都市単位のサ

ブスク運賃が存在するが日本にはほぼ存在しないこと、[3] MaaSサービスにおいてヘルシ

ンキの「Whim（ウィム）」と同様の複数交通機関が乗り放題になるサブスク運賃の事例は少

数であり日本には存在しないこと、この３点を明らかにした。これらの事例整理から、本研

究の対象である筑波大学、小山市の２事例の公共交通サービスは、日本には類例がなく、欧

米に類似事例のある、公的機関が運営主体のバスの低廉なサブスク運賃を導入しているこ

とが特徴であることを示した。 

既往研究は、公共交通に関する運賃施策に関する研究、タクシー割引に関する研究、導入

プロセス分析に関する研究、利用促進手法の開発に関する研究、導入影響把握等に関する研

究をレビューした。 

上記、既往研究のレビューでは、[1]日本におけるバスに関する研究は、個別事例に対
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してサービスの導入プロセスを明らかにする研究、利用促進手法開発に関する研究、導入

影響把握に関する研究がそれぞれ存在するが、１つの事例を対象に、導入から利用促進、

効果分析、長期間の評価を行う研究はなされていないこと、[2]サブスク運賃を対象とし

た上記それぞれの研究も存在しないことを明らかにした。これら既往研究レビューから、

本研究は、地方都市におけるサブスク運賃の導入プロセス、利用促進キャンペーン開発と

実施、複数年にわたる効果の検証、サブスク運賃の他の交通機関への拡張という一連のサ

ブスクリプション型運賃導入プロジェクトの全容を明らかにしている点に特徴であること

を示した。 
 
第３章では、日本で長期間実装している低廉なサブスク運賃導入２事例を対象に、関係

者ヒアリング、文献調査を実施して、[1]主要な出来事の時系列整理、[2]主体ごとの役割

の整理、[3]サービスの検討過程の記述、を整理し、低廉なサブスク運賃の提供開始に至

るまでのサービスの設計の要点、成立条件等を明らかにした。 

主要な出来事の時系列整理としては、筑波大学は、2004年 4月から開始した学内交通環

境改善の検討の結果、大学がバス事業者から 1年間有効の定期券 6千枚を 5,000万円一括

買取りし、大学構成員に再販する「大口特約一括定期」制度を創設、活用することで 9割

引という低廉なサブスク運賃を実現して、運営主体の大学の財政負担軽減と運行事業者の

事業性を両立させていた。特に、毎日バスに乗らない学生でも購入しよう思わせるような

価格設定（導入時は学生 4200円/年）は、「大口特約一括定期」制度が可能にしていた。

またこの制度は、運輸局から大学構成員のみの割引に難色を示され、その解決のために生

まれたものであった。 

小山市は、筑波大学と同様に、市内の交通環境改善を目的として低廉なサブスク運賃の

検討をスタートさせていた。市は、交通環境改善のため市民のバス利用促進を目的に、市

内全線定期券の 7割引を決断し、販売期間を暫定 1年とする減収リスク軽減策を講じて、

利用者数・運行収入を 1年ごとに評価し、2年間サービスを継続させ、その後、減収が確

認されないため、恒久サービスに転換していた。価格設定にあたっては、精緻な需要予測

ではなく、損益試算・採算分析を行い減収リスクを把握していた。短い期間で、できる範

囲の損益試算・採算分析によってリスクを把握し、その上で低廉なサブスク運賃導入を決

断していた。 

また、両事例は共通して、地域公共交通の問題認識、共有から検討を始めており、長

年、地域公共交通の問題解決に取り組み、その積み重ねの上に、低廉なサブスク運賃が導

入されていた。地域公共交通の問題解決という目的は、公的機関がサービス導入の主体に

なるための重要な視点である。 

更に混雑対策として、筑波大学は利用者増加を見込んで、サービス開始時に新規路線を

整備していた。その後は、値上げ（3回）や減便など、一貫してサービスレベル低下措置

を取っていた。対照的に、小山市は、乗り放題の路線を拡大し、更に利用者増加に伴う混
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雑対策に、臨時続行便や増便で対応していた。また総合都市交通計画を策定し、行政計画

に新規路線や増便を位置づけ、対象路線拡大、サービスレベルの充実を推進していた。 

主体ごとの役割の整理としては、両事例とも、導入時に懸念される減収リスクを公的機

関である筑波大学、小山市が、収入保証し、サービスの導入に大きな役割を果たしてい

た。収入保証は、バス事業者に、バス運行や安全管理に注力させることができる効果があ

り、更に収入保証が長期間担保されれば、運転手採用、バス車両購入のなどの長期的な経

営方針を立てやすく、サービスを維持しやすい環境になると考えられる。 

また両事例とも、地域協働、関係者協働によってサービス設計、普及に努めていた。バ

ス事業は営利事業であり、サービス維持は、バス事業者のみが責を負うように考えられる

ことがある。両事例では、先に記述した公的機関が中心的な役割を果たし、関係者が協働

することで、バス事業者単体では実現し得ない、格安で利便性の高いサービスを提供して

いた。 

サービスの検討過程の記述としては、両事例とも、筑波大学、小山市という地域交通に

一定の責任を負う公的機関がサービス導入にリーダーシップを発揮し、中心的役割を果た

していた。 

またキーパーソンもサービスの成立には欠かせない存在であった。筑波大学の事例で

は、筑波大学教員（当時）と関東鉄道の担当専務（当時）、小山市の事例では、市役所職

員が関係者調整、説得を行い、サービス成立に尽力していた。 

しかしながら、筑波大学のキャンパス交通システムは導入から 17年が経過し、当時の

キーパーソンが不在になっていることが課題である。キーパーソンに依存する事業は、業

務が属人化していると言い換えられ、サービスの持続性を低下させてしまう可能性があ

る。 

上記の導入プロセス分析から明らかにした、サービス設計の要点、成立条件等は次の通

りである。 

① 低廉なサブスク運賃導入には、地域交通に一定の責任を負う公的機関（筑波大学、小

山市）がサービス導入にリーダーシップを発揮し、中心的役割を果たすことが重要で

ある。また両事例は共通して、地域公共交通の問題解決に取り組んでおり、その一環

で低廉なサブスク運賃を導入している。また低廉なサブスク運賃導入に際しては、交

通問題の認識・共有から検討を始めている。地域公共交通の問題解決という目的は、

公的機関がサービス導入の主体になるために重要である。 

② サービス成立に至るまでの関係者の合意形成、サービスの持続的提供には、キーパー

ソンは欠かせない存在である。小山市では、キーパーソンの不在に備えて、中長期計

画の策定、実行体制の構築、人材育成を行っていた。 

③ ”毎日乗らなくても購入してみよう”と思わせられるような低廉な価格の設定には減

収リスク対策が必要である。減収リスク対策、収入保証は、地域交通に一定の責任を

負う公的機関（筑波大学、小山市）が行っていた。筑波大学は、予め大学の負担額が
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導入前に負担していた 7,000万円を超えないよう制度設計を行なっていた。具体的に

は、大学がバス事業者から 1年間有効の定期券 6千枚を 5,000万円一括買取りし、大

学構成員に再販する「大口特約一括定期」制度を創設、活用していた。小山市は、実

証実験的にサービスを開始し、減収リスクを最小限にするようサービス設計をアジャ

イルに行っていた。具体的には、販売期間を暫定 1年として、利用者数・運行収入を

1年ごとに評価し、2年間サービスを継続させ、その後、減収が確認されないため、

恒久サービスに転換していた。価格設定にあたっては、精緻な需要予測ではなく、損

益試算・採算分析を行い減収リスクを把握していた。短い期間で、できる範囲の損益

試算・採算分析によってリスクを把握し、その上で低廉なサブスク運賃導入の決断を

行ったことが、重要な成立条件と考えられる。 

④ サービスを設計・普及には、地域協働、関係者協働が必要である。バス事業は営利事

業であり、サービス維持は、バス事業者のみが責を負うように考えられることがあ

る。両事例では、先に記述した公的機関が中心的な役割を果たし、関係者が協働する

ことで、バス事業者単体では実現し得ない、格安で利便性の高いサービスを提供して

いた。また公的機関による収入保証は、バス事業者に、バス運行や安全管理に注力さ

せることができる効果があることを提示した。 

⑤ 低廉なサブスク運賃導入には、混雑対策が必要である。筑波大学ではあらかじめ新規

路線を整備、小山市は利用者増加に合わせて、臨時続行便や増便で対応していた。 

⑥ 定期券の仕組みをシンプルにわかりやすくするとよい。筑波大学の定期券は、シール

を学生証に添付するだけで、定期券として使えるとシンプルな仕組みになっていた。

小山市の定期券は、紙、モバイルともにバス運転手に見せるだけで市内の路線バスす

べてに乗車が可能となるシンプルな仕組みとなっていた。導入コスト、オペレーショ

ンコストを縮減するため、定期券の仕組みをシンプルにわかりやすくにすること、余

計な選択肢を作らないことは、利用者の利便を向上させるために重要である。 

 
第４章では、定期券（サブスク運賃）購入を促進し、サービスを持続させ得る MMツール

を含むコミュニケーション・プログラムに関する技術を蓄積することを目的に、筑波大学と

小山市を対象に、コミュニケーション・プログラムを企画し、効果測定実験を設計実行する

ことで、プログラムの効果を明らかにした。その結果、コミュニケーション・プログラムの

要点、留意点、工夫点として、[1]コミュニケーションのタイミング、[2]ブランディングを

用いること、[3]MM継続と組織と協力、が重要であることを示した。 

コミュニケーションのタイミングについては、筑波大学及び小山市において、学生の進学

のタイミングで、定期券の購入を促すコミュニケーションを行った結果、定期券購入者が増

加していた。ツールそのものの質も重要であるが、情報提供をする”タイミング”が重要で

あり、学生の進学時等ライフスタイルが変わる時期が、定期券購入を促すタイミングとして

重要であることを示した。 
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ブランディングを用いることについては、ブランディングと MMは親和性が高いこと、MM

にブランディングを用いることはコミュニケーションによる感情的な側面への働きかけ、

人の行動を促す効果を高める可能性が高いことを指摘した。その上で、ブランディングを用

いた MMツール（生活情報タブロイド紙）を全市民に配布した際の効果を明らかにした。効

果としては、バスに対する感情や行動が変化し、短期的なバス利用者増加、収入の確保につ

ながる可能性があることを明らかにした。加えて、ブランディングを用いた MMツールの再

現性を高めるため、ツール制作プロセスを記述し実務上の留意点、工夫点を整理した。 

MM 継続と組織と協力については、日本で長期間実装している低廉なサブスク運賃導入２

事例は、いずれも大規模コミュニケーション・プログラムを継続していることを明らかにし

た。具体的には、筑波大学は大学事務を介して大学構成員全員、小山市は自治会や学校を介

して市民全員・市内学校新入生全員を対象に実施していた。大規模コミュニケーションの継

続には、上記の組織の協力が重要である。 

 
第５章では、日本で長期間実装している低廉なサブスク運賃導入２事例を対象に、アンケ

ート調査等のデータ、運営者から入手した利用者数・運賃収入の分析を行いサブスク運賃が

利用者や運営主体に与えた影響を把握することで、低廉なサブスク運賃を持続的に提供す

るためのサービス設計の要点、持続条件を明らかにした。上記のデータ分析による影響把握

から明らかにした、サービス設計の要点、持続条件等は次の通りである。 

① 定期券価格の大幅値下げとエリア乗り放題化（低廉なサブスク運賃導入）は、利用者増

加、自動車利用削減、利用者の生活の質向上に貢献する可能性がある。本研究対象のサ

ブスク運賃利用者は、バスの利用回数が増加し、自動車の利用が減少していた。筑波大

学の事例では、通勤通学交通について、学生のバス交通機関分担率が 2.6%から 5.9%に

上昇、教職員のバス交通機関分担率が 7.8%から 18.0%に上昇・自動車交通機関分担率が

75.5%から 57.6%に減少していた。小山市の事例では、サブスク運賃利用前後でバスの

月あたり利用回数が 1.43 倍に増加していた。また小山市のサブスク運賃利用者の 29%

がサブスク運賃利用前は、バス利用経験が無い人であった。またサブスク運賃利用者は、

通勤通学以外の複数目的でバスを利用しており、利用者の生活の質の向上に寄与して

いる可能性を確認した。サービスの持続のためには、利用者の確保・増加、人々の生活

にバス移動の浸透が重要である。 

② 利用者確保のために、タイミングや内容をサブスク運賃にカスタマイズした（ブランデ

ィンを用いた）MM を、大学や自治体等組織の力を活用して継続実施することが重要で

ある。小山市では、MM 実施等により、低廉なサブスク運賃導入時の運行収入減少を回

避していた。 

③ 低廉なサブスク運賃を持続的に提供するためには、運営主体（筑波大学、小山市）によ

るバス運行事業者の収入保証が必要である。筑波大学は大型一括特約定期制度を適用

して、一定額以上を運行事業者に支払いし続けて、サービスを 17年間継続させていた。
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小山市は総合都市交通計画等行政計画にサービスを位置付けて予算を措置し、3年継続

させていた。この収入保証があるからこそ、covid-19の影響による利用者減少・収入減

少にも関わらず、サービスレベルの維持が可能となっていた。 

④ 低廉なサブスク運賃は、バス利用者増加策としては有効である。しかし、サービスを継

続させると、利用者が増加して行き混雑対策等で、運営主体の財政負担も増加していく。

これに対して、財政負担軽減を図って運賃の値上げを行うと、サービスレベル低下につ

ながり、利用者の減少、負担増加、運行本数減少というサービス低下が更なるサービス

低下を呼ぶ、負のスパイラルに陥る可能性がある。筑波大学はその兆候にあった。 

 

第６章では、小山市において実施したバスとタクシーを統合したサブスク運賃の実証実

験の計画・実施プロセスの記述と効果分析を行なうことで、バスとタクシーを統合したサブ

スク運賃設計の要点とその有効性を明らかにした。 

実証実験は、小山市コミュニティバス全線定期券「noroca」保有者（バスのサブスク運賃

利用者）に対して、タクシーの割引サービスを提供するものである。第 1回実証実験（48日

間実施）は、定期券「noroca」保有者に対して、タクシー運賃初乗り（500円）が無料にな

るチケットを無制限で提供した。第 2 回実証実験（90 日間実施）は、定期券「noroca」を

提示することで、タクシー運賃が半額（割引上限 1,000円）になるサービスを提供した。 

実証実験で得られた、運賃設計の要点と有効性は次の通りである。 

① バスのサブスク運賃に、タクシー割引サービスを付与すると、タクシー利用回数のみな

らず、バスの利用回数の増加、外出回数の増加、自動車利用抑制につながる可能性があ

る。小山市の実証実験では、実証実験参加者と非参加者の差は、バスの月あたり利用回

数の変化率は約 12〜15%の差があり、タクシーの月あたり利用回数の変化率は約 65〜

76%の差があった。また上記の結果を行政内部で共有し、市長や財政部局に事業の必要

性について理解を得ることが事業継続に重要である。 

② 実証実験費用を全て行政（小山市）が負担し、タクシー会社の負担がない方式で実証実

験を始めることは、タクシー会社との合意形成、協働のために有効である。実験を行い、

サービスについて話し合うきっかけ、場を設けることで、タクシー会社との関係を構築

することが重要である。 

③ タクシーを割引する方法は、タクシー運転手と利用者の両者に寄り添った方法を採用

するべきである。チケット方式は持ち歩きや受け渡しなど両者に負担が多く、定期券提

示方式は利用実態の把握を困難にすることが明らかになった。両者を両立するには、デ

ジタル技術の活用する必要がある。 

④ タクシーの割引額は、バス運行をタクシーで補完する観点、より多くの市民の移動利便

性向上の観点からは、定額 500円割引と比較して、半額割引（割引上限 1,000円）が優

れている。小山市の実証実験では、半額割引（割引上限 1,000円）の利用者は、定額 500

円割引利用者よりも、タクシー移動距離が長く、利用者が多かった。 
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本節の最後に、第１章で提示した課題に対して、本研究で得られた知見に基づき回答する。 

「低廉なサブスク運賃を採用する際に、減収リスクを負う意思決定は何故できたのか」に

対しては、公的機関が地域交通環境問題の解決を目指して、その解決策としてサブスク運賃

のサービス設計を主体的に行っていたためである。 

「減収リスクの対策はどのように行われたのか」に対しては、本研究では２つの方法を確

認した。筑波大学は運行事業者との契約（大型特約一括定期制度）で、負担額を一定額以上

超えないようにリスク対策を措置していた。小山市は、小山市は、実証実験的に販売期間を

限定してサービスを開始し、サービス設計をアジャイルに行い、減収が無いことを確認しサ

ービスを継続していた。また両事例とも実施していたモビリティ・マネジメントも収入確保

（減収軽減）に有効であった。 

「低廉なサブスク運賃導入で収支は悪化していないのか」に対しては、筑波大学は低廉な

サブスク運賃導入前に負担していた 7,000 万円を超えないようにバス事業者の契約（大型

特約一括定期制度）を継続しているため、収支は改善している。一方で小山市は、運行収入

は減少していないが、混雑対策等による運行経費が増加し、covid-19 の影響と相まって、

収支率は導入前よりも減少、収支は悪化している。これに対しては、クロスセクター効果等

の視点から、街全体では収支は改善しているという考え方もある。この点、行政施策として

のクロスセクター効果、費用対効果の追求が必要と考える。 

「サービスは持続可能なのか」については、運営主体の収入保証と利用促進の努力により

可能である。サービスを持続させるためには、両事例において、大規模なモビリティ・マネ

ジメントの継続。筑波大学では大型特約一括定期制度の維持。小山市では総合都市交通計画

等に基づく予算措置の継続が必要である。 
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第２節 今後の課題	

 
本節では、筑波大学の課題、小山市の課題、研究に残された課題をそれぞれ提示する。 
 
第１項 筑波大学キャンパス交通システムの課題と改善案の提案 

 

筑波大学キャンパス交通システムは、学生半額補助を取りやめ、定期券価格の値上げを行

った。値上げはサービスレベルの低下であり、それに伴う利用者の減少、システム運営主体

の負担額増加、運行本数の減少によるサービスレベルの低下、というサービスの低下が更な

るサービスの低下を呼ぶ、負のスパイラルに陥っている。導入後、大学の負担が最も多いに

もかかわらず、学生保有率が最も低く、大学が費用を負担して学生の利便を確保するという

観点で、システム導入史上、最も投入している費用に対して効果を発揮できていない状態に

ある。 

この負のスパイラルは、covid-19 感染拡大、大学の財源問題（国立大学法人運営費交付金

の減額等）、大学役員等の変更（2013 年度大学役員等改選）、キーパーソンの不在など多く

の事象が重なりあって引き起こされていると考えられる。 

その中でも、筆者は、サービス内容のメンテナンス（定期券の価格改定、運行本数改定）

に際して、交通分野の専門家が関わっていないこと、更に主な利用者（負担者）である学生

の意見を十分に取り入れてこなかったことが、この負のスパイラルを引き起こした主要因

ではないかと考える。特に、筑波大学のキャンパス・バスは、大学のキャンパス計画の一部

として交通分野の専門家によって計画され、学内の交通問題解決のために、導入、改善がな

されてきた。これに対して、導入後のサービス改定は、如何に大学の負担を減らしてサービ

スを維持するかに主眼が置かれてしまい、学内の交通問題改善、大学キャンパスライフの質

の向上という当初の目的を見失っているように見える。上記を改善するためには、交通問題

に目を向けられる専門家の関与と、どのようなキャンパスライフを送りたいのかという学

生、更には大学構成員である教職員の意見をサービスに反映させることは重要である。 

そのうえで、採算や大学負担額という問題を一度横に置き、「なりたい姿（大学）」とはな

にか目標設定し、それを実現するためのキャンパス交通システムの姿、その実現方法を模索

すべきである。 

上記の問題意識のもと、筆者が、小山市のバス運営に関わった知見に基づき、筑波大学キ

ャンパス交通システムの改善案を以下に提案する。 

 

（１）筑波大学キャンパス交通システムの課題解決策の提案 

 

① 専門部署設立と人材育成 

筑波大学キャンパス交通システムのサービスの持続的提供には、筑波大学及びシステム
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に精通した交通分野の専門家の継続的関与とサービス内容の継続的な改善が重要である。

交通分野の専門家の関与については、システム導入時は、交通需要調査、バス運行会社と

の調整などにおいて、交通を専門にする大学教員や学生が尽力した。また利用促進キャン

ペーンは、少額の予算で、路線図や時刻表の情報提供を筑波大学公共心理研究室が担って

いる。しかしながら、教員や学生は、キャンパス交通システムを生業にしているわけでは

なく、サービス運営に関しては、必要な時に関わる程度の関係性しか保てない。実際に、

キャンパス交通システム導入に尽力した交通分野の専門家である大学教員（キーパーソン）

の退職以後は、研究室としての関与が薄くなるとともに、バス会社との関係性も薄れてし

まい、キーパーソン不在問題が顕在化した。 

大学組織内の交通専門部署という観点では、筑波大学においても総務課内にキャンパス

交通システム担当者が配置されているが、交通分野に精通しているわけではない。また総

務課は多岐にわたる業務を所管しており、キャンパス交通システムを専任しているわけで

はない。しかし、学内の交通問題を考慮しながら、交通サービスを持続させるためには、

交通分野に関する知識、企画力、調整能力、広報能力等の専門性が求められ、大学の総務

課に求めるのは難しい。またキャンパス交通システムの運行を担うバス会社社員は、交通

分野の専門家と言えなくはないが、厳密には、公共交通”運行”の専門家であり、学内の交

通問題（駐車場、駐輪場、自転車渋滞、交通事故問題）に精通しているわけではなく、学

内交通を俯瞰的にみる立場には無い。また民間バス会社にサービス設計を委ねると採算を

優先し、サービスを低下させ、撤退する恐れがある。このため、（学生によりよいサービス

を提供するという）大学側の立場で、バス会社と対等に協議ができる交通部門の専門人材

を配置し、大学が責任を持って必要とされるサービスを実現できる体制を敷くことが必要

である。 

この交通分野の専門家不在問題を解決し、サービスを改善し継続させるために、筑波大

学内に交通に関する専属部署を設置し、専門人材を配置することを提案する。また大学の

予算や人員の制約により、専門部署の設置が難しい場合、キャンパス交通システム定期券

売上の一部を運営費（人件費、利用促進費、サービス改善検討費等）に充当する仕組みを

構築し、その資金で運営する法人を設立することも考えられる（予算計画について詳細後

述）。 

いずれにせよ、専属部署の設置、交通分野の専門家の関与、キーパーソンに依存しない

よう組織の中での専門家の育成が必要である。専門家の配置については、ローマ市では従

業員 300 人以上の事業所にモビリティ・マネージャー配置を義務付けられており、配置事

業所には人的支援や補助金を交付している 1)。このように、国や地方公共団体等で、地域

の大規模事業所を支援する仕組みも必要である。 

 

専門部署の設置と人材育成について、小山市における筆者の実践状況を記述する。小山

市では、2017年 4月に、バス交通網を都市交通整備の観点（都市交通問題解決の観点）か
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ら推進するため、コミュニティバスの所管を市民生活部生活安心課から都市整備部都市計

画課に変更している。筆者は 2018 年 4 月から小山市のバスに関わり、当時係長と係員の

２名体制だったものを、2020年 4月から室長、係長、係員２名の 4 人体制に拡充している

（筆者も含めれば 5 人体制）。これは第 4 章で記述した利用促進の取り組みや外部表彰制

度による評価（グッドデザイン賞、JCOMMプロジェクト賞、EST 環境交通大賞優秀賞等

を受賞）を喧伝し、バス交通の重要性を庁内に説いて実現したものである。２名体制当時

は、日々のバス運営（路線案内、決算等）に忙殺され、サービス改善は行う余力はほとん

どなかった。サービス改善は、利用者の増加に伴い、必要性に迫られ輸送力増強を行うに

留まっていた。４名体制になってからは、バス運営に加えて、長期的な交通計画（総合都

市交通計画）、中期的なバス運行計画（地域公共交通計画）を策定し、計画に沿ったサービ

ス改善を実行する余力が生まれている。またこれらの中長期計画は、職員が交通コンサル

タントとの度重なる議論を経て作成しており、特に輸送力増強計画やダイヤ作成は、職員

直営でおこなっている。更に職員の専門性を高める工夫として、市役所に在籍している元

バス会社、元鉄道会社の職員を公共交通係に配置して、異動が無いように運用し、研修へ

の参加、実証実験の企画運営を任せ、人材育成に努めている。 

 

② 中長期計画の策定と利用者からの意見聴取 

キャンパス交通システムのサービス設計に際しては、学内の交通問題改善、大学キャン

パスライフの質の向上という観点が重要であると指摘したところである。これを考慮する

には、採算や大学負担額以外の目標とそれに基づくサービスレベルの設定が必要である。

この設定にあたっては、主体が地方公共団体である場合は、長期的な交通計画（総合都市

交通計画）、中期的なバス運行計画（地域公共交通計画）の法制度、予算制度が存在する。

大学においても、上記のような仕組みはないものの（仕組みがないことは課題ではあるが）、

公的主体が運営するバスサービスを持続的に提供するためには、同様の計画策定が有効で

あろう。 

この計画策定で、重要なのは、前述した専門家の関与に加えて、学生や教職員の意見聴

取と反映である。特に学生は、キャンパス交通システム運営費最大の負担者でかつ最大の

システム利用者であり、当然にしてサービス設計は学生の意見を反映させたものにするべ

きである。筑波大学キャンパス交通システムのサービス改定にあたって、説明会等は自死

しているものの、学生や教職員の意見聴取し、反映させているという経過は確認できなか

った。 

利用者の声の反映について、地方公共団体が地域公共交通計画を作成する場合、「住民、

地域公共交通の利用者その他利害関係者の意見を反映させるために必要な措置を取らな

ければならない」と規定されており、パブリックコメント等が必要となっている。また同

計画について協議する法定協議会の構成員に、上記の者が参画している。このように、キ

ャンパス交通システムも計画作成の際は、利用者の声を反映させるべきである。現在のキ
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ャンパス交通システムは、導入当初と比較して定期券の価格を値上げしているにもかかわ

らず、サービスレベルが低下している状態になっているが、例えば、学生は更に負担は多

くても良いが、授業移動や日常の買い物に使える高サービスの交通システムを求めている

可能性はあり得る。しかし、現状利用者の考えや利用実態が十分把握されているとは言い

難いため、このような検討もままならない。まず対話や調査を改めて行うことが重要であ

る。 

 

中長期計画の策定と利用者からの意見聴取について、小山市における筆者の実践状況を

記述する。 

小山市の長期的な交通計画（総合都市交通計画）、中期的なバス運行計画（地域公共交通

計画：2022年 12月時点でパブリックコメント実施中）の目標には、市の負担額や採算は

設定されていない。小山市総合都市交通計画（2020年 3月策定）は目標年度を 2040年に

置き、目標の１つに「定住人口と交流人口の増加に向け、子育て世代や交通弱者、来訪者

等がより移動しやすい環境の実現」を位置付け、「バスの運行本数を２倍に増強すること

を基本」において、増便対象路線を具体的に位置付けている。また目標値を、外出率の増

加、自動車の分担率を 69％（2018年）から 60%（2040年）に削減、バスの利用者数を 71.3

万人（2018年）から 210万人（2040年）に増加と設定している 2)。 

この小山市総合都市交通計画に基づき、2022年 12月時点作成中の小山市公共交通計画

は、目標年度を 2025 年に置き、基本理念を「マイカー無しでも便利な移動サービスと豊

かな生活を小山市民、小山への来訪者に提供する」に設定し、「2025 年までに居住誘導区

域内ではピーク時１時間２本運行を実現」するために、2025年までの各年度に行う具体的

な増便計画を記述している。また目標値を、基本目標と発展目標の２つ設定し、バスの利

用者数を 71.3万人（2018年）から基本目標 106万人、発展目標 203万人（2025年）に増

加させると設定している。このように、基本理念、目標とするサービスレベル、具体的施

策を記述した計画を作成することはサービスの改善に必須である。 

次に利用者からの意見聴取について記述する。計画作成にあたっての直接的な利用者か

らの意見聴取は、パブリックコメントの実施や法定協議会での協議がある。また計画作成

にあたって、議会からの要望・質問を反映することは、もちろんこと、職員は日頃から利

用者からのメール、電話等を受けており、それらも反映している。 

更に公共交通分野ではないが、小山市では、市民への情報提供・意見交換の新たな取り

組みとして、[熟議を促す参加型合意形成プラットフォーム Decidim]を試験的に導入して

いる。Decidim は、オンラインで多様な市民の意見を集め、議論を集約し、政策に結びつ

けていくための機能を有している参加型民主主義プロジェクトのためのオンラインツー

ルであり、バルセロナやヘルシンキなどで使われている 3)。小山市では、小山駅周辺の将

来ビジョン策定に本プラットフォームを導入し、策定プロセス、将来像案などをこのプラ

ットフォームを通して、市民に情報提供し、意見交換に取り組んでいる 4）。また情報提供
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に際しては、検討や議論の過程をできる限りプラットフォームに掲載することで、政策決

定プロセスの透明性確保に努めている。将来像案の中には、自家用車の占有面積が多い小

山駅前広場をトランジットモール化する案や、小山駅停車場線を歩行者天国化する案など

がある。このような現状を大きく変更する案は、賛否が別れることが常であり、特に否の

意見の声が大きく、実現に至らないことは珍しくない。この課題に対して、本プラットフ

ォームでは、賛成と反対の両方の意見が書き込まれ、またお互いの意見を確認し合い、他

人の意見を応援することもできるようになっており、ウェブ上で活発に議論が交わされ、

反対意見が一方的に取り上げられることがない。更に重要なことの１つに、この取り組み

を通して、これまでの自動車中心のまちづくりから、歩行者中心のまちづくりにシフトす

る必要があること、またそれを支持する市民が一定数いることを多くの市民に知らしめて

いることがある。 

 

筑波大学キャンパス交通システムのサービスを大きく変更する場合も、賛成、反対多く

の意見が出ることが想定される。また賛否が別れる中で、多くの構成員にとって納得感の

あるシステムを実現できれば、構成員自身がサービスを支え、維持していこうという意志

を持ち、結果としてサービスが持続可能なものになる。 

このため、筑波大学キャンパス交通システムの中長期計画策定やサービス改善の検討を

行う際には、上記のプラットフォームを活用して、学生や教職員からの意見を聴取するこ

とは有効と考える。本研究で記述した、これまでのキャンパス・バスの経緯や、キャンパ

ス交通システムの経緯・現状・効果を提示すれば、キャンパス交通システムはどうあるべ

きか、議論は活性化するだろう。このプロセスを経て、実現したサービスこそ、真に持続

可能なサービスと考える。更に、上記のような検討、議論の過程は、プラットフォーム上

に記録されるため、次の計画策定やサービス改善の際に、経緯を引き継ぐ有用な資料にも

なり、サービスの持続可能性を高めることに繋がると考える。 

 

（２）筑波大学キャンパス交通システムの将来像の提案 

 

ここで、持続可能なサービスを目指し、プラットフォームで筑波大学の構成員（学生及

び教職員）に提示して、議論することを前提にした、キャンパス交通システムの改善案（私

案）を以下のとおり提案する。 

 

第一に、筑波大学構成員の自動車利用の削減、キャンパスライフの質の向上を目的とし

て、つくば市内全ての公共交通が乗り放題になる定期券サービスを提供することを提案す

る。都市内の公共交通を乗り放題にする低廉なサブスク運賃は、英ノリッジ市イーストア

ングリア大学、米ワシントン州立大学が導入しており、これを参考にした。またこれは、

第 5章で指摘した学生の私用目的地の郊外化対策にもなると考える。 
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第二に、定期券は、全ての構成員（学生及び教職員）が購入することを前提にすること

を提案する。販売方法としては、ワシントン州立大学同様に、学生については、授業料と

同時に徴収、教職員については福利厚生の一部として大学が支給する方法を考えられる。

これによって、定期券の販売コスト、シールの発行・張付コスト、不正乗車等監視コスト

が削減される。また財源の確保の見通しも立ちやすくなる。なお、学生に対して年数万円

（ワシントン州立大学 U-PASS は 600 ドル/年）の負担は大きいため、入学金や授業料同様

に保護者が支払うように案内する仕組みを検討することや、授業料免除の学生には同様に

定期券の支払いも免除にする仕組み検討する余地があるだろう。 

 

以上、２点が実施できた場合のキャンパス交通システムの改善案のアイディアの１つを

予算表にして、参考に表 7-1に示す。いずれの価格設定も筆者の経験に基づき、仮に設定

したものであり、導入の際は各主体と調整が必要であることを申し添える。 

なお、2022年 12月に筑波大学在校生（公共心理研究室の学生）10名に対して、表 7-1

のサービス内容を提示し、意見聴取したところ、表 7-2の意見が出た。表 7-1のように、

現状から値上げをして更に全員の購入を義務化すれば、賛成・反対、意見は様々出るだろ

う。しかし、表 7-2に示す学生から出た意見をもとに議論を行い、多くの構成員の賛同を

得て実現したシステムであれば、構成員自身がサービスを支え、維持していこうという意

志を持ち、結果としてサービスが持続可能なものになる。そのためにも、意見をより多く

聴取し、議論を活性化させ、サービス検討に活かすために、参加型合意形成プラットフォ

ームは重要である。このプラットフォームにより、学内交通環境や学内バスの現状が多く

の構成員の知るところになり、キャンパス交通システムのサービス内容はどうあるべきか、

検討し、学生にとっても、大学にとってもよりよいバスサービスの検討が行われることが

望まれる。 
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表 7-1 キャンパス交通システムの改善案のアイディア予算計画 

収入 単位：円/年 備考 

学生 407,500,000  16,300人×25,000円（定期券の年額） 

定期券の価格は、以下の教職員分の大学負担可能額やつく

ば市内の公共交通を乗り放題にするために要する費用、本

研究で定義した低廉なサブスク運賃（5,000円/月以下）を

考慮して設定。 

教職員 117,500,000  4,700人×25,000円（定期券の年額） 

大学負担を想定。現在通勤手当の現物支給を受け取ってい

る教職員約 1,000人に対して、通常定期券価格 96,770円分

を支給した場合、大学の負担は 96,770,000円になる。同額

程度は大学で負担はするべきであることを前提に試算。 

  525,000,000    
   

支出 単位：円/年 備考 

スタッフ 15,000,000  キャンパス交通システム運営法人設立の場合の人件費（１

名分）を想定。＋２〜３名常駐職員配置が理想（つくば

市・大学・関東鉄道から１名ずつ出向を想定。） 

広報・販

促・デー

タ管理 

40,000,000  サービス計画作成、モビリティ・マネジメント実施、HP運

営、アプリ運営、データ管理・分析 

つくば駅

〜大学間

バス 

300,000,000  関東鉄道への支払いを想定。左記区間の路線バスをサブス

ク運賃の対象化・サービス改善(右回り 5分おき、左回り 5

分おき運行想定)を想定。 

つくば市

を通るバ

ス 

100,000,000  関東鉄道への支払いを想定。つくば市を通る関東鉄道のバ

ス（高速バス除く、市域を通れば乗り放題対象とする）の

サブスク運賃対象化を想定。 

5,000,000  JRバス関東への支払いを想定。つくば市を通る JRバス関

東バスのサブスク運賃対象化を想定。 

つくバス 20,000,000  つくば市への支払いを想定。つくバスのサブスク運賃対象

化を想定。 

新サービ

ス導入 

45,000,000  学内シェアサイクル、カーシェア割引（基本 f無料な

ど）、電動キックボード割引、市内商業施設割引、つくば

号（高速バス）割引を検討。 

  525,000,000    

※上記の価格は、筆者の経験に基づき、仮に設定したものである。 
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表 7-2 筑波大学在校生のキャンパス交通システム改善案に対する意見 
・つくば市外に住んでいる学生は 25,000円/年でも高いと判断するのではないか．つくば市在住，外在

住の受益調整（価格調整）が必要ではないか． 
・保護者に支払ってもらうにしろ，負担が多いと思われる懸念がある．在学中に，自動車や自転車を購

入しなくて済むため，交通に関する費用はトータルでは安くなるという情報提供をしていく必要があ

る． 
・つくば市のバスは，筑波大学から行きたいところ（ショッピングセンターやスーパーが多く立地する

地域）に直通で行けないため，つくば市内のバスが乗り放題になったとしても利便性が高いとは言え

ない．駅〜大学の路線バス以外のバスの改善も望む． 
・自転車が無くても快適なキャンパスライフが送れるようにサービス設計をしてほしい． 
・筑波大学から東京駅を運行する高速バス（つくば号）の割引をしてほしい． 
・現在在籍する学生からは不満が出るだろうが，入学時にこういうものであると説明されれば，納得す

ると思う．学生は入れ替わりがあるので，徐々に受け入れられると思う． 
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第２項 小山市コミュニティバス全線定期券「noroca」の課題と改善案の提案 

 

小山市のコミュニティバスは、定期券保有者の増加、利用者の増加が続いているが、乗車

１回当たりの平均支払額は減少し、運行収入増加に陰りが見え始めている。また利用者増加

に伴う混雑対策のために、臨時続行便や増便で対応し、運行経費を増加させている。今後も、

輸送力の増強を計画しており、運行経費の増加が見込まれている。現状で財政部局は、予算

の増加を許容しているものの、どこまで増加していくのか、無制限にバス予算が増加してい

くことを懸念している。 

地方公共団体の負担額について、例えば独自の財源（交通負担金）制度 5)があるフランス

では、小山市と同人口規模の都市（人口 15万～20万人）の自治体連合では、20億～40億

円規模の財源で公共交通を運行している 6)。また筆者が訪れた経験のあるフィンランド・ト

ゥルク市（人口 19万人）では、40億円以上の公費を投じて公共交通を運行している 7)。 

小山市公共交通計画の基本理念「マイカー無しでも便利な移動サービスと豊かな生活を

小山市民、小山への来訪者に提供する」を実現し、サービスレベルを欧州の都市並みにまで

引き上げていくには、上記の予算規模が必要になることが想定される。しかしながら、日本

の地方公共団体において、上記の規模の財政負担は、現状の制度では難しい。例えば、小山

市の年間予算額は 600億円であり、現在の公共交通の予算は、0.3%の 2億/年である。 

この状況で、公共交通予算を数十億円規模に増加させるには、フランスのように運行経費

に充当できる独自財源制度を創設すること等が必要である。現状、滋賀県において交通税の

検討 8)が進められており、公共交通への支援制度や、独自財源制度の法制化が待たれるとこ

ろである。 

この議論には明るい兆しがある。2022年 12月 22日に行われた令和５年度予算大臣折衝

において、地方公共団体の社会資本整備を支援する交付金制度「社会資本整備総合交付金」

に、新たに地域公共交通再構築事業を創設することが認められた。この事業は、地方公共団

体に対して、地域公共交通の持続可能性・利便性・効率性の向上に資する施設整備の際の財

政支援をする制度であり、総事業費の 20%を目途に車両の購入費も支援対象に追加されて

いる 9)。この制度創設は、地域公共交通を社会資本整備として位置づけることを意味すると

解釈でき、公共交通支援制度の大きな前身である。更に経常的な運行経費に充当できる財源

制度の議論活性化に期待したい。 

なお、欧州では、PSO（Public Service Obligation：公共サービス義務）に基づき、公共交通

サービスは、自治体が提供する「公共サービス」と考えられているため、独立採算では無く

行政の助成によって運行されている背景がある 10)。このため、財源制度の検討と同時に、日

本における公共交通サービスの位置付けについても検討していく必要があると考える。 
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第３項 低廉なサブスク運賃に関する研究の課題 

 

最後に、研究に残された課題を挙げる。 

 

・本研究の対象は、日本には類例がない、公的機関が運営主体の公共交通の低廉なサブス

ク運賃導入２事例である。本研究を通して、両事例の共通事項をいくつか明らかにした

が、事例が２つのみであるため、一般化や応用可能性についての知見を更に深める必要

がある。１章において、本研究の導入効果に関する知見は、首都圏、近畿圏、中部圏の

縁辺部人口 20万人規模の都市における低廉なサブスク運賃導入に際して有効である可

能性を提示した。加えて、都市単位以外にも路線単位の適用可能性について以下に記述

する。例えば、各地で運行している病院、ショッピングセンター、大規模事業所のシャ

トルバスを路線バス化してサブスク運賃導入する場合に、筑波大学の仕組みを適用し、

大学を他の施設に置き換えれば類似のサービスの実現は可能である。実際に、筑波大学

キャンパス交通システムの運行事業者である関東鉄道は、大規模事業所のシャトルバ

スを大型特約一括定期に転換するよう営業している。また、小山市の 2020年 4月から

運行している新規路線ハーヴェストウォーク線は、無料シャトルバスを低廉なサブス

ク運賃を適用した路線バスに転換した事例である。当該路線は、小山駅から商業施設

（約 3km）までの移動需要を取り込み、無料シャトルバスを路線バスにして、バス事業

者の売上を 2倍に増加させている。 

 上記のように、筑波大学や小山市の低廉なサブスク運賃事例を参考に、他の地域や路

線での導入事例が現れ、その事例を横断的に分析することで、本研究対象２事例との共

通点、相違点を明らかにして、一般化や応用可能性に関する知見が蓄積されていくこと

を期待する。日本において、低廉なサブスク運賃の実装事例の後続が待たれるところで

ある。 

以下に、後続の事例を期待して、低廉なサブスク運賃導入２事例の地域特性と結果へ

の影響について考察し、低廉なサブスク導入した際の有利な地域特性、不利な地域特性

について筆者の見解を記述する。 

まず、有利な地域特性について記述する。つくば市及び小山市は、人口 20万人前後、

県内２番目の人口規模の都市であり、地方都市の中では人口規模が大きい部類に属す

る。また高速鉄道（つくば市は TX、小山市は東北新幹線）の影響等により人口増加が

続いている。人口が多く、更に増加中の都市は、バスの潜在的需要が多く、バス利用促

進を行う上で、ポジティブな影響があると考えられる。人口減少が始まっているより小

規模の地方都市で低廉なサブスク運賃導入を検討する際は、潜在需要があるか、バス利

用者増加の見込みがあるのか、慎重に検討する必要がある。 

更に筑波大学の事例は、構成員 2 万人の大規模交通発生集中源である大学があるこ

と、TX という大量輸送鉄道の開業（端末交通としてバス需要が増加）があったこと、
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バス路線が大学キャンパスに限定されており輸送効率が高いこと、などバスの利便性

向上が利用者増加につながりやすい条件がある。このため、バス事業者も新規路線（大

学循環）の設備投資を行う判断ができたもものと考えられる。 

小山市の事例は、市以外にバス運営者がおらず、市が主導してバスサービス設計を行

うことができる環境であり、更にサブスク運賃導入以前は乗り残しが出るような状況

ではなく、輸送容量に余裕があった。競合の公共交通機関が存在する場合は、本研究で

記述したプロセスよりも綿密な調査と計画、協議が必要である。また輸送容量に余裕が

無ければ筑波大学のようにあらかじめ新規路線や増便等の措置が必要になると考える。 

加えて、小山市は鉄道を使って東京方面に通勤通学する人が多く鉄道の端末交通と

してバスの潜在的需要が存在する。更に市街化区域の人口密度（43.4 人/ha）が比較的

高く、面積が狭く（市域の 19％、3,298ha）、バス運行効率が高い都市構造を有している

（しかしながら道路整備が進み自動車利用がしやすい環境整備が進んだ一方で、公共

交通バスへの支援・投資を行わなかったため民間バスは撤退している）。人口密度が低

く市街地面積が広い地域については、都市のコンパクト化によって、バス運行効率を高

める工夫がより一層重要になる。 

このように、人口規模や高速鉄道以外にも、小山市もバスの利便性向上が利用者増加

につながりやすい条件がある。また小山市はバス利用者を約 10年に渡って増加させ続

けてきた実績があるため、所属部署が提案する公共交通政策は、市民や議会、そして市

役所内から信頼されやすい状況にある。このことがサービス導入、維持の予算を承認さ

れている要因の 1 つとなっていると考えられる。covid-19の影響を受け利用者が減少し

た際の財政部局から問い合わせは、減便要請ではなく、サービスの維持に補正予算がい

くら必要かというものだった。 

次に、不利な地域特性とその対策について記述する。つくば市及び小山市は、自動車

の交通機関分担率が高く、自動車中心の生活をしている住民が多いと考えられ、自動車

からバスへの転換が起きにくいことが想定される。更に自動車社会故に、道路や駅前広

場等をはじめとした都市基盤が自動車中心に整備され、鉄道駅などの交通結節点での

バスの案内が不十分、バス乗降場の非バリアフリー、バス停のベンチ・屋根が無い状況

にある（主に小山市）。更に、このような状況であるから、バス運営主体内部（主に小

山市）でも、公共交通の利便性を向上させても誰も乗らないという先入観があることが

想定される。この対策として、本研究で提案した MM、特に転入者への MM を実施し

て、住民等のライフステージの変化、引っ越し等による入れ替わりを待つことが考えら

れる。また組織内部での車社会等を理由にした低廉なサブスク運賃導入へのネガティ

ブな意見に対しては、小山市のようにサービス設計、実行をアジャイルに展開し、徐々

に内部の理解を得る方法が有効と考える。このような対策をとり、利用者が増えてきた

段階で、公共交通のための都市基盤整備（バス案内、バリフリ化、バス停設備充実等）

に向けた行政計画を策定し、実行していくことが有効と考える。 
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更に、つくば市及び小山市には該当しないが、目的地へのバスがない場合や市街地が

拡散しバス運行効率が低い場合は、低廉なサブスク運賃を導入しても、購入者を獲得で

きず、バス利用者が増加しない可能性が高い。この場合、路線の改善や、路線バス以外

の選択肢（デマンドバス等）を検討し、長期的には都市のコンパクト化を目指すべきで

ある。 

どの地域にも、上述したような有利な地域特性、不利な地域特性があり、研究対象２

事例のように、有利な地域特性を活かし、不利な地域特性を乗り越えて、関係者たちが

サービスの実現、維持に尽力することが重要である。このような努力がなければ、サー

ビス自体が存在せず、未だ自家用車に依存した地域からの脱却の兆しすらなかったは

ずである。 

今後、上記の地域特性に留意しつつ、この事例が参照され、他地域に広がり、自家用

車に依存している地方都市において、公共交通に関心のなかった人々が、その重要性を

見直す契機となることを期待する。 

 

・本研究では、利用者への影響把握をアンケート調査主体に行っている。そのためアンケ

ートでしか得られない、詳しい個人属性（免許・車保有、年齢）、利用目的や月単位、

週単位での交通行動の変化を設問で詳しく把握することが可能となった。一方でアン

ケートを継続的に行うことは困難であり、アンケート対象者は、１時点での利用状況の

回答に過ぎない点に留意が必要である。また簡便なアンケート調査しか実施できなか

ったため、路線バスのエリア乗り放題化で期待される周遊行動の詳細把握や、それに伴

う消費行動を捉えるまでには至らなかった。さらに、行政負担のあり方を検討するため

には、利用者の行動変化が行政に与える多面的影響を把握する必要がある。そしてその

測定した結果の信頼性を高めるためには、比較的長期間の行動変化を把握することが

重要となる。これらの課題に応えるためには、パーソントリップ調査等大規模交通調査

か、それに変わる ICT 技術を活用した大規模交通調査の継続実施が必要と考える。本

研究の対象地域に類似する人口 20万人規模かそれ以下の地方都市では、実施に多額の

予算を要するパーソントリップ調査の単独実施は１回だけでも容易ではなく、継続的

に実施することは不可能に近い。このような予算制約を踏まえ、低廉なサブスク運賃導

入地域における大規模交通調査の方法論、必要性を追求する研究、検討が待たれるとこ

ろである。 

 

・本研究では、サービスの継続に対しての課題として、キーパーソンの不在化をあげ

た。公共交通サービスに限らず、都市計画、まちづくりにおいても、先進的な事例

ではキーパーソンが導入に尽力し実現に至るが、そのキーパーソンが不在になるこ

とで、サービス等の維持が困難になっていくことは珍しいことではない。そして、

研究対象である、大学や地方公共団体においては、特に”公共交通“を専門にする人
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材”は不足しており、人口 20万人規模かそれ以下の地方都市では皆無と言える。そ

のような中で、サービス導入時のキーパーソンが異動してしまえば、そのサービス

が維持できなくなることは想像に難くない。本研究では、キーパーソンの不在に備

えて、中長期計画の策定、実行体制の構築、人材育成の重要性を提示した。今後

は、これらについてのあり方や方法論などに関する研究が行われ、低廉なサブスク

運賃の導入と併せて、公的機関における公共交通サービスの中長期計画の策定、実

行体制の構築、人材育成の必要性が広まり、実行に移されることが望まれる。 

 更に、公共交通に関する人材育成について補足する。都市計画分野では、空間づ

くりや空間・施設の利活用、事業開発などの方法について学ぶプログラムやスクー

ルが、いくつか存在し、そういったプログラム・スクールに、市役所職員が自費で

参加し、地元に戻って市役所で事業を実践するといった例がある 11、12)。単に座学で

知識を学ぶだけでなく、自ら考え、行動・実践ができる職員を育成することが重要

であると考えるが、公共交通の分野ではそういった実践につながるようなプログラ

ム、機会は少ないように感じる。重要なのは、自ら考える時間と、行動・実践する

場があることである。そのような中、市役所の公共交通担当部署では、人事異動で

配属された職員は公共交通に関する教育を受けておらず、公共交通サービスを良く

する、悪くするといった判断基準も持っておらず、公共交通の重要性に対する認識

は低い場合が多いと考えられる。この問題を解決するために、市役所の中に自発的

に公共交通の重要性を感じて行動できる職員を増やしていくことが必要であり、そ

のための教育プログラムなどの充実を望むものである。 
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付録リスト 

 

付録−１ Bloom!1号〜３号 

付録−２ Bloom!読者アンケート調査票 

付録−３ 大学構成員への交通実態調査 アンケート調査票 

付録−４ 2020年 4月全線定期券「noroca」保有者への交通行動アンケート調査票 

付録−５ 2022年 3月全線定期券「noroca」保有者への交通行動アンケート調査票 

（兼 2021年度タクシー割引利用者へのモニタリングアンケート調査票） 

付録−６ 2020年度タクシー割引実証実験説明書（利用者向け） 

付録−７ 2020年度タクシー割引利用者へのモニタリングアンケート調査票 

付録−８ 2021年度タクシー割引実証実験説明書（利用者向け） 

付録−９ 2021年度タクシー割引実証実験説明書（タクシー運転手向け） 

付録−１０ 2022年度タクシー割引実証実験説明書（利用者向け） 

付録−１１ 論文リスト 
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付録−１ Bloom!1号〜３号 
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付録−２ Bloom!読者アンケート調査票 
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付録−３ 大学構成員への交通実態調査 アンケート調査票 
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付録−４ 2020 年 4月全線定期券「noroca」保有者への交通行動アンケート調査票 
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付録−５ 2022 年 3 月全線定期券「noroca」保有者への交通行動アンケート調査票 

（兼 2021 年度タクシー割引利用者へのモニタリングアンケート調査票） 
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付録−６ 2020 年度タクシー割引実証実験説明書（利用者向け） 
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付録−７ 2020 年度タクシー割引利用者へのモニタリングアンケート調査票 
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付録−８ 2021 年度タクシー割引実証実験説明書（利用者向け） 
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付録−９ 2021 年度タクシー割引実証実験説明書（タクシー運転手向け） 
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付録−１０ 2022 年度タクシー割引実証実験説明書（利用者向け：webページより転載） 

 

タクシー料金割引サービス(noroca x taxi)の実施について 

 

タクシー料金割引サービス（noroca×taxi）は、おーバスを補完するタクシー連携サー

ビスです。 

＊今日は食事をして帰りたい。お酒を飲んで帰りたいと思っても終バスが早くて・・・ 

＊普段の通勤は noroca でいいんだけど、週末に通う医療機関はバス停からチョット

遠いんだよね・・・ 

＊買い物のまとめ買いは、帰りの荷物が多いくなるし重くなるか大変で・・・・ 

＊デマンドバスでの通院は行く時はいいんだけど、帰りはいつ終わるかわからないか

ら予約できないよ～ 

＊デマンドバスで小山駅には行けないんだよね～ 

＊行きたい病院がデマンドバスで行ける目的地に無いんだよね～ 

このような意見を多く伺っております・・・ 

「おーバスの本数が少ない！」、「目的地の近くにバス停が無い！」といった意見をお持

ちの皆さまの不満を解消をしたい！ 

これって、タクシーで補完できるのでは？・・・ 

おーバスを利用している方に対して、タクシー料金を半分にしたら便利かも・・・ 

これがおーバス補完計画のコンセプトになります。 

DX 推進が目的で、「スマホ de noroca」を利用している方限定となりますので、ご了承を

よろしくお願いします。 
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概要 

 

●ご利用対象者 

 

「スマホ de noroca」を利用されている方で、有効期限内のモバイル定期券もしくはモ

バイル回数券を保有されている方 

 

その他、「紙製 noroca」、「おーバス無料乗車券」を保有されている方、デマンドバスの利

用登録をされている方で、スマートフォンでアプリケーションソフトの LINEがインスト

ールしてあり、LINE公式アカウント「小山市おーバス」とお友達登録されている方につ

いてもサービスの対象となります。サービスを受けることができる権限を付与しますの

で、都市計画課までご来庁ください。   まずは、「小山市おーバス」とお友達登録をよ

ろしくお願いします！ 

「小山市おーバス」公式アカウントＵＲＬ：https://line.me/R/app/1656013607-

Albo8Xgd?lp=0Xjocg＜外部リンク＞   （※おーバスと検索しても見つかりますよ。） 

 

 

●サービスの利用権限付与について 

・本サービスは、下記の基準日に有効期限内のモバイル定期券、モバイル回数券を保有

していることで、サービス利用の権限が付与されます。基準日を超えてモバイル定期

券、モバイル回数券を保有した場合は、翌々月の 1日からサービス適用となります。 

 

 

当月の最終日から次月の初日を跨いでタクシーを利用される場合は、サービス利用の権

限が無くなり、利用できない場合がありますので、十分ご注意ください。  該当者は「ス

マホ de noroca」のリッチメニューにタクシー欄が表示されます。 
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●割引額 

半額割引（上限 1,000円）超過額はお客様の負担となります。 

 
 

●実験期間 

 令和 4年 11 月 1日～令和 5年 2月 28 日まで 

 

利用できるタクシー会社 

 

 

ご注意 

今年度の実証実験は、お客様のニーズ等を把握すること、サービス利用時に手間がかか

らないこと、アンケートの確実な収集等のため、スマートフォン保有者のみのサービスと

なりますので、ご了承をよろしくお願いします。 

 ・紙製 noroca保有者、おーバス無料乗車券保有者、デマンドバスの利用登録をされてい

る方は、LINEがインストールされているスマホをお持ちであれば、実験の参加が可能とな

ります。都市計画課にご来庁いただき、お手続きをお願いいたします。 
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使い方 

※以下の遷移は開発中のデモ画面を iphoneで表示したものです。リリース時にはイメー

ジが変更している場合がありますので、ご了承をよろしくお願いします。 
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付録−１１ 論文リスト 

 

■査読付き論文(博士論文を構成する論文) 

1)淺見知秀,谷口綾子,石田東生：地方都市の路線バスにおけるサブスクリプション型運賃

の導入プロセスと効果の実証分析，土木学会論文集 F5(土木技術者実践), Vol. 78, No. 1, 

65‐79, 2022. 

2)淺見知秀,谷口綾子,片桐暁,斎藤綾,上原泰典,内田直人,全市民対象のMM ツール開発とそ

の効果-ブランディング及びコストダウンのプロセスに着目して-土木学会論文集 D3（土

木計画学）Vol.78 No.6, p. II_1-II_18, 2022 

3)Azami,T.;Nakagawa,K.;Taniguchi,A. Effect of Low-Cost Policy Measures to Promote Public 

Transport Use : A Case Study of Oyama City, Japan. Sustainability 2021,13,6160.  

 

■査読のない発表論文(博士論文を構成する論文) 

1)淺見知秀,鳥海佑介,谷口綾子：地方都市でタクシーはバスを補完することができるか？

〜市内バス全線定期券保有者へのタクシー初乗無料券配布実験の実証分析〜,交通工学

第 57 巻 2号(2022年 4月号) 

2)淺見知秀,谷口綾子：バス定期券の大幅値下・市内全線乗り放題化が運行収入・利用者

に与えた影響分析,土木計画学研究・講演集(CD-ROM)Vol.63,2021 

3)淺見知秀,谷口綾子,上原泰典,内田直人,片桐暁,斎藤綾：全市民対象バス利用促進モビリ

ティ・マネジメントにおけるブランディングとデザイン～栃木県小山市の事例～,土計

画学研究・講演集(CD-ROM)Vol.62,2020. 

4)浅見知秀,石田東生,谷口綾子：公共交通のシステム改変に併せた大規模モビリティ・マ

ネジメントの効果分析～筑波大学新学内交通システムの利用促進～,土木計画学研究・

講演集(CD-ROM) Vol.35, 2007. 

 

■査読付き論文(博士論文を構成しない論文) 

1)Taniguchi,A.,Fujii,S.,Azami,T.,Ishida,H.(2014)Persuasive Communication Aimed at Public 

Transportation-Oriented Residential Choiceand Promotion of Public 

Transport,Transportation,Volume41,Issue1,pp.75-89.  

2)谷口綾子,浅見知秀,藤井聡,石田東生：公共交通配慮型居住地選択に向けた説得的コミュ

ニケーションの効果分析,土木学会論文集 DVol.65No.4,pp.441-448,2009． 

3)谷口綾子,鈴木春菜,浅見知秀,藤井聡,石田東生：郊外型大学キャンパスにおけるバスを

主体としたモビリティ・マネジメントの展望と課題,第 42 回都市計画論文集 vol.42-

3,pp.943-948,2007． 

4)谷口綾子,浅見知秀：交通問題をテーマとした学校教育プログラムにおける｢葛藤｣の効

果,第 43 回都市計画論文集,pp.775-780,2008． 
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■査読のない発表論文(博士論文を構成しない論文) 

1)坂本浩貴,淺見知秀：東京〜秋田間の交通機関分担に関する一考察，土木学会東北支部

技術研究発表会(平成 25年度) ,2014. 

2)淺見知秀，筑井裕之，井手将和，中里盛道：鉄道施設を活用した BRT 専用道整備にお

ける適用法令と線形計画の考え方について, 土木学会第 68 回年次学術講演会,2013 

3)淺見知秀，筑井裕之，井手将和，中里盛道：鉄道施設を活用した BRT専用道仮復旧に

おける適用法令と施設計画について,土木学会東北支部技術研究発表会(平成 24年

度) ,2013. 

4)浅見知秀,谷口綾子,藤井聡,石田東生：引っ越し MMとバス利用促進MMの相互作用に

よるバス利用促進効果分析, 土木計画学研究・講演集(CD-ROM) Vol.39, 2009． 

5)浅見知秀,谷口綾子,石田東生：バス利用促進における口コミの有効性に関する分析,土木

計画学研究・講演集(CD-ROM) Vol.36, 2007. 
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